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重点事項 
 

中期目標 

長野大学は、昭和４１年に地元自治体（小県郡塩田町・現上田市）が全額出資し、学校法人が運営する私立の本州大学として設立された。設立後まもなく本州大学は経営難に陥り、昭和４

９年に長野大学と名称を変更し、新たに出発した。 

以後、地域に支えられ地域とともに歩む大学として多くの人材を育成し、民間機関が実施する地域貢献度調査でもここ数年高い評価を得ている。 

しかし、近年の少子化に伴う１８歳人口の減少、受験生の国公立大学志向、大都市圏への大学志向により、地方の私立大学の運営は極めて厳しい状況に立たされており、長野大学におい

ても志願者の減少傾向が続いてきた。こうした状況の中、上田市に対して大学を運営する学校法人長野学園から公立大学法人化の要望があった。 

これを受け、上田市は、地域が支えてきた５０年に及ぶ大学の歴史の重みを踏まえ、大学の運営基盤を強化し、改革を始めとした様々な取組により地域から信頼される大学となり、大学とと

もにまちづくりを実践することで市が発展することを願い、公立大学法人長野大学を設立する。 

設立の目的は、地域に根ざした大学として教育と研究を推進し、豊かな人間性と高い専門性及び国際的な視座をもった実践力のある人材を育成し、地域の産業及び社会の発展に貢献す

る知の拠点を形成することにある。 

この目的を踏まえ、大学は、市民によって支えられていることを自覚し、不断の改革を実行することを通じて、地域に愛され、地域の力になる大学として持続的に発展することが求められてお

り、設立者である上田市は、次の点を基本に中期目標を定める。 

【教育】 

地域をフィールドとして地域の人々の経験から学び、大学の科学的知識を活用して協働的に課題を解決する実践的な教育を行い、もって、地域に根ざしながら世界を視野に活躍できる高

度な知識と技術を有し、深い知性と豊かな人間性に富み、社会の持続的発展に貢献する人材を育成する。 

【研究】 

独創的、創造的な研究を推進し、殊に学外と連携した研究を通じて、学術貢献はもとより、新たな産業を生み出す芽となるような研究を推進し、研究活動や研究成果を社会に発信する。 

【地域貢献】 

地域住民や企業、行政、ＮＰＯ等と協働しながら、地域における課題解決に取り組み、大学の知識や技能を活かした地域づくり活動を行う。 

また、こうした活動を通じて、地域産業を担う人材を育成し、卒業生の上田地域における就職や社会活動への参加を促進する。 

【大学運営の改善】 

経営の責任者である理事長と教学の責任者である学長の主導のもとに、法人及び大学の各組織の権限と責任を明確にした体制を構築する。 

また、教育研究水準の向上を図るため、能力や業績が教員の処遇に適切に反映される評価制度を構築し、大学運営の効率化を図り、安定的な経営基盤の確立に取り組む。 

さらに、地域特性や受験生のニーズ及び産業界の意向を踏まえ、時代や社会に求められる学部・学科編成及び大学院設置を検討する。 

 

 

中期計画 

公立大学法人長野大学(以下長野大学という)は、「信州の学海」の伝統を受け継ぎ、地域に根ざした大学として教育と研究を推進させ、地域の産業及び社会の持続的発展に貢献する知の

拠点を形成することを目的に、上田市が設立した。 

このため、長野大学は地域社会に貢献する人材育成の拠点づくりを目指し、中期目標に示された「豊かな人間性」と「高い専門性」、「国際的な視座を持った実践力」を身に着けた人材を育

成するとともに、市民によって支えられる大学であることを自覚し、地域を主題とした研究を推進し「地域課題の解決システム」の構築と、新たな地域の創造に寄与する人材を受け入れ、育成

し、輩出する「地域人材の循環システム」を構築する。 

また、教育と研究、地域貢献の進展を図り、この地に生きる、教養ある職業人（新たな地域の創造に寄与する人材）を育成するとともに、地域に愛され、地域の力になる大学として発展してい

くために、中期計画に定めた大学運営に関する以下の取り組みを着実に進め、経営及び教育・研究内容の点検と改善を常に行い、理事長と学長のリーダーシップのもと、全教職員が一丸と

なって改革を実践していく新しく活気のある大学づくりにまい進する。 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価

区分 

重点事項 

 【教育】 

 (1) 教養教育と専門教育を通して、広い

視野に立ってものごとを自力で判断で

きる力を育成し、各分野においてリーダ

ーシップが発揮できる高い専門性と問

題解決能力を持った社会の持続的発

展に貢献する人材を輩出する。 

(2) 学生自らが地域づくりや、企業、組織

等の課題発見・問題解決活動に取組

むことによって地域社会に求められる

能力・姿勢に気付き、向上させることが

できるよう支援する。そのために地域社

会の人々との協働による学びを通じ

て、地域課題の解決に役立つ多面的・

総合的な知識や能力を育成する地域

協働型教育を教育の柱に据える。 

(3) 地域の実情を知ると同時に、卒業後

の進路や、将来を意識した取組を充実

させるために、企業・組織・自治体や地

域住民との連携を強化して、学生のゼ

ミナールやフィールドワーク、実習・イン

ターンシップによる学修を促進する。 

 

〈1〉【教育】 

 教養教育と専門教育、地域協働型

教育を教育の柱に据え、「この地に

生きる、教養ある職業人（新たな地

域の創造に寄与する人材）」を育成

する。 

 

【取組内容】 

教養教育では、全学部を対象とした理数系科目

「微分積分学」「線形代数学」「科学リテラシー」

及び地域系科目「信州地域史」を開講した。また

教養教育推進室や教育実践交流広場で、学生に身

に着けて欲しい姿勢・能力の検討を行い、教養教

育を「論理と思考」「地域と世界」「歴史と未来」「身

体と感性」「外国語」の 5つの科目群に系統立て、

次年度から全学共通開講に目途をつけ、準備した。 

専門教育では、各学部が設定するポリシーに基

づいた学修が進められるように、シラバスの記載

を「履修系統図」を意識した内容に改善した。 

地域協働型教育では、各学部において、地域の

企業、自治体、団体等と連携・協働しながら地域

課題解決にかかる演習、ゼミナール、プロジェク

トを推進した。また教育実践交流広場で地域協働

型教育の方法について情報共有した。 

新型コロナウイルス感染症対策に取り組みなが

ら、前期は 6 月より対面授業を徐々に拡大し、後

期は 56％の科目を対面授業で安全に実施できた。 

 

【今後の課題・方向性】 

全学共通の 5系統の教養科目を着実に開講・実

施し、「この地に生きる、教養ある職業人（新た

な地域の創造に寄与する人材）」の育成につなげ

ていく。地域協働型教育に関しては、企業・組織・

団体との関係をさらに深耕・発展させるとともに、

地域の多様かつ新たなニーズや課題への対応を図

っていく。 

授業方法及び内容の改善に関しては、Webアン

ケート機能を活用して授業アンケートを全ての講

義科目で実施するとともに、授業改善検討会や教

育実践交流広場の開催頻度を高める等の取組を行

ってきたが、学生へのフィードバック（より一層

の授業改善とその可視化）を的確に進めていく。

また授業及び学生生活における新型コロナウイル

ス感染症対策を拡充していくことも課題となる。 

公立化後 4年が経ち、入学する学生像も検証し

ながら、入試制度の検討を行うとともに、学生生

活、就職等の各種支援策の整備により、学生の入

学から就職までの切れ目のない支援に引き続き努

めていく。 

b 

(1) 
・理数系教養教育科目 5科目の新規開講、人格形

成に向けた 5系統教養科目の次年度開講準備、

履修系統図を意識したシラバス記載等による

専門教育改善等、教育内容の充実を図るととも

に、コロナ禍という厳しい環境の中、オンライ

ン授業の実施対応や、その後の対面授業の拡大

（後期には 56％の科目で実施）、学生への個別

の対応、また、新型コロナウイルス感染症対策

による地域課題解決にかかる演習、ゼミナー

ル、プロジェクトの推進など、それぞれのきめ

細やかな対応を評価する。 

(2) (3) 
・授業方法及びその内容の改善に必要な授業アン

ケートについては、今回 WEBアンケートの実施
による新たな取組をしたが、良い点（利便性向
上）、悪い点（回収率低下など）があり、今後
その改善など、積極的な対応をしていく必要が
ある。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価
区分 

重点事項 

 【研究】 

 (1) 地域を研究の主題とする大学を目指

し、教員は、様々な課題に地域と協働

で取り組み、自身の問題意識と研究力

量を継続的に向上させ、現実的な問題

を解決するための研究成果を作り出

す。この成果を地域社会に還元し、持

続可能な共生社会の創造に寄与する。 

(2) 科学研究費補助金、各種寄付金、共

同研究・受託研究収入など競争的外部

資金を獲得できるよう応募に当たって

の教員への関連情報の提供・アドバイ

スの実施等による支援など、研究支援

体制を整備する。 

(3) 教員が研究成果をあげられるよう、特

に大学運営業務において、会議の削

減や時間短縮等の負担軽減を図るな

ど、研究環境の改善を行う。 

〈2〉【研究】 

 地域を研究の主題とする大学を

目指し、教員は、様々な課題に地域

と協働で取り組み、研究成果を作り

出す。 

 そのために、科学研究費補助金、

各種寄附金、共同研究・受託研究収

入など競争的外部資金の獲得に全

学的に取り組む。 

 

 

【取組内容】 

長野大学研究助成制度を活用して、準備研究部

門 12件、地域・社会貢献研究部門 2件の研究を進

めた。また教員の科学研究費補助金申請を支援す

るため、外部の専門家による研修会や、個別面談

11件・個別添削指導 10件を実施したことにより、

令和 3年度科研費申請件数（研究代表者件数）は、

21 件と例年より増加した（採択率も大幅に向上し

た）。 

今後の研究支援の拡充を図るため、アンケート

調査により教員の学術論文数や学会活動の概要を

把握した。 

国の中央水産研究所旧上田庁舎を活用した淡水

生物学研究所については、財務省との管理委託契

約締結や基本構想の立案に取り組む等、開設準備

を進めた。 

 

【今後の課題・方向性】 

今後も長野大学研究助成制度や外部の専門家に

よるアドバイザー制度の継続により、科学研究費

をはじめとする外部資金の獲得に向けた支援体制

の拡充を図っていく。教員年度別業績評価の実施

により、教員の研究への意識向上や、研究費のイ

ンセンティブにつなげていくことも課題となる。 

淡水生物学研究所については、事業の円滑な開

始にむけて組織の拡充、国からの庁舎等の取得手

続き等に取り組んでいく。 

b 

(1) 
・長野大学研究助成制度及び外部アドバイザー制

度の継続等により、令和 3年度科研費申請件数

（研究代表者件数）は、21件となり例年よりも

増加し、更に採択率も大幅に向上したことは評

価できる。 

(3) 
・中期計画では、地域を研究の主題とし、現実的

な問題を解決するための研究成果を地域社会

に還元し、持続可能な共生社会の創造に寄与す

ることが目標である。研究内容の検証や地域社

会に寄与しているかを検証・確認するべきであ

る。 

・淡水生物学研究所の基本構想が立案された。そ

もそもの必要性や今後の研究の重要性などを

広く外部に知らしめ理解を得ながら、より有効

な研究所にする努力が必要である。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価

区分 

重点事項 

 【地域貢献】 

 (1) 地域と協働し、安心して暮らし続けら

れる「まちづくり」や、地域の産業振興と

持続的発展に寄与できる「ひとづくり」

の実現を目指し、平成２９年度に「地域

づくり総合センター」を創設する。センタ

ーでは、人口減少対策、地域住民の福

祉向上、産業振興、人材育成、起業支

援、移住促進など地域が抱えている課

題の解決に向けた取組を推進する。 

(2) 地域課題の解決を担う意識・意欲の

高い学生を積極的に受入れて、地域を

常に意識できる人材に育成するととも

に、卒業生の上田地域における就職や

社会活動への参加を促進する。 

 

〈3〉【地域貢献】 

「地域づくり総合センター」の機

能強化を図り、地域と協働し、安心

して暮らし続けられる「まちづく

り」や、地域の産業振興と持続的発

展に寄与できる「ひとづくり」の実

現を目指す。 

 

【取組内容】 

地域づくり総合センターの意義や役割を伝える

案内書（改訂版）や年報を作成するとともに、具

体的な取組内容や実績を紹介する広報紙（センタ

ーニュース）を新たに発行した。コロナ禍の影響

で、授業の市民開放や連続講座等は中止となった

が、まちなかキャンパスうえだにおける市民向け

講座や坂城町講座は感染対策をとりながら実施し

た。 

「長野大学産学官連携ポリシー」「知的財産ポ

リシー」及び「知的財産取扱規程」を定める等、

産学官連携を推進する基盤づくりに取り組むとと

もに、（株）コーセーや（株）信栄食品等と、受

託研究やイノベーションプロジェクトに取り組ん

だ。 

 

【今後の課題・方向性】 

令和 2年度に定めた「長野大学産学官連携ポリ

シー」「知的財産ポリシー」等に基づくとともに、

外部組織等とも連携して、地域づくり総合センタ

ーの機能強化に取り組んでいくことが課題とな

る。 

なお新型コロナウイルス感染症対策を徹底しな

がら、市民向け講座の提供や授業の市民開放も検

討していく。 

b 

(1)   
・コロナ禍での影響もありながら、様々な地域と

の取組についても、中止・実施を判断しながら、

適切に実行したことを評価する。 

・また、各企業との受託研究やイノベーションプ

ロジェクトに取組が進み、それなりの実績も出

ていることを評価したい。 

(3) 
・地域や企業などとの連携には「地域づくり総合

センター」の機能強化が望まれる。今後の取組

に期待する。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価
区分 

重点事項 

 【大学運営の改善】 

 (1) 理事長のリーダーシップのもと、必置

機関である経営審議会に加え理事会

を設置し、積極的に経営改善を図りな

がら経営基盤の確立に取り組む。 

(2) 法人組織を強化するために、財務体

質の強化、学外関係組織との渉外、大

学改革に必要な学内外の情報収集・

分析に取り組む「総合戦略室」を新た

に設ける。 

(3) 経営審議会には、外部有識者の意見

を大学経営に反映できるよう、外部委

員を半数以上とする構成とし、運営の

確立に取り組む。 

(4) 入学定員の見直し（平成３０年度：１年

次３４０名、編入２５名）、寄附金募集等

により自己収入の増大を図る。また、組

織の見直し、教職員の確保・育成研

修・意識改革を進めつつ、費用対効果

を意識した給与体系・職員任用を進め

るなど、各種経費の効率化を図り、大

学運営の健全化を図る。 

(5) 地域特性や受験生のニーズ及び地

元産業界の意向を踏まえ、時代や社会

に求められる学部・学科編成及び大学

院設置に向けて学内委員に学外有識

者委員を加えた検討組織を置き、検討

を行う。 

(6) コンプライアンス意識をもって大学運

営を行うための組織を設置し、検証を

常に行い、全学への徹底を図る。 

〈4〉【大学運営の改善】 

 大学改革に必要な学内外の情報

収集・分析に取り組み、 

時代や社会に求められる大学院設

置、学部・学科設置に向けた検討組

織を設け、財政面、学生募集面、学

生の送り出し面などを踏まえなが

ら検討を進める。また、千曲川流域

環境・水産研究所（仮称）の立ち上

げを目指し、担当組織を設け設置準

備を進める。 

 法人の組織体制を強化し、業務方

法書において規定されている内部

統制、コンプライアンスの強化に向

けた各規程・仕組みに基づき、適正

な法人運営を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組内容】 

 上田市に定款の変更申請を行い、外部理事の増

員を行うことを決定し、上田市、次期理事長と協

議の上、候補者を選定し、就任依頼した。 

 令和元年度に引き続き、首相が主催する会議を

はじめ、文部科学省が所掌する会議等の最新情報

を役員等で共有した。 

 入学定員を確保し、予算計画以上の学生納付金

収入を確保した。また国の修学支援新制度や新型

コロナウイルス感染症に伴い、実施した学生納付

金減免事業の補助金（上田市からの支援）への申

請等を行い、財源確保に努めた。 

 教職員の育成のための研修については、オンラ

イン化されて実施された者が多くあり、積極的に

参加することができた。 

 教職員任用にあたり法人の人事方針に沿った人

事計画の作成を学長と人事委員会で検討し、大学

運営を可視化した。 

 大学改革の一環で ARECに外注委託し地元産業界

へアンケートを行い、大学院設置や理工学部設置

への要望を取りまとめた。取りまとめた結果は理

事会に報告し、意見交換を実施した。 

 内部統制、コンプライアンス意識向上のために

抜本的な規程等の見直しを実施した。また、内部

監査に伴う指摘事項等を役員に通知した。 

 その他、設置認可された大学院の開設準備を進

め、関連規程を整備した。 

 

【今後の課題・方向性】 

大学として整備すべき規程の制定と既存規程の

見直しに取り組む。   

予算編成にあたり、前年度実績に基づき配分を

検討する。 

マスタープランに基づく老朽化施設の改修更新

実施計画（財源確保含）の策定に向けた検討を行

う。 

b 

(1) 

・外部理事の増員に向けた様々な調整などから、

新理事長の新たな取組体制が整ってきている

ことを評価したい。 

・志願者数の確保及び入学定員確保による学生納

付金収入の確保、また、その減免制度事業への

申請など、コロナ禍であることを踏まえた積極

的な対応を評価する。 

 

(2)(3) 

・大学院の設置、学部・学科編成の見直し、マスタ

ープラン、少子化の統計的推移などから、今後の

全体の財政シミュレーションを繰り返し、安定した

財務体質の確保と将来への希望が持てる運営に

繋げられたい。 

b 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容等に関する目標を達成するための措置 

ア 教育内容の改善 

中期目標 

各学部の学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に基づき、教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）を示した上で、それに沿った教育を展開し、学生の到達度から教育
成果を確認・評価することにより、各方針や教育内容の改善を行う仕組みを構築する。 

また、豊かな人間性を育む「教養教育」、職業人として必要な能力を養成する「専門教育」、地域課題に立ち向かい解決する能力を高めるための「地域協働型教育」を実施し、社
会で活躍できる実践力と創造性に富む人材を育成する。 

(ア) 教養教育 

様々な学問分野の考え方を学び、広い視野で自分の専門に関連付けて考える教養と、対話的討論を基にした協働学習を通じて、自身で考え、判断できる能力を養成する。 
また、グローバル化する現代社会において必要な、語学力を向上させ、異文化を理解し、海外との交流を円滑に行うコミュニケーション能力を養成する。 

(イ) 専門教育 

基盤的専門知識の修得と、それらを企業や組織において活用する実践的応用力を養成する。 

(ウ) 地域協働型教育 

地域住民や企業、行政、ＮＰＯ等と協働した教育により、地域社会に蓄積された経験的知識と大学の科学的知識を活用し、課題を発見し解決する能力を養成する。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

１ 教育に関する目標 

（１）教育内容等に関する目標 

 ア 教育内容の改善 

 地域が直面している課題に向き合い、
その課題に取り組み続けられる「地域
の未来を創造できる人材」を育成する。 

このため、対話的討論により、自身
で考え、自らの力で判断できる能力を
養成する「教養教育」と職業人として

必要な能力を養成する「専門教育」、地
域社会の人びととの学びを通じて、地
域課題の解決に必要な多面的・総合的

な知識を共創する力を育成する「地域
協働型教育」をディプロマポリシーに
基づき実施する。 

 

 

1 

①各学部の教務委員会や教育実践

交流広場において教育上の課題

を共有化するとともに、ＦＤ委員

会における授業改善活動を通し

て、教養・専門・地域協働型教育

の質的改善を図る。 

②非常勤教員とも意思疎通を図り、

本学が目指す教育内容を共有化

することに努めるとともに、教

養・専門・地域協働型の教育の質

的改善を図る。 

③文部科学省から、教職課程を大学

全体として運営する組織となる

よう改善指導があったことから、

全学教育機構組織として「教職セ

ンター」を設置する。また、同セ

ンターでは教員免許更新制の目

的である「最新の知識技能の修

得」の場として、その役割を果た

すために教員免許状更新講習を

開設する。 

【取組内容】 

①新型コロナウイルス感染症の影響により、前学

期の授業は全てオンラインによる実施となった

ため※、定期的に教育実践交流広場を開催し、オ

ンライン授業システムの技術的な説明に加え、

授業運営に関する疑問点や課題を共有したほ

か、グループワークの手法などの事例紹介を通

して教育の質の担保に取り組んだ。また、教養

教育改革の検討やゼミナール、地域協働型教育

の実践例の共有などにより、教育の質的改善を

図った。（5月 1回、6月 1回、7月 2回、10月 1

回、11 月 1 回、3 月 1 回 計 7 回、延べ 172 名

が参加） 

※ 緊急事態宣言の解除により、6月から演習系科

目など一部で対面授業を開始した。 

②教育実践交流広場の参加対象を非常勤教員まで

拡大し、コロナ禍における授業運営等について

意思疎通を図り、相互研鑽による授業の質的改

善に取り組んだ。また、非常勤教員との懇談会

は、「コロナ禍におけるオンライン授業につい

て」をテーマに開催し、非常勤教員 21名が参加

した。 

b 

(1) (2) 

・教育実践交流広場や非常勤講師との懇談会が開
催され、オンライン授業の方法など、各教員間
での共有が図られ、役立っていることがわか
る。 

(3) 

・教職センターが設置されたが、具体的な成果を
資料からは確認できない。 

・コロナ禍のなか、教育の質の担保は重要となる。
意見交換で出された課題などを改善し、引き続
き、教育の質を高めてもらいたい。 

 
b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

１ 教育に関する目標 

（１）教育内容等に関する目標 

 ア 教育内容の改善 

    

③全学組織として教職センターを設置し、教職課程

履修生のサポート、教職関連の授業運営を推進し

た。また、サービスラーニング（学校支援ボラン

ティア）の実施による地域貢献活動にも取り組ん

だ。 

さらに、教員採用試験の採用実績向上に向けて、

玉川大学（小学校教員 2 種免許取得）と協定を締

結した。一方で、教員免許更新講習は、新型コロ

ナウイルス感染症の影響を踏まえ、中止とした。 

 

【資料番号】 

 1-1 教育実践交流広場次第 

1-2 非常勤講師との懇談会について実施報告・ 

参加者一覧 

1-3 教職センター規程  

1-4 学校支援ボランティア派遣について 

1-5 玉川大学 小学校教員特別養成プログラム 

協定書 

 

【今後の課題・方向性】 

 コロナ禍における授業運営方法を確立し、教育の

質の担保を図る。 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

１ 教育に関する目標 

（１）教育内容等に関する目標 

 ア 教育内容の改善 

 （ア）教養教育 
対話的討論を基本とした少人数講義

とゼミナールを展開し、自分が直面し

ている課題を自らの力で考え、判断し、
明晰に言語表現できる能力を養成する
とともに、「信州の自然・文化・風土を

フィールドとし、現代社会が提起する
諸問題を多面的・総合的にとらえ、自
らの役割を的確に認識し実行できる人

材」の育成を教養教育の理念として掲
げ、教育を行う。 

2 全学部において初年次ゼミナー

ルを必修科目として設定し、地域課

題など多面的・総合的な視点で考え

るべき問題や課題に対し、教員また

は学生同士で共に議論「対話的討

論」を行い自らが直面している課題

を自らの力で考え、判断し、明晰に

言語表現できる能力を養成する。 

【取組内容】   

 初年次ゼミナールは、4月から 6月下旬までオン

ラインで実施し、以降、受講生の状況を確認しな

がら順次対面授業を実施した。オンライン、対面

にかかわらず、福祉、地域社会、産業と企業等を

テーマに、学生同士のグループワークや、教員と

の対話型学習を実施できるように工夫した。 

 7 月以降は、フィールドワークも組み込みなが

ら、これらの現場の組織やリーダーとの対話的討

論により、課題分析能力、判断能力等の向上に取

り組んだ。期末には学部ごとにゼミナール報告会

を開催して、他のゼミナール同士の対話的討論の

機会を設けた。 

なお初年次ゼミナール担当者会議を定期的に開

催し、授業実施の問題点や解決方法について共有

した。 

 

【資料番号】 

 2-1 2020年度前学期授業の実施・運営について 

（学生周知用） 

 2-2 新型コロナウイルス拡大に伴う 2020 年度

授業の運営について（専任教員周知用） 

 2-3 緊急事態宣言解除に伴う今後の授業運営

について（学生周知用） 

2-4 初年次ゼミナール発表会プログラム 

2-5 初年次ゼミ担当者会議 

 

【今後の課題・方向性】 

 大学において学生各自が目標を定め、計画的・

系統的に学修していくための意識醸成や方法の共

有化に取り組む。専門教育や地域協働型教育の入

口としてふさわしい初年次ゼミのあり方につい

て、今後も検討を継続する。 

b 

(1)(2) 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、オン
ライン授業や対面授業との併用を余儀なくさ
れるなか、授業の方法を工夫し、ゼミナールが
行われている。 

・ゼミナール担当者会議が開催され、教員間で情
報が共有され、教育の質の向上に取り組まれて
いる。 

・対象の学生に対する技術的説明等大変な努力で
あり、質の高低はあると思うが、実践されたこ
とを評価する。 

(3) 

・次へのステップとして、対話的討論の質を高め
る施策があると学生の成長につながるものと
考える。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価

区分 

１ 教育に関する目標 

（１）教育内容等に関する目標 

 ア 教育内容の改善 

 また、地域社会、国際社会で活躍で
きる人材を育成するために必要な科目
を設けるなど、教養教育（カリキュラ

ム）の見直しを適宜行う。 

 

3 

①教養教育推進室において検討を

進めてきた理数系科目「微分積分

学」「線形代数学」「科学リテラシ

ー」及び地域系科目「信州地域史」

を開講する。 

②全人的な人間形成を主眼とした

全学共通の「教養教育」を実現す

るため、「教養教育研究会（仮称）」

を立ち上げるための具体的な検

討を行う。 

 

【取組内容】 

①理数系科目「微分積分学」「線形代数学」「科学

リテラシー」及び地域系科目「信州地域史」を

開講し、教養教育カリキュラムの充実を図った。 

②全人的な人間形成を主眼とした全学共通の「教

養教育」の実現に向け、教養教育推進室や教育

実践交流広場で、教養教育の理念や身に着ける

べき姿勢・能力の検討を行い、教養教育を「論

理と思考」「地域と世界」「歴史と未来」「身体と

感性」「外国語」の 5つの科目群に再編し、次年

度からの教養教育の全学共通化に目途をつけ

た。 

さらに、教養教育改革ワーキングチームを設置

し、全学共通化に向けたカリキュラム調整を行

い、科目の新設など必要な準備を行うとともに、 

今後の方針について検討した。 

 

【資料番号】 

 3-1 新設科目シラバス 

3-2 教養教育改革（経緯と論点整理） 

3-3 第 6回教育実践交流広場（教養教育改革） 

3-4 教養教育改革ＷＴの検討結果と今後の方針 

 

【今後の課題・方向性】 

 全学共通化した教養教育について検証し、新た

な科目群に配置されている科目が、その科目群の

理念に即した教育内容となっているか確認し、必

要に応じて授業内容を見直す。 

 新たな科目の設定にあたっては、文部科学省が

示している「AI戦略」や「STEAM教育」など新た

な時代に向けて取り組むべき政策の方向性に注視

しながら検討を進める。 

a 

(1) 

・理数系科目及び地域系科目が開講された。 

・教養教育改革について、ワーキングチームで検
討し、今後の方針が示されるなど、教養教育の
見直しが行われている。 

(3) 

・教養教育は、変化の大きな時代においては、そ
の環境に即した随時見直しが必要と考える。継
続した教養教育の検証・検討が必要と考える。 

 

 

a 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価

区分 

１ 教育に関する目標 

（１）教育内容等に関する目標 

 ア 教育内容の改善 

 【関心・意欲の喚起】 
１年次よりゼミナールを展開させる

ことにより、常に知的好奇心を失わず、

論理的・批判的に思考する意欲を喚起
する。 

【自学自修の態度】 

知識を単に伝達するだけではなく、
課題を投げかけ、学生自身がその課題
に向き合うことにより、自学自修の態

度をもち、生涯にわたって自己を啓発
していく力を身に付ける。 

【知識・理解力の養成】 

１年次よりゼミナールを展開させる
ことにより、現代社会が提起する諸問
題を多角的・総合的にとらえる知識と

理解力を養成する。 

【思考・判断力の養成】 
自主的・自立的な人間として社会と

かかわり、責任ある役割を担うことが
できる力を養成するために、現場体験
学習及び協働型学習を重視する。 

【技能・表現力の養成】 
国際社会で活躍できる人材を育成す

るため、教育内容やクラス編成（レベ

ル）を見直すなど「外国語教育（英語、
中国語）」を強化するとともに異文化理
解・国際理解を目的とした、海外学術

交流協定大学等での学習プログラム
（２～３週間）「海外研修」を積極的に
促し、国内外で他者とのコミュニケー

ションを円滑に図ることができる知識
や技能を養成する。 

 

4 【大学教育の充実と整備】 

①初年次ゼミナールの取組を通じ

て、関心・意欲を喚起するととも

に、知識、理解力、思考及び判断

力を身につけた人材を育成する。 

②学生が主体的に学ぶことができ

るよう知識を単に伝達するだけ

ではなく、学生自身がその課題に

向き合う学び「アクティブラーニ

ング」を取り入れた授業の実現に

向け、ＦＤ研修会などを通じてそ

の手法や必要性を共有する機会

を設定する。 

③「英語」カリキュラム改革の成果

について検証し、必要に応じて改

善を行う。 

④授業科目「海外研修（英語圏）」

を実施する。 

⑤海外留学を促進するため、日常的

に学生が海外渡航留学に関する

相談（カウンセリング）を受け入

れる。 

⑥ＴＯＥＩＣや中国語検定ＨＳＫ

など外部検定試験の高スコア取

得者には本学の資格取得奨学金

制度により奨励し、学生の語学レ

ベルのアップを図る。 

【取組内容】 

①初年次ゼミナールにおける、学生同士のグルー

プワークや教員との対話型学習やフィールドワ

ーク等の取組をとおして、学生の関心・意欲を

喚起するとともに、知識、理解力、思考及び判

断力を養成した。 

②新型コロナウイルス感染症の影響により、急遽、

全ての科目でオンライン授業を実施することに

なったが、定期的に開催した教育実践交流広場

において、オンラインシステムの機能を活用し

た「アクティブラーニング」の実践報告がなさ

れるなど、オンライン授業のメリットが共有さ

れ、ゼミナール活動や、地域協働型教育におい

て、学生の主体的な学びが展開された。 

③「英語」カリキュラムの改革の成果について検

証する予定であったが、新型コロナウイルス感

染症の影響により、オンライン授業となったこ

とから、英語担当者会議では主に「英語」科目

におけるオンライン授業の実施方法や成果、課

題等の共有を優先し、授業内容の改善に取り組

んだ。 

④新型コロナウイルス感染症の影響により、「海外

研修（英語圏）」及び「海外研修（中国）」は休

講とした。 

⑤海外留学に関する相談（カウンセリング）及び

英会話指導は全てオンラインで実施した（相談

件数延べ 147名）。授業の海外研修が休講となり、

海外での研修機会を失ったこともあり、海外留

学希望者にはコロナ禍でも可能な「オンライン

海外留学（リモートコミュニケーション）」を体

験する機会を設けるなど、海外留学に向けた語

学力向上を促進した。 

⑥コロナ禍により資格試験の実施が一部中止され

るなど、例年より申請者が少数であったが、

TOEIC は 495 点が 1名、530 点が 1 名、700 点が

1名の成果が報告されている。また、中国語検定

HSK については、4級 5 名、3級 3 名の成果が報

告され、学生の語学レベルアップが図られた。 

b 

(1)(2) 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、海外
研修は実施できなかったが、その代替案とし
て、「オンライン海外留学」を体験する機会を
設けている。学生の満足度も高く、相談件数
147 名と学びの機会を提供している。 

・状況に対応してオンライン海外留学を実施でき
たことは、学生の感想を見ても、語学力習得以
上の価値提供となっていることが分かる。 

 

(3) 

・コロナ禍とはいえ、検定試験の受験者 10 名程
度は少ないのではないか。学生の語学力向上の
ため、より検定受験者を増やす取組が必要であ
る。 

・オンライン海外留学・英会話指導相談件数に対
する実施の割合が確認できなかったが、もし割
合が低いとすると、実施するための課題を特定
する必要がある。 

・コロナ禍にあってオンライン海外留学体験が実

施されたが、学生の語学力向上に向け、検定試

験受験者数の増加に向けた取り組みが必要で

ある。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価

区分 

１ 教育に関する目標 

（１）教育内容等に関する目標 

 ア 教育内容の改善 

   【資料番号】 

 4-1「英語」担当者会議資料  

 4-2 海外留学・海外研修を見据えた留学カウン

セリングおよび語学指導の運営について 

 4-3 海外留学相談件数 

4-4 オンライン海外留学等報告書 

4-5 語学関係資格取得奨学金申請者一覧 

 

【今後の課題・方向性】 

  外国語教育に関しては、大学教育センターに外

国語教育専門部会を設置し、「英語」カリキュラム

改革の成果について検証と今後の方向性を確認す

る。 

 

 

 

 （イ）専門教育 
地域や組織のなかで、リーダーシッ

プが発揮できる高い専門性と問題解決

能力を持った、持続可能な地域活性化
を牽引できる人材を育成するため、学
部のディプロマポリシー、カリキュラ

ムポリシーに基づいた教育目標とその
達成に取り組む。 

また、新たな領域の設置に向けて、

カリキュラムやコース編成を適宜見直
す。 

 

5 各学部が設定したディプロマポ

リシー、カリキュラムポリシーに基

づいた教育を実施するために、各教

員はシラバス作成においてそれぞ

れのポリシーに基づいた教育が展

開されるよう明記し、授業を展開す

る。 

【取組内容】                    

  各学部が設定するディプロマポリシー、カリキ

ュラムポリシーに基づいた教育を展開するため、

各教員には、担当科目のシラバスに各ポリシーと

の関係性を明記するようシラバス作成時に周知

し、各学部のポリシーと科目内容との関連付けを

徹底した。 

各学部のポリシーに基づき授業を展開し、その成

果は社会福祉学部の実習報告会や環境ツーリズム

学部のゼミナール発表会で報告された（企業情報

学部は発表資料の学内公開） 

 

【資料番号】 

 5-1 2021年度シラバス記入上の注意（シラバス 

作成要領） 

 5-2 実習報告会プログラム 

  5-3 専門ゼミ報告会(環境ツーリズム学部) 

 

【今後の課題・方向性】 

  各学部が設定したディプロマポリシー、カリキ

ュラムポリシーに基づいた教育目標とその達成に

向けた方策を行う。 

b 

(1) 

・ポリシーに基づいた授業を展開し、報告会など
を通して、目標達成を確認している。 

・シラバスの内容が、各学部のディプロマポリシ
ー、カリキュラムポリシーと関連した内容とな
っているのか、資料からは確認できない。 

 

(3) 
・学生に各学部のポリシーが伝わるよう、分かり

やすい科目内容とする必要がある。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価

区分 

１ 教育に関する目標 

（１）教育内容等に関する目標 

 ア 教育内容の改善 

 【社会福祉学部の教育目標】 

複雑化する福祉課題に対応するため
の知識と技術を身につけ、人々の福祉

の向上に寄与できる人材を育成する。 

そのために、ミクロ（個人、家族）・
メゾ（組織、施設）・マクロ（制度、政

策）レベルの専門知識及び技術力を育
成する教育を展開するとともに、福祉
課題を身近なものとしてとらえること

ができるよう、演習・実習、インター
ンシップなど、実践的な学びを重視す
る。 

また、地域の実情に応じた地域包括
ケアシステムづくりを目指し、長野県
の特性を活かした独自性のある科目を

配置し、地域福祉に貢献できる力を育
成する。 

 

6 

①社会福祉学部では 2年次から主に

展開される専門教育においてミ

クロ（個人、家族）・メゾ（組織、

施設）・マクロ（制度、政策）レ

ベルの専門知識及び技術力を身

につける科目を配置し教育を展

開する。また、これらの科目に加

え、長野県内の福祉施設・団体・

機関で実施する福祉サービスを

体験的に学ぶ「社会福祉基礎実

習」を実施する。 

②「実習」とその事前準備や振り返

りを行う「演習」、専門的知識を

修得する「講義」が連動した教育

を展開し、地域にある多様な福祉

課題への理解を深め、福祉や教育

現場で必要となる知識・技術を身

につける。 

 

【取組内容】 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、前学

期授業については、全ての授業をオンラインで開

始した。6月下旬よりゼミナールなど一部の科目に

ついては、対面授業を再開した。後学期は、演習・

実習系科目等については対面授業（約 56％）、講義

系科目はオンライン授業（約 44％）実施した。 

 このような授業運営であったが、社会福祉学部

の教育目標である専門教育においてミクロ（個人、

家族）・メゾ（組織、施設）・マクロ（制度、政策）

レベルの専門知識及び技術力を身につける科目を

配置し、教育を展開した。学びの成果は実習報告

集等にまとめた。 

 ①社会福祉学部 2 年生が受講する「社会福祉基

礎実習」について、新型コロナウイルス感染

症の影響により、全ての学生が現地に向かい

実習を行うことが出来なかったことから、担

当教員が現地に向かいリモートで実施した。 

②福祉現場や医療現場を中心とした社会福祉実

習は施設側と受入れ期間などを調整したうえ

で実施した。また演習科目について、6 月下

旬以降は対面で授業を実施し、福祉や教育現

場で必要となる知識・技術を身につけた。 

 

【資料番号】 

6-1 コロナ禍における社会福祉実習について 

6-2 実習指導内容（社会福祉基礎実習、相談援

助実習、精神保健福祉援助実習） 

6-3 実習報告書（抜粋） 

 

【今後の課題・方向性】 

 社会福祉学部の教育目標を念頭に学部教育を展

開するとともに、令和 3年度から開始される社会

福祉士養成課程の新カリキュラム、公認心理師養

成課程の心理実習を確実に実施し、教育研究活動

の充実を図る。 

b 

(1)(2) 

・新型コロナウイルス感染症の影響を受けたもの
の社会福祉基礎実習について、柔軟に対応し、
実施している。 

・実習・演習を通して、学生が福祉等で必要とな
る知識を身につけている。 

 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価

区分 

１ 教育に関する目標 

（１）教育内容等に関する目標 

 ア 教育内容の改善 

 【環境ツーリズム学部の教育目標】 

地域社会の伝統、文化、自然環境、
観光、ビジネスに関する知識を身につ
け、持続可能な地域社会の発展に寄与
できる人材を育成する。 

そのために、ゼミナール教育を基本
とし、学生の主体的な課題の設定、学
生が自ら提案するプロジェクトの実施
による実践的、創造的能力の形成、及
び、プロジェクトの実施という同じゴ
ールに向かって教員がゼミナール学生
の成長を支援する。 

ゼミナール教育を通じて、学部の専
門性である「環境」、「観光」、「地域づ
くり」を活かした研究と教育の成果を、
本学におけるゼミナール大会や研究対
象となった地域での成果報告会、千曲
川流域学会における研究報告などを通
じて、地域へ還元する。 

また、体験知と文献知を融合し得る
能力、他者とのコミュニケーションと
相互理解をとおして自己を高める能力
を醸成するため、調査・フィールドワ
ーク系科目の充実を図る。 

7 

①環境ツーリズム学部では、2 年次

から展開される専門ゼミナール

を中心に地域社会につながった

体験型の学びを展開することに

より、地域社会の伝統、文化、自

然環境、観光、ビジネスに関する

知識を身につけ、持続可能な地域

社会の発展に寄与できる人材を

育成する。 

 

②体験による知識と文献による知

識を融合し得る能力、他者とのコ

ミュニケーションと相互理解を

通して自己を高める能力を醸成

するため、専門ゼミナールに加

え、地域調査演習や観光まちづく

り演習、自然調査演習を開講す

る。 

【取組内容】  

 新型コロナウイルス感染症の影響により、前学

期授業については、全ての授業をオンラインで開

始した。6月下旬よりゼミナールなど一部の科目に

ついては、対面授業を再開した。後学期は、演習・

実習系科目等については対面授業（約 56％）、講義

系科目はオンライン授業（約 44％）実施した。 

 観光まちづくり演習においては、感染予防に十

分配慮しながら、地元観光協会、長野県観光部、

長野県観光推進機構と連携した、観光業体験型の

学びを展開し、地域社会と連携した新たな旅行商

品開発等の成果をあげた。また地域調査演習でも、

オンラインを活用した地域課題のインタビュー調

査を実施するなど、地域社会と協働して授業の工

夫を行った。 

このような授業運営により、学部の教育目標で

ある体験型の学びを通じて地域社会の伝統、文化、

自然環境、観光、ビジネスに関する知識を身につ

け、持続可能な地域社会の発展に寄与できる人材

を育成するための教育を展開した。 

 

【資料番号】 

 7-1 学生の活動報告（環境ツーリズム学部） 

 

【今後の課題・方向性】 

環境ツーリズム学部の教育目標を念頭に、単な

る知識だけでなく対応力が身につく体験型、現場

型の学部教育を展開する。 

 

b 

(1)(2) 

・観光まちづくり演習において、地域等と連携し、
体験型の学びを展開している。 

・新型コロナウイルス感染症の影響を受けながら
も、オンラインを活用するなど、柔軟な授業方
法により、教育を展開している。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価

区分 

１ 教育に関する目標 

（１）教育内容等に関する目標 

 ア 教育内容の改善 

 【企業情報学部の教育目標】 

人間・社会などに関する幅広い識見
を有し、企業や社会に関する主要な課
題を発見し、それを解決する上で必要
な、経営・情報・デザインの領域に関
する専門的・総合的な知見を身につけ
た人材を育成する。 

そのために、企業・組織や地域住民
との連携に基づく「相手を意識した学
び」を展開し、学生の意識を高め、動
機を形成する。  

具体的には、ゼミナール形式の「プ
ロジェクト研究」において、課題発見・
問題解決学習に挑戦するとともに、そ
の学びを進める上で必要とされる「経
営・情報・デザイン」などの専門学習
に努める。この過程と機会を通して、
学生は社会や企業・組織で求められる
問題解決能力とともに、職業人として
の専門基礎能力を身につけ、実社会の
様々な場面やビジネスシーンで活躍で
きる能力を身に付ける。 

8 企業情報学部では 2 年次から展

開されるゼミナール「プロジェクト

研究」を中心に実際の企業活動やテ

ーマを設定し課題を解決する「プロ

ジェクト型学習」を展開することに

より、企業や組織から必要とされる

問題解決能力やビジネスシーンに

必要な専門知識、発想力、コミュニ

ケーション力を養成する。 

【取組内容】 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、前学

期授業については、全ての授業をオンラインで開

始した。6月下旬よりゼミナールなど一部の科目に

ついては、対面授業を再開した。後学期は、演習・

実習系科目等については対面授業（約 56％）、講義

系科目はオンライン授業（約 44％）実施した。 

 このような授業運営であったが、学部の教育目

標である「プロジェクト型学習」を展開し企業や

組織から必要とされる問題解決能力やビジネスシ

ーンに必要な専門知識、発想力、コミュニケーシ

ョン力の養成に取り組んだ。プロジェクト型学習

においては、企業や経済団体との連携による商品

開発、地元企業へのヒアリング取材をもとにした

地域情報誌の制作、自治体や地域団体との連携に

よるソフトウェア開発などの取組を推進した。 

 

【資料番号】 

 8-1 学生の活動報告（企業情報学部） 

 

【今後の課題・方向性】 

 企業情報学部の教育目標を念頭に学部教育を展

開する。学生が教養および専門に関する知識を修

得するのみならず、社会において必要とされる課

題発見・問題解決能力を実際に涵養できるよう地

域社会や地域企業との連携・協働によるプロジェ

クト（問題解決活動）を拡充する。 

b 

(1)(2) 

・企業等との連携により、プロジェクト型学習を
展開し、問題解決能力や専門知識などの養成に
取り組んでいる。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価
区分 

１ 教育に関する目標 

（１）教育内容等に関する目標 

 ア 教育内容の改善 

 （ウ）地域協働型教育 
地域の人々と、教員と学生が共に地

域課題を発見し、地域が持つ「地域の
経験知」と教員が持つ「科学的知識」
に支えられ、以下の教育活動に取り組
む。 
【地域の経験知と大学の科学的知識

との結合】 
ゼミナールを中心とした少人数教育

において、地域社会をフィールドとす
る学修活動を通じて、地域で活動して
いる人々の経験知を肌で学び、それを
大学の科学的知識と結合させ、地域課
題の解決に役立つ多面的・総合的な知
識を共に創ることができる力を育成す
る。 

 

9 ゼミナール費を活用し、フィー

ルドワークやプロジェクト型学習

など各ゼミナールで展開している

活動の推進を図る。 

【取組内容】 

 フィールドワークは、新型コロナウイルス感染

症に配慮し、4月から 6月上旬まで実施を見合わせ

たが、6月末以降、活動エリアを主に県内に限定し

実施した。後学期は「新型コロナウイルス感染拡

大防止のための教育活動基準」を設け、基準に基

づく感染予防措置が講じられた場合のみ、県外実

施を認めるなど、学生の健康と安全を前提に実施

した。 

 また、オンラインによる地域協働活動（インタ

ビューの実施など）を展開し、活動の推進を図っ

た。 

 

【資料番号】 

9-1 新型コロナウイルス感染拡大防止のため 

の教育活動基準（2020.10.01版） 

9-2 地域協働活動取組状況 

9-3 地域協働活動の推進事例 

 

【今後の課題・方向性】 

 コロナ禍であっても、地域協働型教育が展開で

きる方策（感染対策）を講じ、学生の健康と安全

を前提に実施する。またオンラインでの実施など

各活動を継続しながら検討する。 

b 

(1)(2) 

・教育活動の基準を設けるなど、新型コロナウイ
ルス感染症の対策を考えたうえで、地域協働活
動を推進している。 

・活動が限定されているなかで、オンラインも併
用しながら、地域協働活動の推進を図ってい
る。 

・地域の経験知を習得しようとしている様子は分
かるが、大学の科学的知識との結合について、
どのような成果があるのか読み取れない。 

(3) 

・大学の科学的知識がどのようなことなのか明確
にされていると、大学も学生も地域の経験知と
の結合を前提とした活動になるのではないか。 

 
b 

 また、地域に定着し地域を支える若
者を育成するため、高校と大学がそれ
ぞれの教育資源を活用した教育に取り
組む。併せて、専門領域の一部におい
ては、中学校・小学校の総合学習等を
協働で実施する。 

10（項目 73、74 と同じ内容のため

記載なし）  

－ ‐ 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価

区分 

１ 教育に関する目標 

（１）教育内容等に関する目標 

 ア 教育内容の改善 

 【地域課題を発見・解決する教育】 

上田市が設置した「まちなかキャン

パスうえだ」を活用し、地域住民や企
業、行政、ＮＰＯ等と協働で地域課題
を発見し解決する教育を展開する。 

11【まちなかキャンパスでの協働の

取組】 

上田市が設置した「まちなかキャ

ンパスうえだ」を活用し、地域住民

や企業、行政、ＮＰＯ等と協働で地

域課題を発見し解決する教育を展

開する。 

 

【取組内容】  

  新型コロナウイルス感染症対策のため、一時閉

館あるいは開館時間の短縮、利用人数制限等を行

いながら、まちなかキャンパスうえだの運営を実

施した。（来訪者、利用者 1,167名【前年度 7,192

名】） 

  新型コロナウイルス感染症の影響により、まち

なかキャンパスの利用は一部のゼミ活動や学生

の主体的活動等に制限があったが、学生と地域や

行政等の関係機関を結びつけるなどの学生活動

の支援を行った。（KIBOU TERRACEや市立美術館シ

ンビズムへの支援等） 

 

  市民向け講座の開催にあたっては、対面での講

座だけでなく、ケーブルテレビの活用や、オンラ

イン形式で行うなど講座の開催方法を工夫する

ことで、市民の方に様々な機会を提供し、反響を

得ることができた（10講座開講 受講者 90名）。 

 

【資料番号】 

  11-1 まちなかキャンパスうえだ市向け民講座 

一覧 

11-2 まちなかキャンパス利用実績 

 

【今後の課題・方向性】 

  新型コロナウイルス感染症の影響により、利用

者が減少傾向にあるが、しっかりと対策を取りな

がら、地域や企業等と協働し、学生が地域活性化

に寄与できるよう、学生の主体的な活動を支援し

ていく。 

b 

(1)(2) 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、活動
が制限されるなか、学生と地域等を結び付け、
学生活動の支援を行っている。 

・ケーブルテレビなど、様々な方法で市民に向け
て情報発信に努めている。 

(3) 

・まちなかキャンパスの利用実績を見ると R2年

度で利用が落ち込んでいるが、コロナの影響が

なくなった時に増加傾向をつくれるよう努力

を望む。 

b 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容等に関する目標を達成するための措置 

イ 授業内容の改善 
 

中期目標 
各学部の教育目標を通じて、学生の学修目標の達成を支援する授業を提供するため、授業の内容や方法についてＰＤＣＡマネジメントサイクルを構築し、継続的に改善を図る。 

成績評価については、教員間の共通理解の下、到達目標や評価基準を明確にし、成績評価の厳格化を図る。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 イ 授業内容の改善 

 （ア）ＦＤ活動の促進 

ＦＤ委員会を設置し、教員の教育活

動に対する自己点検と相互研さんの場

として「教育実践交流広場」を実施す

るなどＦＤ活動を促進し、ＰＤＣＡマ

ネジメントサイクルによる授業内容改

善を図る。 

 

12 教育効果や学生の満足度を高

める授業展開の実現に向け、ＦＤ研

修会などを通じて、その手法や必要

性を共有する機会を設定し、特に学

生が主体的に学ぶことができるよ

う、アクティブラーニングなど多様

な授業方法を取り入れる。 

【取組内容】 

 令和 2 年度は教育実践交流広場を 7 回開催し延

べ 172 名の教員が参加した。うち 5 回は、オンラ

イン授業に関する内容で、システムの効果的な利

用方法や、授業運営の疑問や課題の共有、またオ

ンラインによるグループワークやアクティブラー

ニングの手法に関する実践報告を通して、オンラ

イン授業のメリットを活かした授業改善に取り組

んだ。 

 また、 令和 2年度から参加対象を拡大し、非常

勤教員（延べ 24名）も参加して、相互研鑽による

授業の質的改善に取り組んだ。 

 さらに、「学生 FD懇談会」を各学期末に開催し、

オンライン授業に関する意見要望について学生と

意見交換を行い、教育実践交流広場で共有した。 

 

【資料番号】 

  12-1 教育実践交流広場資料（1-1 再掲） 

 12-2 学生 FD懇談会記録（前期・後期）  

 

【今後の課題・方向性】 

 授業改善に向けた取組の一環として、本学にあ

る教育上の課題などをテーマに教育実践交流広場

及び FD研修会を開催する。 

b 

(1)(2) 

・学生 FD 懇談会を開催し、学生との意見交換を
行うなど、教育効果や学生の満足度を高めるた
め、授業改善に向けて、取り組んでいる。 

・専任教員や非常勤教員も含め、様々な人たちと
相互研鑽し、授業の改善に取り組んでいる。 

(3) 

・学生からの意見など、様々な意見を聞いて、改
善すべき点は改善し、より良い教育を目指した
い。 

・学生 FD 懇談会の資料では、前期学生 17 名、
後期学生 7 名の参加を確認。学生の意見が偏ら
ないよう、学年、各層の広い情報収集の必要を
望む。 

・学生 FD 懇談会では、かなり具体的な意見や要
望が学生から出ているが、これらの内容はこの
懇談会に参加していない先生方にも共有され
るべきと考える。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 イ 授業内容の改善 

 （イ）授業評価アンケートによる改善 

授業評価アンケートを年２回実施

し、アンケート結果を学生・教職員に

公開するとともに、授業内容の改善に

努める。 

 

 

13 

①学生による「授業アンケート」を

前学期、後学期の年２回行い、授

業改善策に対する効果など PDCA

サイクルが機能しているかなど

も含め、結果の分析・評価を行い、

授業内容の改善を行う。 

②「授業アンケート」の結果や報告

書に記載された課題や改善点な

どを授業改善に繋げるため、これ

までの教育実践交流広場の開催

に加えて、授業アンケート報告書

を基に各学部（専攻、コース毎）

で「授業改善検討会」を実施する

とともに、ＦＤ委員会はその結果

を報告書としてまとめ、学内に公

開する。 

 

【取組内容】 

①学生に対して「授業アンケート」を年 2 回（前

学期、後学期）実施した。令和元年度まではア

ンケート用紙を授業の最終週に配布し回収して

いたが、今年度は、当該学期の授業改善に活か

せるよう学期中に実施した。各教員は、アンケ

ート結果を「授業アンケート報告書」にまとめ、

改善点等を明確にした上で、授業内容の改善を

行った。 

また、授業科目数や受講者数の多い教員にとっ

てアンケートの実施と分析を効率的に行えるよ

う令和 2 年度後学期より Web によるアンケート

に変更した。（アンケート実施率 100%） 

 

②授業アンケートの結果や報告書を各学部の「授

業改善検討会」で確認、検討し、その結果を報

告書にまとめ学内公開するなど、改善に繋がる

流れをつくった。 

 

【資料番号】 

 13-1 授業アンケート実施結果（前学期・後学期） 

 13-2 授業アンケート項目（Web版） 

 13-3 授業アンケート報告書(様式) 

  13-4 授業改善検討会報告書 

 

【今後の課題・方向性】 

 WEB によるアンケートは回収率が低い（38.4％

【前年度 76％】）ことから、回収率向上に向けた

取組を行う。また、設問内容も適宜に見直しを行

う。 

b 

(1)(2) 

・授業アンケートの結果報告書を学内公開し、改
善に向けて、取り組んでいる。 

(3) 

・アンケート回収率が高くなるよう、改善すべき

であり、学生からの生の声であるアンケートを

どう授業の改善に役立てるかが重要である。 

・授業アンケートをもとに、どう改善されたのか、

成果が見えない。 

 

 

b 

 （ウ）成績評価システム及び履修体系

の整備 

【ＧＰＡの導入】 

成績評価の厳格化を図ることを目的

としたＧＰＡを導入する。（平成３０年

度～） 

なお、導入にあたって、学生への影

響や問題点の洗い出しなど平成２９年

度から具体的検討に着手する。 

14 中期計画達成済 

－ ‐ 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 イ 授業内容の改善 

 【履修系統図、ナンバリングの導入】 

学生が個人のレベルや専門を勘案し

て授業科目の履修を図るため、履修系

統図又はナンバリング（授業科目に適

切な番号を付し分類することで、学修

の段階や順序等を表し、教育課程の体

系性を明示する仕組み）を導入する。

（令和２年度～） 

なお、導入に向けて、平成２９年度か

ら他大学の情報を収集するとともに各
学部のカリキュラムの見直し状況、新
たな学問領域の検討経過に注視しなが

ら検討を進める。 

15 各学部のディプロマポリシー

（到達目標）と授業との関連性、履

修の順次性を明確にするために、履

修系統図を作成し、学生に開示す

る。 

【取組内容】 

 令和元年度に学部・コース毎に作成した履修系

統図を、4 月の履修ガイダンス時に学生に開示し、

（新型コロナウイルス感染症の影響により、ホー

ムページを介して開示）履修の順次性を明確に示

すとともに、体系的な履修を促した。 

 また、開示した履修系統図は、形式や見やすさ

などを検証し改善を図った。 

 

【資料番号】 

 15-1 令和 3年度 各学部・各コースの履修系統図 

（2021年度生） 

 

【今後の課題・方向性】 

 修正した履修系統図を令和 3 年度に開示し、学

生にとって理解しやすい内容になっているかなど

引き続き検証し、改善を図る。 

b 

(1)(2) 

・履修系統図を作成し、学生に開示した。 

 

(3) 

・履修系統図を学生が正しく理解し、履修・学修

における参考として利用できるよう、分かり易

さの検証には学生の意見を聞くなど、常に改善

が必要である。 

 b 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

（２）教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 
教育活動を効果的かつ効率的に推進し、教育に関する目標を達成するため、優秀な人材の確保と効果的な人員配置を行う。 

また、教育効果を高めるため、学生が意欲をもって学修に打ち込めるような環境を整備する。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（２）教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

 ア 教員の採用と評価の実施 

 （ア）教員の採用 
教員の定員は大学設置基準に基づい

て定め、各学部に年齢構成にも配慮し
ながら、適正に配置する。また、今後、
特に究めるべき学問領域には重点的な
配置も検討し、主要科目は専任教員が
担当できるように努める。 

16 学部学科再編構想による採用

計画を策定する。 

【取組内容】   

学部学科再編構想による採用計画の策定には至

らなかったが、単年度の教員人事にあたって、人

事委員会は、理事会で定めた教員人事の基本方針

に基づき、採用計画を作成し、理事会での承認を

得てから公募する形とした。これにより、単なる

欠員補充ではなく、将来構想を見据えた人事とな

るようにした。 

 

【資料番号】 

 16-1 令和 3年度教員一覧 

 16-2 人事選考結果報告書 

 16-3 教員人事の基本方針（令和２年度） 

 

【今後の課題・方向性】 

 将来構想に基づく理工系学部の設置、既存３学

部の再編案を踏まえた人事採用計画を策定す

る。 

c 

(1)(2) 

・学部学科再編構想による採用計画が策定されて

いないが、教員人事の基本方針を定め、将来構

想を見据えた人事ができる体制を整えた。 

(3) 

・早急に学部学科再編構想による教員採用計画を

策定する必要がある。 

 

c 

 教員の採用は、学長のもとに人事委
員会を設け、教育に関する目標を達成
するため、公募により優秀な人材を確
保する。公募は求める人材像を明確に
した上で、選考方針に基づいて審査を
厳正に行う。 
審査の内容は、主に教育、研究、社

会活動及び人物等について、書類審査、
面接審査に加え、模擬授業も行い教育
上の能力を評価して採用を決定する。 

17 中期計画達成済 

－ ‐ 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（２）教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

 ア 教員の採用と評価の実施 

 （イ）教員の評価  
教員評価制度を導入して、教員の意

識改革と教育研究活動の活性化を図
る。教員評価の時期は、採用時、任期
を迎える時期、昇任を迎える時期に行
う。評価の内容は、主に、教育、研究、
管理運営、社会貢献等を総合的に行う。
評価者は専門分野の近い教員によるピ
ア・レビュー（同僚評価）に加え、当
該学部長や他学部の教員も行う。 
また、教員の任期制を導入し、教員

が主体的に教育研究活動を向上させ、
教員集団の組織的協働を推進する。 
任期は原則的に５年とし、在任期間

中の業績評価に基づいて、任期の更新
やテニュア(終身雇用資格)の取得を審
査する。 

 

18 全教員対象の業績評価制度が

これまでの教員の意識及び教育研

究活動の活性化に繋がっているか

を検証し、評価の数値化を可能な領

域から進める。 

【取組内容】 

 教員業績評価の数値化とあわせて教員業績評価

システムについて検討を行い、学内関係機関と協

議したうえで、年度別業績評価制度（要綱、基準、

細則）を制定した。 

事務職員についても自己啓発（業務に必要な資

格取得）に対し、一定の補助や報奨金を支給する

などのインセンティブを働く仕組みを運用した。 

事務職員の評価制度の導入に向けて、近隣大学

や上田市からの取組状況について資料を収集し、

設置者からも他大学や上田市が実施する評価者研

修、被評価者研修への参加を検討したが、コロナ

禍で参加できず、情報収集にとどまった。 

 

【資料番号】 

18-1 公立大学法人長野大学教員年度別業績評価要綱 

18-2 公立大学法人長野大学教員年度別業績評価基準 

18-3 教員年度別業績評価に係る副学長及び学部長、 

附属機関の長の評価方法に関する細則 

18-4 公立大学法人長野大学職員研修規程 

18-5 長野大学職員自己啓発助成要綱 

 

【今後の課題・方向性】 

 全教員を対象とした年度別業績評価の新たな基

準、要綱、細則に基づき、令和 3年度から教員業

績評価を実施し、教員の意識及び教育研究活動の

活性化に繋がるか検証する。 

  教員業績評価結果により、インセンティブを付

与する仕組みを導入する。また、事務職員の評価

制度の導入に向け、評価者研修・被評価者研修等

を計画する。 

b 

(1) 

・評価の数値化も含め教員業績評価制度を制定し

た。 

・事務職員についても、インセンティブが働く仕

組みを運用されたが、職員評価制度の導入まで

には至っていない。 

(3) 

・新型コロナウイルス感染症の影響と事務職員の

評価制度の導入の遅れは関係ないのではない

か。教員評価制度とあわせて、事務職員の評価

制度の早急な策定が望まれる。 

・教員の評価制度が策定されたことは評価できる

が、R3年度からの実際の実施での成果を期待す

る。併せて、事務職の評価制度について早急の

策定を望む。 

b 

 一方、各年度の教員評価については、
各教員は毎年定期的に教育・研究・地
域貢献活動等業績を更新し、学部長が
教育歴や研究歴等を評価する。 
また、教員表彰制度を設け、教育、研
究、地域貢献などの分野で高い成果を
修めた教員に対しては、研究費の優先
配分等を行う。 

19 評価結果の教員へのフィード

バックについて、仕組みを構築す

る。 

 

【取組内容】  

 教員業績評価は、全教員を一律に評価するので

はなく、教員個々の特徴や強みにより度合いに一

定の幅を持たせることで、学部毎の特徴を持たせ

ることとした。 

業務実績評価は、4領域（教育、研究、大学運営、

社会・地域貢献）毎とし、教員の自己評価後、学

部長（所属長）の評価を受け、改善点等がある場

合は、次年度計画にフィードバックさせるなど、

PDCAサイクルが働く仕組みとした。 

さらに 4 領域の重みの幅を学部毎に学部長が定

めることで学部の特徴を出すことした 

b 

(1)(2) 

・教員評価結果をフィードバックする仕組みが構
築されている。 

(3) 

・制度を運用する中で、改善を行いながら、より
良い業績評価制度となることに期待する。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（２）教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

 ア 教員の採用と評価の実施 

   【資料番号】(項目 18再掲) 
19-1公立大学法人長野大学教員年度別業績評価要綱 

19-2公立大学法人長野大学教員年度別業績評価基準 

19-3教員年度別業績評価に係る副学長及び学部長、 

附属機関の長の評価方法に関する細則 

【今後の課題・方向性】 

各教員は、前年度の評価結果を踏まえて作成し

た次年度計画に基づき業務を遂行し、業務の達成

等について評価する体制を構築する。 

 

 

 

 （ウ）教員の資質向上  
研究面の資質向上のため、各教員は

毎年定期的に教育・研究・地域貢献活
動等業績を更新することによって、自
己評価を促進するとともに、翌年度の
研究計画を立案する。 

 

20 

①研究業績を積み上げるため、各教

員は毎年、研究計画に対する自己

評価を行い、次年度の研究計画に

反映させる。 

【取組内容】                    

 研究業績を積み上げるために、各教員が、研究

計画書の提出と報告による自己評価の結果を次年

度の研究計画に反映できるよう、研究計画書の様

式を改善し、PDCAサイクルを組み込んだ。 

【資料番号】 

  20-1 令和 2年度個人研究費の計画書提出状況 

 20-2 個人研究費研究計画書（様式） 

 

【今後の課題・方向性】 

 コロナ禍の影響により、研究計画の変更を余儀

なくされているが、オンラインなどを活用し、研

究活動の推進を図る。 

b 

(1)(2) 

・各教員から、令和 2 年度個人研究費報告及び令

和 3 年度個人研究費計画が提出されている。 

(3) 

・研究計画書をどう改善したのか、どのような

PDCAサイクルなのか、所属長等の他者による評

価がされるような仕組みはあるのか、資料から

は確認できない。 
b 

 また、「研究交流広場」を定期的に実
施し、異なる専門分野の研究者との積
極的な意見交換を促進する。 
 

21 

②研究者同士の積極的な意見交換

と情報共有による研究活動の活

性化を促進するため、定期的に研

究交流広場を開催する。また、学

内外で活躍している研究者を講

師に迎えた学内研究会を開催し、

研究者同士の積極的な交流を進

める。 

【取組内容】                    

 新型コロナウイル感染症の影響により、オンラ

イン方式による研究交流広場を４回実施し、延べ

69 人が参加した。今年度は発表テーマを広く設定

し、また開催形式をオンラインにするなどの改善

を図り、開催数、参加教員数ともに前年度から増

加した。（前年度：3回 参加者 38名） 

 また、外部講師を招き、「COVID 19 と大学生の

状態：（HSP highly sensitive person ）」をテー

マとして１回開催した。学生含め 29名の参加があ

り、研究者同士の積極的な意見交換を促進した。 

【資料番号】 

  21-1 研究交流広場開催実績 

 21-2 学内研究会の実施報告 

 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き、研究交流広場に多くの教員が参加で

きるよう内容や開催形式の見直しを図り、学内の

研究活動の活性化に取り組む。 

b 

(1)(2) 

・研究交流広場を４回実施され、参加者も昨年よ
り増加している。 

・時世に応じた研究交流広場を実施し、学生も参
加できたことは価値提供につながる。 

 

(3) 
・研究者同士の意見交換を行ったことにより、学

内の研究活動がどう活性化されたのか、成果が
得られたのか、確認できない。 

 
 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（２）教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

 ア 教員の採用と評価の実施 

 また、教育面の資質向上のため、Ｆ
Ｄ活動を充実させ、「教育実践交流広
場」を実施し、優れた教育実践につい
て教員が相互研鑽する。 

22 

③ＦＤ活動の一環として、授業改善

を主たるテーマにした教育実践

交流広場を年間２回実施（参加者

総数６０人以上を目標）する。優

れた教育実践についての共有化

や、公立化後の学生像の変化に対

し個々の教員がどのように工夫

を凝らしているかなどについて

情報交換を行うとともに、教員同

士の相互研鑽を行う。 

項目 1再掲 

 

b 

項目 1 再掲 

(1) (2) 

・教育実践交流広場や非常勤講師との懇談会が開
催され、オンライン授業の方法など、各教員間
での共有が図られ、役立っていることが分か
る。 

(3) 

・コロナ禍のなか、教育の質の担保は重要となる。
意見交換で出された課題などを改善し、引き続
き、教育の質を高めてもらいたい。 

・次年度からも、遠隔講義以外の本質的授業改善
のテーマでの教育実践交流広場が活性化する
ことを望む。 

b 

 また、授業アンケートをセメスター
※ごとに行い、結果を分析、評価する
ことによって、授業改善を行う。 
 
※セメスター制とは、４～９月の前学
期と１０月～３月の後学期の２学期
を設け、半年間の学期ごとに授業が
完結し、単位を修得する制度。 

23（項目 13 と同じ内容のため記載

なし） 

‐ ‐ 

 

 

 加えて、教員相互の授業参観や学外
への開放講義も行う。 
 

24 

④新型コロナウイルス感染症の状

況により、市民開放授業やゼミナ

ールの成果報告会等を開催する。 

【取組内容】                    

  新型コロナウイルス感染症の影響により、「ゼミ

ナール発表会」等の成果報告会は、学外者への公

開は行わず、オンライン等による学内公開に留め

て実施し、今年度の取組や成果を発表した。 

 また、授業科目の市民一般開放については、新

型コロナウイルス感染症の影響により中止とし

た。 

 

【資料番号】 

  24-1 実習報告会プログラム（5-2再掲） 

  24-2 専門ゼミ報告会(環境ツーリズム学部)

（5-3再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

  新型コロナウイルス感染症の状況を見て、市民

開放授業やゼミナール等の成果報告会の公開を検

討する。 

b 

(1)(2) 

・ゼミナール成果報告会（学内）を実施された。 

(3) 

・市民開放授業などは、通常の開催方法だけでな

く、オンラインによる開催が可能であれば、柔

軟な対応も検討してみてはどうか。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（２）教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

 イ 教育環境の整備 

 （ア）ｽﾁｭｰﾃﾞﾝﾄｱｼｽﾀﾝﾄの充実 

対話的討論や課題発見・問題解決型
学習を充実させるため、スチューデン
トアシスタント（学士課程の学生が教

育の補助を行う制度）など教育支援体
制を充実させる。 

25 昨年度見直ししたスチューデ

ントアシスタント制度（ＳＡ登録

制、ＳＡ利用申請制）を運用する。 

【取組内容】 

  スチューデントアシスタント（以下、SA）は公

募により採用者が決定していたが、急遽オンライ

ン授業の実施が決まり、担当教員とのマッチング

（SA のサポート内容の確認等）が十分出来なかっ

たため、前学期の SAは、教員推薦枠のみで運用し

た。 

 後学期は、オンライン授業における SAの業務内

容を検討し、運用方法を改善したうえで SA申請を

周知し、一部の授業で実施した。 

 

【資料番号】 

 25-1 2020年度後学期 SA申請要項（教員用） 

25-2 SA実施状況（前学期・後学期） 

 

【今後の課題・方向性】 

  対面及びオンライン授業など多様な授業運営に

対応した SA制度を整備する。 

b 

(1)(2) 

・スチューデントアシスタントを柔軟に運用して

いる。 

(3) 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、対面

授業とオンライン授業が併用されており、ＳＡ

制度もそれに合わせて、柔軟な対応できるよう

検討してもらいたい。 

・項目 12 の FD 委員会で学生から出された意見

や要望から、SA の活躍によって解消される部

分も少なくないと思われる。SA 制度の発展の

ためにも考慮に入れる価値がある。 

b 

 （イ）カリキュラムの見直し 
社会や学生のニーズに合ったカリキ

ュラムの見直しを適宜行う。そのため
に、高校訪問や高校教員説明会等で集
約した要望や意見、地元経済界、自治
体、活動団体などからの要望や意見を
参考に、検討し見直す。 

26  大学・入試説明会、業界仕事研

究セミナーなどでアンケート等と

ともに、企業や経済団体との意見交

換を実施し、これらを学生支援対策

室（大学教育センター、学生支援セ

ンター、キャリアサポートセンター

で構成される組織）で確認・共有し、

教育課程の方針や内容に反映させ

る。 

【取組内容】 

 新型コロナウイルス感染症拡大状況の中、大

学・入試説明会(上田会場 2回、近隣県 4県(上越・

高崎・富山・静岡)で各 1回、参加校計 69校)や業

界仕事研究セミナー(36 社参加)の開催規模は縮小

したが、オンライン等を利用し、可能な範囲で意

見聴取を実施した。 

大学・入試説明会で回収したアンケートでは、

教育課程の方針や内容に直接反映できる要望・意

見を得ることはできなかったが、大学・入試説明

会と業界仕事研究セミナーを継続できたことで、

次年度以降に繋げることとする。 

 

【資料番号】 

  26-1 大学・入試説明会アンケート結果（一部）         

26-2 業界・仕事研究セミナーアンケート結果 

 

【今後の課題・方向性】 

 外部団体から本学への要望や意見を把握できる

よう、具体的なアンケート内容の検討を行う。 

b 

(1)(2) 

・コロナ禍のなか、対面での意見聴取が難しいと
ころ、オンライン等を利用するなど、高校や企
業と様々な方法で意見聴取に努めている。 

(3) 
・教育課程に反映できる内容となるよう、アンケ

ートの内容を工夫すべきではないか。 
・各段階でのアンケートが収集されていることは

確認できるが、目標には「教育課程の方針や内
容に反映させる」とあり、その面での検討や、
方向性のまとめなどの記載がないため、まだま
だ不十分と思われる。 b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（２）教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

 イ 教育環境の整備 

 （ウ）キャンパスミーティングの実施 
「キャンパスミーティング」を年２回
開催して、学生の要望や意見を汲み上
げ確認し、全ての学生が学びやすい教
育環境の整備に努め、教育活動の向上
を図る。 

27 キャンパスミーティングにおい

て、学生と大学の意見交換のプロセ

スは確立しつつある。今後は、大学

の意思決定に直接かかわる関係者

にも出席してもらい、学生と教職員

の「大学共創の場」としての機能を

高める。 

【取組内容】 

  新型コロナウイルス感染症の影響により後学

期のみの実施となった。学生 9名、教職員 22名が

出席した。 

 今年度から、大学運営の責任者（正副学長、事

務局長）が出席するよう改善したことにより、学

生の要望等に対する大学上層部の理解を深めるこ

とができ「大学共創の場」としての機能を高めた。 

 学生の要望に対しては、関係部署で対応を検討

し回答した。 

 

【資料番号】 

 27-1 キャンパスミーティング要望書 

  27-2 キャンパスミーティング回答書 

 27-3 キャンパスミーティング議事録 

 

【今後の課題・方向性】 

キャンパスミーティングの実施に関する諸手続

きの手順を定める。 

 回答書の作成までの時間を要したため、より迅

速な対応を行うよう、業務改善する。 

b 

(1)(2) 

・後学期のみではあるが、キャンパスミーティン

グを開催し、学生と大学の意見交換を行った。 

・キャンパスミーティングで出された学生の要望

を大学側が対応できる範囲で対応し、機能して

いることがわかる。 

(3) 

・大学運営の責任者の方たちが出席するようにな

ったことは重要な改善点であると思う。 

・要望から回答までの時間がかかり過ぎているた

め、改善が必要である。 b 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

ア 学生生活支援 
 

中期目標 
学生の意見や要望を把握し、対策を講じることで、学生支援を推進する。 

また、充実した学生生活が送れるよう、学修活動、課外活動、健康相談等の支援体制の充実を図る。 

併せて、留年者、休・退学者及び未就職者が生じる原因の把握と対策を行い、退学者や未就職者を減らす。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

 ア 学生生活支援 

 （ア）心身の健康保持支援  

学生の心身の健康の保持を図るた

め、教職員と学生相談室（相談員配置）

及び保健室（保健師等配置）を置き、

教職員と学生相談室及び保健室、また、

医療機関と連携して学生を支援する。 

加えて、心の健康相談と早期改善に
結びつくようにキャンパスソーシャル
ワーカー（大学内で相談援助を行う者）

を配置し、メンタルヘルスを行うとと
もに、専門医の受診を紹介するなど、
学生支援体制の充実を図る。 

28 学生のメンタルを含む健康状

況の把握と心身の健康の保持、増進

のために組織的な支援体制を強化

し、相談員等の学生相談に係る教職

員の能力向上、意識啓発を主目的と

した研修会を行う。学生個々の健康

への意識向上を図るために、全学生

を対象として健康診断の受診率の

更なる向上を目指し、健診日を増加

させるなど実施態勢を充実させる。 

【取組内容】 

 保健室と相談室の連携により、コロナ禍におけ

る学生の心身の状況把握のために「身体とこころ

の健康チェック」を Webにより実施し（回答者 772

名）、メンタルに課題が見られる学生に対し、電話

連絡や学生相談室や医療機関に繋げるなど対応を

行った。 

 正規職員として主任相談員を採用し、教職員・

保健師・相談員間の連携強化を図った。学生相談

室の利用件数は 51名 328件であった。 

 教職員の意識啓発を図るため、「ハラスメント紛

争を避けるために～円滑なコミュニケーションを

目指して～」をテーマに教職員研修会を開催した。 

 健康診断の受診率については、1年生 97.4%であ

り、新入生のほぼ全員が受診した。2 年生はコロ

ナ禍に配慮して対象外としたが、インターンシッ

プや就職活動等に必要なため 3、4 年生は対象と

し、3 年生約 70％、4 年生約 80％であった。コロ

ナ禍により、健康診断が不要な学生等は受診しな

かったと思われる。 

 

【資料番号】 

28-1 身体とこころの健康チェック 

28-2 学生相談連携実績 

28-3 2020年度学生健診報告 

 

【今後の課題・方向性】 

 利用者、利用件数ともに減少したが、自死念慮

等を持つ深刻な案件の割合が増えている。学内関

係者の連携に加え、保護者の協力も得ながら支援

体制を整備する。 

b 

(1)(2) 

・学生の心身の健康の保持のため、心身のチェッ
クを実施し、悩みや課題をもつ学生の把握に努
めている。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、生活
環境が一変し、悩みをもつ学生に対して、電話
による呼びかけを行うなど、各関係機関と連携
を取りながら、学生の支援を行っている。 

(3) 

・新型コロナウイルス感染症が未だ落ち着く様子

がない状況の中、学生の心身をサポートする体

制は、今後も重要となる。些細な事でも、学生

の変化を見逃さないよう、支援体制の整備に努

めてもらいたい。 

・既に学生の支援はかなり行われているが、深刻
な案件の割合が増えていることに対して、十分
な対策を取るよう求める。 

 
a 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

 ア 学生生活支援 

 加えて、心の健康相談と早期改善に
結びつくようにキャンパスソーシャル
ワーカー（大学内で相談援助を行う者）

を配置し、メンタルヘルスを行うとと
もに、専門医の受診を紹介するなど、
学生支援体制の充実を図る。 

29  キャンパスソーシャルワーカ

ーを含む専門職の相談・支援機能の

向上を狙いとして、学生相談室相談

員、保健師との連携強化を図るとと

もに主任相談員を中心とした体制

の充実を図る。   

【取組内容】 

 学生相談室と保健室を統合的な組織とし、連携

を強化した。 

 正規職員として主任相談員を雇用し、主任相談

員を中心として教職員・保護者の連携による学生

支援を行った。 

 学生相談室で行っていた 1 年生対象の精神的な

の状況調査「呼びかけ相談」を相談室・保健室合

同の「身体とこころの健康チェック」として心身

の状況調査に改めて実施し、メンタルに問題がみ

られる学生に対しては、電話連絡による状況確認

を行うなど個別に対応し、必要に応じて学生相談

室や医療機関に繋げた。 

 

【資料番号】 

29-1 身体とこころの健康チェック（28-1再掲） 

29-2 学生相談連携実績（28-2再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

 学生相談・支援については引き続き主任相談員

を中心として学生相談室を軸とした体制を整えて

いく。また、学生の心身両面の支援という視点か

ら、相談室と保健室の連携向上に取り組む。 

b 

(1)(2) 

・学生相談室相談員と保健師が連携し、学生支援
を行っている。 

・メンタルに問題が見られる学生に対して、医療
機関に繋げるなど、重大な事故が起こる前に支
援を行っている。 

・正規職員として主任相談員を雇用したことは評

価できる。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

 ア 学生生活支援 

 （イ）学修支援 

新入生の大学への適応が円滑に進む

よう、入学前学習と入学後のオリエン

テーションの充実を図るとともに、在

学生にはアドバイザー（担任制）によ

る学修支援及び個別相談を行う体制を

整備し、学業不振による退学者の減少

に努める。 

 

30  総合型選抜（AO 入試）の入学

予定者に対して入学前学習を実施

する。また、入学者の円滑な学生生

活への導入支援を目的としたオリ

エンテーションも学生（オリエンテ

ーションリーダー）の協力を得なが

ら実施する。 

【取組内容】 

 総合型選抜合格者に対して入学前学習を実施し

た。 

 学生（オリエンテーションリーダー）を中心に

企画する新入生向けオリエンテーション企画は、

コロナ禍の状況に配慮し、各学部の計画に基づき

実施した。（社会福祉学部：動画配信、環境ツー

リズム学部：後学期対面実施、企業情報学部：前

学期オンライン実施） 

 また、全学部共通の新入生学生生活ガイダンス

は、後学期に対面で実施し、円滑な学生生活への

導入支援を図った。 

 

【資料番号】 

30-1社会福祉学部オリエンテーション企画につい    

  て 

30-2 社会福祉学部新入生へのお願い（オリターか

ら新入生への周知文） 

30-3 環境ツーリズム学部オリエンテーション企

画概要 

30-4 企業情報学部オリエンテーション企画概要

30-5 令和 2年度新入生学生生活ガイダンスプログ     

ラム(社会福祉学部) 

30-6 令和2年度新入生学生生活ガイダンスプログ 

ラム(企業情報学部・環境ツーリズム学部) 

 

【今後の課題・方向性】 

 コロナ禍の状況次第ではあるが、適切なタイミ

ングで新入生にとって有意義なオリエンテーショ

ンの実施を目指す。 

b 

(1)(2) 

・総合型選抜合格者に入学前学修を実施してい
る。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、様々
な制限があるなかで、在学生の協力のもと、
SNSの活用やオリエンテーション等を開催し、
入学者の支援を行っている。 

(3) 

・オリターの学生にきちんと報酬が支払われてい

ることは、特にコロナ禍で在学生にとって必要

な対応である。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

 ア 学生生活支援 

 加えて、専門図書の蔵書及び自主学
修スペースの整備など図書館の充実と
レファレンスサービス（利用者が求め
た情報や資料を検索・提供・回答する
業務）を行うなど学修支援の充実を図
る。 

31 図書館の更なる利便性を高め、

学生自治会等の意見を聴取するな

どし、図書（推薦図書・指定図書）

の充実とともに、レファレンスサー

ビス（学生が教育・研究・調査にお

いて必要な情報を求めた際に、職員

がそれらの検索・提供を支援）を行

うなど、学生の自主的な学修環境と

しての利用期間の整備を図る。 

【取組内容】 

  図書館の利便性を高めるため、オンライン授業

の実施により自宅等で学習する学生への情報提供

を目的として、これまで学内限定だった図書館の

データベースに学外からアクセスできるよう調整

した。後学期からは、図書館内の感染対策を講じ、

学生の自主的な学修環境を提供した。学生から要

望されていたと図書館の開館時間の延長について

は、コロナ禍の状況を踏まえ対応を見送った。 

  また、令和 2 年度後学期キャンパスミーティン

グで議題になった、サークル活動に伴う 9 号館 2

階 AVルームの開放の要望について、図書館運営委

員会及び学内関係部署で検討し、条件付きで貸し

出すこととした。 

 

【資料番号】 

31-1 キャンパスミーティング要望書（27-1再掲） 

31-2 キャンパスミーティング回答書（27-2再掲） 

31-3 キャンパスミーティング議事録（27-3再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

 キャンパスミーティング等を通して学生からの

意見を聴取しながら、図書館の利便性の向上を図

る。また AVホールの利用について、関連規程を整

備する。 

b 

(1)(2) 

・オンライン授業への対応として、自宅等で学習
する学生に図書情報を提供するなど、図書館の
利便性の充実が図られている。 

・図書館で新型コロナウイルス感染症の感染対策
を講じながら、学生の学修環境を提供してい
る。 

(3) 

・引き続き、学生達に対して、学修環境を提供し、

環境整備に努め、学生の要望があれば、可能な

範囲で対応していただきたい。 

 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

 ア 学生生活支援 

 （ウ）課外活動支援 

学生のサークル、ボランティア、委

員会、自主的な研究活動等を奨励する

とともに、強化サークルを指定し、支

援する制度の充実を図る。 

 

32 奨励金制度（夢チャレンジ制

度）を活用して学生の自主的な研究

活動やボランティア活動の奨励を

行う。申請件数の増加につながるよ

う周知期間の確保と告知活動を工

夫する。 

【取組内容】  

 夢チャレンジ制度は、コロナ禍の状況に配慮し、

実施時期等を変更して実施した（学生への周知、

申請：6 月～8 月 審査から認定：8 月～10 月）。

募集した結果、6件の応募があり、5件が採用され

た。 

 夢チャレンジャーの報告会については、オンラ

インで実施した 

 

【資料番号】 

 32-1 夢チャレンジ募集要項 

32-2 夢チャレンジ審査報告書 

32-3 夢チャレンジ成果発表通知文 

 

【今後の課題・方向性】 

 新型コロナウイルス感染症の状況に配慮しなが

ら、次年度は 4月よりスタートさせ、周知方法を

工夫しながら、申請者の増加を図る。 

b 

(1)(2) 

・学生の自主的な活動を奨励する夢チャレンジ制

度を実施した。 

 

b 

 また、学生表彰制度を設け、課外活

動等で顕著な成績成果を上げた学生、

社会に貢献した学生を表彰し、さらな

る活動の向上に努める。 

33 学生に対する表彰（課外活動表

彰制度、学長賞表彰）を活用して学

生の課外活動の奨励を行う。 

【取組内容】 

 前学期はコロナ禍による全国的な課外活動自粛

により対象者が出なかった。後学期は 12月に課外

活動表彰を実施し、アーチェリーの全国大会出場

者 1 名を表彰した。学長賞は例年通り実施し、卒

業式で表彰した。 

 

【資料番号】 

  33-1 課外活動表彰者 

  33-2 学長賞受賞者一覧 

 

【今後の課題・方向性】 

次年度も引き続き、各表彰制度を実施し、学生

の課外活動の奨励を図る。 

b 

(1)(2) 

・全国大会で優秀な成績を収めた学生や課外活動

で活躍した学生などに対して、課外活動表彰や

学長賞、学長奨励賞を授与し、学生の課外活動

の奨励を行った。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

 （エ）学生・卒業生アンケートの実施 

学生アンケートやキャンパスミーテ

ィングを実施し、学生の意見や要望・

提言を聞く体制を作るとともに、卒業

生に対し、学生生活の満足度やその修

得効果などについて意見、要望をアン

ケート調査で聴取しその結果を今後の

教育や学生支援等の改善に活かす体制

を構築する。 

34 教育内容や学生支援等の改善

に活かすため、学生アンケート（学

生生活実態調査）を実施する。 

また、学生からの意見・要望を汲

み上げる場として、キャンパスミー

ティングを実施する。キャンパスミ

ーティングについては学生と教職

員と大学管理者を含めた「大学共創

の場」としての機能を高める。 

 卒業生からの意見聴取（アンケー

ト等）を行う。卒業生アンケートは

教育環境や学生支援等の改善に向

けた検討を行い各担当へ情報共有

を図る。 

    

【取組内容】 

 学生生活実態調査は、コロナ禍に配慮し、Web

により実施した。調査の結果、コロナ禍により学

生生活（特に経済面と交友面）に影響を及ぼして

いることがデータで示され、学長学部長会議にお

いて、正副学長、学部長等で共有した。 

 キャンパスミーティングは後学期に実施した。

今年度から、大学運営の責任者（正副学長、事務

局長）が出席するよう改善し、「大学共創の場」と

しての機能を高めた。 

 卒業生アンケートを実施し、卒業が決定した 4

年生から意見を聴取した。大学生活に全般に対す

る満足度は高かったが、正課教育に対する満足度

は、学部によって異なる傾向であった。 

 

【資料番号】 

   34-1 学生生活実態調査レポート 

 

【今後の課題・方向性】 

 学生生活実態調査は Webで実施したが、これま

での直接配布・回収の方法と比較し、回収率が低

い結果となった。次回は 2年後の実施となるため、

回収率の向上に向けた実施方法を検討する。 

b 

(1)(2) 

・学生生活実態調査が実施され、学内に共有され
ている。 

・学生生活実態調査は、学生生活の状況がよくわ

かる貴重な資料で、学生の経済面や交友面が、

新型コロナウイルス感染症によって、どう影響

しているのか、データで示されている。学生支

援や学生の満足度向上にも活用できるデータ

であり、今後の活用が重要である。 

(3) 
・卒業生アンケートの内容は、資料から確認がで

きず、アンケートの傾向はわからないが、学生
支援等の改善するための重要な資料となり得
る調査のため、継続的に調査をすべきである。 

b 

 (オ)学生への情報伝達体制の整備・構

築 
安全で快適な学生生活を送ることが

できるよう、休講情報、災害情報、気
候情報、防犯情報、その他緊急を要す
る情報など長野大学専用のポータルサ
イトを活用して、迅速に情報を伝達す
る。 

35 防災訓練等緊急時を想定した

状況下において、ポータルサイトや

ホームページの効果的な利用方法

を検討し更に強化する。 

長野大学大地震対応マニュアル

（ポケット版）を令和元（2019）年

東日本台風の被災経験を生かして

「災害対応マニュアル」に改定して

作成・配布し、防災に対する啓発を

行う。 

 新型コロナウイルス感染症につ

いて、感染予防などの感染対策を徹

底する。 

 

【取組内容】 

災害対応マニュアルを作成し、新入生に配布し

た。 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う学

生への緊急時の情報伝達方法について検討し、保

護者や社会への情報発信、学生の利便性（スマホ

からのアクセス）の視点で、必要な情報はホーム

ページに集約することを基本とし、さらに、学生

への情報提供については、ポータルで補完するこ

ととした。 

 新型コロナウイルス感染症の感染予防などにつ

いて、学生にポータルやホームページで周知し、

感染対策を徹底した。 

 

【資料番号】 

35-1 災害対応マニュアル 

35-2 新型コロナウイルスに関して学生への連絡 

 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き、感染予防について学生に周知すると

ともに、必要な情報は随時ホームページ等で発信

する。 

b 

(1)(2) 

・災害対応マニュアルを作成し、新入生に配布す
るなど、防災に対する啓発を行っている。 

・新型コロナウイルス感染症の感染予防につい
て、学生に周知している。 

(3) 

・新型コロナウイルス感染症や災害の情報伝達

は、命に係わる重要なものとなる。引き続き、

非常時の情報伝達体制を日頃から整備して、学

生に必要な情報を提供してもらいたい。 

・周知だけではなく、実際に整備した情報伝達体

制が機能するかどうか本番以外で検証する機

会が必要ではないか。 
b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 ア 学生生活支援 

 （カ）学生支援の充実による退学率の
減少：上記の教育及び学生支援の（１）
から（３）の目標を踏まえた計画 
 
学生の退学の主な理由は、「就学意欲

を見出せないことによる学業不振」、
「メンタル上の課題」、「経済的事由」
などとなっている。退学率の減少にか
かる基本的な対策としては、 
１）学生の授業への出席状況及び単位

修得状況の把握と面談支援、 
２）学生のメンタルを含む健康状況の

把握と相談支援、 
３）学生の生活や経済状況の把握と経

済支援制度の拡充、などを図る。 
 

36 各学部において学生支援検討会

を定期的に開催し、学生の単位修得

状況、出席状況及び動向を把握する

とともに、それぞれの学生の状況に

応じた学習・生活支援する。 

特に、新入生の情報収集について

は相談室の体制強化を行い、成績発

表や長期休業前後など、その時々に

応じた組織的な支援を提供するこ

とで、より丁寧な学生対応を行う。 

心身両面の健康支援のため、学生

相談室、保健師の連携を強化する。   

【取組内容】  

 成績に一定の問題がある学生の成績情報を各学

部の学生支援検討会に開示した。開示した情報に

より、教員間の情報共有及び学生指導を行った。 

 相談室に主任相談員を配置し、相談室の体制強

化を図るとともに、保健室との組織的な連携体制

を整備し、学生の支援に取り組んだ。 

 また、新入生については学生相談室と保健室が

協働で「身体とこころの健康チェック」を実施し

心身の問題把握に努めた。 

【資料番号】 

  36-1  学生支援センター運営委員会議事録（抜粋） 

 36-2 身体とこころの健康チェック（28-1再掲） 

【今後の課題・方向性】 

 「身体とこころの健康チェック」は初めての試

みであったが、有意な情報が得られたため、継続

して実施する。実施の際は、回収率の向上に取り

組む。 

b 

(1)(2) 

・学生の単位修得状況を把握し、教員間での情報
共有、学生指導が行われている。 

・新入生についても、学生相談室等で心身の問題
把握に努めている。 

 

b 

 特に、「就学意欲を見出せないことに
よる学業不振」への対策としては、学
生が目標をもちながら計画的に学習で
きる制度や仕組みについて検討すると
ともに、学生がこれまでの自分につい
て振り返り、大学の学びや将来の進路
の方向性を主体的に考えられるような
機会について検討する。 

 
学生の計画的学習のために、 

Ａ）授業における予習・復習の重視と
単位の実質化、 

Ｂ）履修制限単位数の設定、 
Ｃ）未修得単位の追加履修（各学期の
未修得の一定単位分を次期において
履修可能にする）、 

Ｄ）アドバイザー教員による学生の出
席・単位修得状況の把握と、出席不
良・単位未修得学生の学習支援など
を行う。 

37【学生の計画的学習】 

①令和元(2019)年度より運用を開

始したＧＰＡ制度を活用し、その

値（学期末において当該年度のＧ

ＰＡが１.５未満でかつ累計ＧＰ

Ａが１.５未満）の学生に対しア

ドバイザーによる学生指導を行

う。 

②授業における予習・復習の必要性

については、シラバスに明記する

とともに、授業時に提示するレポ

ート課題等を通じて実施する。 

履修制限単位数の設定（ＣＡＰ

制）を設定し、計画的な履修・修

得を促す。 

③各学期で単位修得できなかった

単位があった場合、一定の範囲（4

単位以内）で次学期に履修制限単

位数を超えて履修登録（追加）が

行えるように対応する。計画的な

履修・修得を促す。 

   

【取組内容】 

①成績に一定の問題がある学生の成績情報を各学

部の学生支援検討会に開示した。開示した情報

により、教員間の情報共有、学生指導を行った。 

②履修登録にあたっては、履修制限単位数（半期：

1 年次 21 単位、2・3年次 20単位、4 年次 30 単

位）を設定し、計画的な履修・単位修得を促し

た。 

③平成 30年度生以前に入学した学生については、

各学期で単位修得できなかった単位があった場

合、一定の範囲（4単位以内）で次学期に履修制

限単位数を超えて履修登録（追加）が行えるよ

うに対応した。また、令和元年度以降に入学し

た学生は、GPAに応じた履修上限単位数を設定し

GPAが 2.0未満の学生は追加履修を認めず、計画

的な履修・修得を促した。 

【資料番号】 

 37-1 未修得単位の追加履修について（学修ガイ

ド抜粋） 

37-2 GPA に応じた履修上限単位数(キャップ制)

の設定（学修ガイド抜粋） 

37-3 在学生履修ガイダンス資料  

 

【今後の課題・方向性】 

 GPA制度を用いた履修指導や学生指導を行う。 

b 

(1)(2) 

・学生に対して、計画的な履修修得を促している。 

・学生が計画的に履修修得しているかをチェック
するとともに、学生支援検討会などで、計画的
な履修修得ができない学生を教員間で情報共
有し、学生指導に繋げている。 

 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 ア 学生生活支援 

 また、学生の主体的学習のために、 
Ａ）これまでの自分の生き方について
対話の中で振り返り、これからどの
ように生きていくのか（ないし仕事
をしていくのか）を協働で考える「全
学共通ゼミナール（初年次ゼミナー
ル）」、 

Ｂ）協働作業や対話の中から多面的な
視点で物事を考え、今後の方向性や
自らの仕事のありようについて考え
る「ゼミナール、実習・ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ」、 

Ｃ）地域（社会、企業・組織）の現状
を捉えて、地域をこのようにしたい
ということについて、地域住民、地
域企業・組織と学生とが協働で考え
る「プロジェクト」などを推進する。 

38【主体的な学習の実施】 

①「修学意欲を見出せないことによ

る学業不振」の学生には、主体

的・能動的な学びに馴染めない学

生が一定数いることから、全ての

学部において初年次ゼミナール

を必修科目として設定し、地域課

題など答えのない問題や課題に

対し、教員または学生同士で共に

議論「対話的討論」を行うことに

より、主体的・能動的な学びを体

得できる教育を展開する。 

②学生が主体的・能動的に学び進め

ていくために、アクティブラーニ

ングを取り入れた授業の展開や

各ゼミナールでのプロジェクト、

今後の方向性や自らの仕事のあ

りようについて考える実習やイ

ンターンシップを実施する。 

 

【取組内容】 

①主体的・能動的な学びとして、初年次ゼミナー

ルを必修科目として設定した。今年度は、新型

コロナウイルス感染症の影響により、4月から 6

月下旬までオンラインで実施し、以降、感染状

況及び受講生の状況を確認しながら対面授業を

実施した。初年次ゼミナールの開講形態は例年

どおりではなかったが、担当教員が工夫しなが

ら主体的・能動的な学びを体得できるよう努め

た。 

②今年度の授業はオンライン中心の運営となった

が、オンラインシステムでもアクティブラーニ

ングが実践できるよう、教育実践交流広場でそ

の手法や技術的なフォローを行った。また、イ

ンターンシップは休講としたが、福祉実習は受

け入れ施設と調整（受け入れ人数を分散）を行

い実施した。 

 

【資料番号】 

38-1 2020 年度前学期授業の実施・運営について

（学生周知用）(2-1再掲) 

38-2 新型コロナウイルス拡大に伴う 2020 年度

授業の運営について(専任教員周知用)（2-2

再掲） 

38-3 コロナ禍における社会福祉実習について 

（6-1再掲） 

38-4 実習指導内容（6-2再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

   初年次ゼミナールをはじめ初年次教育は可能

な限り対面で実施し、主体的・能動的な学びを体

得させ修学意欲を喚起する。 

b 

(1)(2) 

・初年次ゼミナールを必修科目と設定し、新型コ
ロナウイルス感染症の影響があったものの、対
面授業を実施している。 

・仕事のありようについて考える福祉実習を実施
した。 

(3) 
・初年次ゼミナールが学生の主体的・能動的な学

びの体得するための支援となっているのか。 

b 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

イ 経済的支援 
 

中期目標 経済的に困窮している学生に対する支援や、学生の学修意欲を喚起するための経済的支援を行う。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 イ 経済的支援 

学生の学修意欲を喚起するため、特

待生制度の充実を図るとともに、罹

災・災害等にみまわれた学生や生活に

困窮した学生への経済支援制度・奨学

金の充実を図り、経済的理由による退

学者の減少に努める。 

そのため、他の公立大学の取り組み
状況を調査検討し、合わせて学生の経

済状況の把握に努め、経済支援制度・
奨学金を開学後早期に確立する。 

39 「高等教育の修学支援新制度」

について、学生に漏れなく周知を図

るとともに、確実に申し込めるよう

に支援を行う。また、意欲の高い学

生の活動支援の充実については、こ

れまでどおり特待生制度を実施す

る。 

【取組内容】                    

「高等教育の修学支援新制度」が開始され、対象

学生 152 名に対し授業料減免を実施した。また、

制度の概要等の周知を積極的に行い、学納金納付

書送付時に案内を同封したほか、ポータルサイト

で周知し学生に確実な申請を促した。 

 特待生制度については継続して実施し、全学部

61 名の応募の中から 12 名を特待生として採用し

た、（社会福祉学部 6名、環境ツーリズム・企業情

報学部各 3名） 

新型コロナウイルス感染症の影響により、学
修・生活環境の変化が家計に深刻な影響をおよぼ
している状況に鑑み、本学独自の支援策として、

学生の経済的負担を軽減（学生納付金６万円減免）
し、修学の継続を支援した。（総事業費：85,620千
円）（上田市から 2/3補助有） 

 

【資料番号】 

  39-1 高等教育の修学支援新制度お知らせ（納

付書同封の文） 

39-2 令和 2年度給付奨学金【予約採用】説明会 

39-3 令和 2年度給付奨学金【在学採用】説明会 

39-4 高等教育の修学支援新制度 2 次採用案内文 

 39-5 公立大学法人長野大学令和 2 学生納付金

減免事業に関する要綱 

 39-6 公立大学法人長野大学令和２年度学生納

付金減免事業確定通知書 

 

【今後の課題・方向性】 

 修学支援新制度については、在学生の 10.5％が

採用されており学生にとって重要な制度のため、

今後も漏れのないよう支援を行う。 

 

a 

(1)(2) 

・新型コロナウイルス感染症の影響の中で、経済

的な支援を求める学生に対して、高等教育修学

支援新制度をはじめ、特待生制度や大学独自の

経済支援策を実施するなど、経済的な理由によ

る退学者が減少するよう努めている。 

(3) 

・経済的な支援が必要な学生の把握に努め、継続

的な支援を行い、退学者の減少につながるよう

取り組んでほしい。 

a 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

ウ 障がいのある学生支援 
 

中期目標 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律に基づき適切な対応をとり、障がいのある学生などに対する支援を行う。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 ウ 障がいのある学生支援 

 障がいのある学生に対するノートテ

イク等による情報保障に加え、障害を

理由とする差別の解消の推進に関する

法律に基づき適切な運用を行う。 

 

40 障害を理由とする差別の解消

の推進に関する法律で定められて

いる合理的配慮や、障がいのある学

生の多様なニーズに対応できるよ

う教職員への研修等を実施し、支援

体制の更なる充実を図る。 

【取組内容】                     

障がいのある新入生 7 名に対し「障がいのある

新入生ガイダンス」を実施し、必要な支援をした。 

 聴覚障がいのある学生への情報保障の充実を図

るため UD トーク・支援者養成講座を開催し 12 名

が参加した。 

  

【資料番号】 

  40-1 R2障害のある新入生ガイダンス資料 

    

【今後の課題・方向性】 

  聴覚障がいのある学生への支援としてアプリを

活用した支援に力を入れているが、今後も継続し

て取り組んでいく。 

a 

(1)(2) 

・障がいのある学生に対して、ガイダンスを実施

し、支援している。ただ、a 評価となるような、

特筆すべき活動は資料からは確認できない。 

・聴覚障がいの学生にも支援を行えるよう、支援

体制の充実を図っている。 

 

b 

 また、「障がいのある学生との懇談

会」を年２回開催し、そこで出された

支援内容や施設設備（バリアフリー）

に対しての意見や要望を吸いあげ、学

生支援体制の充実を図る。 

41「障がいのある学生との懇談会」

は聴覚障がいのある学生が多い現

状を踏まえ、適切な形で実施する。 

【取組内容】                    

  聴覚障がい学生とノートテイカーとの懇談会を

実施し、コロナ禍により今年度から支援の中心と

なった遠隔ノートテイクについて、技術交流や意

見交換を行い、課題の共有や連携強化を図った。

（12 月 10 日）。聴覚障がい学生 2 名、テイカー4

名、教職員 7 名の参加を得た。また、聴覚障がい

学生と教職員を対象とし、卒業後の社会生活や仕

事における支援体制等の実際に関する講演会を開

催し（2月 10 日）、学生 5名、教職員 12 名の参加

があった。 

 

【資料番号】 

  41-1 ノートテイク WS・懇談会 開催結果 

 41-2 障がいのある学生との懇談会（記録） 

 

【今後の課題・方向性】 

  聴覚障がいのある学生への支援の機会が多いた

め、より良い支援のためにも支援者と被支援者の

意見交換は重要であり、引き続き障害のある学生

との懇談会は定期的に行っていく。 

a 

(1)(2) 

・障がいのある学生との懇談により、支援を受け

る学生の声を直接聞くことや、支援する学生同

士が交流することで、支援体制の強化が図られ

ている。 

・聴覚障がいのある社会人の講演会を開催し、聴

覚障がいの現状と支援に対する理解を深めて

いる。 

 

(3) 

・懇談会で出された課題に対して、解決方法を検

討するなど、引き続き、障がいのある学生への

支援を行う必要がある。もっと多くの教職員が

障がいに対し、意識してもらいたい。 

b 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

エ 就職支援 
 

中期目標 
インターンシップや実習等の強化、拡充を図るとともに、卒業生の就職後のフォローを行うなど、企業・組織との連携強化により就職先を拡大させ、就職決定率及び地域内就職率（上田地

域定住自立圏域内就職率）を向上させる。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 エ 就職支援 

 （ア）就職指導体制の整備 

 大学卒業後の就職・進学の方向性を
自覚的・主体的に考えられるよう、ま
た、卒業生に対する就職者・進学者の

割合を高めるよう、さらに、地域内就
職者の割合を高めるよう、これまで展
開してきた特別コース※を推進してい

くとともに、低学年からのキャリア教
育の強化や、個々の学生の資質、希望
を的確に把握し、指導する体系的な体

制を整備する。 

 

42  学生が低学年のうちから、自身

の将来を意識し、方針を定め、その

方針に向けた具体的な準備や取組

ができるよう就職活動指導を行う。

また、これらの推進にかかる諸事業

（インターンシップ等の職業観養

成科目、試験対策等の講座、ガイダ

ンスやセミナー等の就職支援イベ

ント）の内容的な拡充を図る。 

【取組内容】 

 各学年でのキャリアガイダンス、3年生を対象に

した就活ゼミナール、公務員希望者向け合格者報

告会、大学院進学希望者向け大学院合格者報告会

などを実施した。キャリアガイダンスは、オンラ

インで実施し、コロナ禍による社会の変化をタイ

ムリーに取り上げながら、これからの学生生活や

今後の生き方を問いかける内容とした。 

 公務員採用試験および教員採用試験にかかる講

座を実施した。            

 資格取得講座について、例年受講希望者が定員

に達しない講座の取り扱いについて検討し、令和

3 年度より専門業者と連携した Web 講座に切り替

えることとした。 

 

【資料番号】 

  42-1 キャリアガイダンス資料（抜粋） 

42-2 キャリアガイダンスの感想 

 42-3 2020年度公務員講座時間割および人数 

 42-4 キャリア資格講座と特別コース・プログ

ラムの対応について 

 

【今後の課題・方向性】 

 諸事業の内容が、基礎知識・能力の涵養に適う

科目・講座になっているのかを確認・点検すると

ともに、必要に応じて内容の見直しを行う。 

a 

(1)(2) 

・3 年生を対象にしたキャリアガイダンスについ

て、学生アンケートから参考なったと声が多く

あり、有意義なガイダンスだったことがわか

る。 

・就活した先輩の体験談を聞ける機会を設けるな

ど、学生が就職活動に意識を持てるよう、指導

を行っている。 

(3) 

・アンケートからも就職活動に対する不安をもつ

学生が多くいることがよくわかる。学生の不安

を解消するため、ガイダンス等の支援内容を充

実させて、学生の就職への支援につなげてほし

い。 a 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 エ 就職支援 

 具体的には、 

１）低学年からの企業・組織・地域社
会の課題発見・問題解決型のゼミナ

ールやプロジェクトの推進、 

 

43  企業、自治体、団体、住民と連

携した課題解決型のプロジェクト

を継続するとともに、各教員の取組

の推進を図る。 

【取組内容】 

 各学部のゼミナールやプロジェクト研究におい

て、課題解決型プロジェクトを推進した。具体的

には、「上田で働く人を通して上田の魅力を探究す

る」をコンセプトとしたタウン誌『てくてくうえ

だ』の発行や、伝統野菜山口大根の伝統的な漬物

の食育による継承と商品化、上田高砂殿との協働

による挙式事業の開発、上田市在住の小規模校に

通う小学生の余暇活動の支援、社会福祉士基礎研

修（卒業生等、社会福祉士取得者のための研修）

等、67件の取組があった。 

【資料番号】 

 43-1  地域協働活動取組状況(9-2再掲) 

 43-2  地域協働活動の推進事例(9-3再掲) 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き地域協働型教育の拡充を図る。また、

地域協働型教育のグッドプラクティスの確認や、各

教員の取組を検証する。 

a 

(1)(2) 

・各学部で地域や企業と協働して、多くの課題発

見・問題解決型プロジェクトを推進している。 

(3) 

・課題解決型プロジェクトが、学生の就職に結び

つくよう、各取組を検証し、より良いプロジェ

クトとしてもらいたい。 

a 

 ２）学生の職業観を低学年から段階的
に養成するキャリア教育（職業観養

成科目）及びキャリアディベロップ
メントプログラム（採用試験・検定
試験対策講座）の整備、 

 

44【キャリアガイダンス及び資格取

得講座等の実施】 

①職業観養成科目「キャリアデザイ

ン論」や 1・2 年生を対象にした

キャリアガイダンスを実施し、学

生の職業観の醸成を図る。 

②特別コースの講座内容を対象学

生に合わせ、より充実させるよう

見直していく。 

③資格・検定の取得や採用試験の合

格に向けたキャリアデベロップ

メントプログラムについては、学

生のニーズを確認し、必要に応じ

て内容の見直しを図る。 

【取組内容】   

 職業観養成科目の「福祉の仕事」や「キャリア

デザイン論」の授業にキャリアサポート担当の職

員が参加し、授業と連携しながら学生の職業観の

醸成を図った。1年生、2年生を対象としたキャリ

アガイダンスでは、コロナ禍で就職活動を行った 4

年生の体験を聞き、変化する社会と自分の将来に

ついて考える契機とした。 

資格取得講座について、例年受講希望者が定員に

達しない講座の取り扱い等について検討し、令和 3

年度より専門業者と連携した Web 講座に切り替え

ることとした。 

公務員対策講座、教員採用試験対策講座を実施し

た。 

（受講者数） 

公務員 1年生:57名、2年生:57名、3年生:79名、 

4年生:22名 

 教員採用 7名 

【資料番号】 

 44-1 キャリアデザイン論（説明資料） 

44-2 キャリアデザイン論（学生の感想） 

44-3 1、２年生キャリアガイダンス資料（抜粋） 

  44-4 1、２年生キャリアガイダンス感想 

 44-5 公務員 2020年度 公務員講座時間割 

および人数（42-3再掲） 

 44-6 キャリア資格講座と特別コース・プログ

ラムの対応について（42-4再掲） 

b 

(1)(2) 

・就職活動は何を行えば良いのかわからないなど
就職に対する漠然とした不安を持つ学生が、キ
ャリアデザイン論などの職業観養成科目を受
講し、自分の将来や就職に対して、前向きにな
っていることがアンケートから確認できる。 

 

b 
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 中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 エ 就職支援 

   【今後の課題・方向性】 

 学生が将来に向けてどのような準備が必要とな

るのかを理解し行動できるように、継続して講座

内容の点検と見直しを行う。 
 

 

 

 ３）学部の特性を踏まえたインターン
シップ先（実習先）の開拓と実習内
容の拡充、 

 

45【インターンシップの充実 】 

①実習を通じて働く意味を考え、職

業選択に役立てるといった本来

のインターンシップの目標が達

成できるよう企業との連携を深

める。 

②インターンシップ協定先の件数

を、現在の 7件から 3件増やし 10

件にする。 

③関係団体と連携し、授業のインタ

ーンシップとは別に、低学年から

上田地域定住自立圏域のインタ

ーンシップの受け入れ先を確保

する。 

④海外インターンシップガイダン

スを開催し、海外での就労体験の

機会を提供する。(長野県海外イ

ンターンシップ制度の活用) 

 

【取組内容】 

 令和 2 年度の正課のインターンシップの授業に

ついては、新型コロナウイルス感染症の影響で受

け入れ企業がなく、休講とした。 

 企業・団体等とのインターンシップ協定を 3 件

締結し、企業・団体等との連携を深め、安定的な

受入先の拡充、強化を図った。(協定先：JA 信州

うえだ、アルカディア、ながの東急百貨店） 

 地元企業への理解を深めるため、地元企業のイ

ンターンシップ説明会を計画したが、コロナ禍の

影響により、残念ながら中止とした。 

 長野県主催の海外インターンシップに参加した

学生によるオンライン報告会を初めて開催し、経

験の共有と制度の周知を図った。（参加者 7名） 

 

【資料番号】 

  45-1 インターンシップ協定締結企業一覧 

45-2  海外インターンシップ報告会資料 

 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き、インターンシップが可能な地元企業

の受入先を確保するため、協定締結に向けて取り

組む。コロナ禍にあっても就業体験ができる方法

を検討する。 

b 

(1)(2) 

・インターンシップの授業が休講となったが、海

外インターンシップに参加した学生の報告会

を開催するなど、工夫しながら、取り組んでい

る。 

・インターンシップ協定を締結し、企業との連携

を拡充した。 

(3) 

・インターンシップ協定先企業数が 10 社だが、

学生数と比較したときに充分とは言えない。 

・インターンシップの必要性や利点を企業・学生

の双方にアピールできるよう、位置づけを再検

討し、制度がさらに充実されることを期待す

る。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 エ 就職支援 

 ４）学生が進路に向けた活動時に就職
活動に注力できるような学生の履修
支援体制の整備、 

 

46【履修支援の整備】 

①学生が自身の成績を把握し、将来

を意識して、目標を持って学びや

生活ができるようにするために

ＧＰＡ制度を活用し、ガイダンス

や個別面談での学生へ意識づけ

を行う。  

②3 年生の初回面談の際に、単位修

得状況を確認し、必要に応じて教

育支援に繋ぎ、個別の履修支援を

行う。 

③ゼミ担当教員やアドバイザーと

情報を共有し、学生が相談しやす

い環境を整える。 

【取組内容】 

①学生の就職や大学院進学への推薦基準として

GPA数値を活用していることが、学生に浸透して

きたことから、引き続きガイダンスや個別面談

で、学生が就職活動に注力できるよう GPA 制度

の意識づけを行った。結果として、推薦枠のあ

る大学院や企業に対し、GPA数値の基準を満たし

た学生を推薦した。 

②面談等の就職支援の際には、学生の単位修得状

況を確認し、必要に応じて教育支援や教員に繋

ぎ情報を共有するなど、連携した履修支援等に

取り組んだ。 

 

【資料番号】 

  46-1 GPA 活用資料（上越教育大大学院・日置電

機への学内推薦） 

 

【今後の課題・方向性】 

 学生がそれぞれの授業の意味を考えつつ、将来

に向けて目標をもちながら段階的に知識・能力・

態度の涵養を実際に図ることができるような履修

支援の体制及び方策を、大学教育センターと共に

考える。 

b 

(1)(2) 

・学生の単位修得状況を確認し、必要に応じて、
支援を行っている。 

・大学院や企業への推薦に、GPA 制度を活用し
ている。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 エ 就職支援 

 ５）学生が進路を選択・開拓する上で

有用な就職活動ガイダンス・就職活
動ゼミナール（採用担当者・実務家
の招聘による職業観の養成、業界・

企業・事業・仕事の理解、コミュニ
ケーション能力やマナーの涵養、自
己紹介書の作成支援、面談練習支援）

の実施、 

 

47【きめ細かな就職支援の実施】 

①低学年から学生が目標をもって

学びや生活ができるようキャリ

アガイダンスをはじめとした就

職活動支援を行う。ガイダンス内

容は大学への学びを意識した学

生生活の重要性を意識した内容

にする。 

②学生が苦手とするマナー等につ

いては、丁寧に支援を行う。 

③ガイダンス、就活ゼミナールにお

いては、就職活動に関する知識や

技能に偏ることなく、学生が自身

の生き方を考え、目標を持ちなが

ら就職活動を進めることができ

るように支援する。 

④身近な卒業生や採用担当者を招

聘する機会を設ける。 

 

【取組内容】 

 4月の緊急事態宣言後、オンラインによる相談や

面接練習ができるよう速やかに体制を整えた。ま

た、学生の状況を確認するために一人ひとりに電

話で連絡を取り活動を支援した。 

  低学年対象のキャリアガイダンスでは、目的を

持って学生生活を過ごした 4年生の話を聞く機会

を設定した。1,2年生からは「大変参考になった」

「参考になった」という意見が大半を占めた。 

   オンライン用と対面用のマナー講座を開催し

た。100名近い学生が参加し、高評価を得た。 

   キャリアガイダンス、就活ゼミナールにおいて

は、就職活動に関する知識や技能に偏ることな

く、学生が自身の生き方を考え、目標を持ちなが

ら就職活動を進めることができるように、身近な

卒業生の話を聞く機会を設けた。 

   女子学生の割合が増えたため、今年度から女子

学生を対象とした「女子学生の就活の注意点」を

就活ゼミに追加し実施した。 

 

【資料番号】 

 47-1 1,2年生キャリアガイダンス資料（44-3 再掲） 

47-2 1,2年生キャリアガイダンス感想（44-4 再掲） 

47-3 就活ゼミ資料 

 

【今後の課題・方向性】 

  学生が進路選択するうえで有用な情報の提供・

確認ができるよう、引き続き、ガイダンス内容を

見直していく。また、対面、オンラインのそれぞ

れの良い面を活かしながら実施する。 

a 

(1)(2) 

・1 年生、2 年生に対して、キャリアガイダンス
を通じて、自分の将来のために、目的を持って
学生生活を行う重要性を意識づけしている。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、面接
の形態がオンラインとなるなど、就職活動の内
容が変わっていることに対して、マナー講座を
開くなど、様々な環境に合わせて柔軟に対応し
ている。 

・就活ゼミでは、オンラインや対面を併用し、女
子学生のための授業も追加するなど、柔軟な支
援体制をとっている。 

(2) 

・就職活動中の学生の状況を確認するために、一

人ひとりに電話にて連絡フォローするなど、き

め細かな対応であると評価できる。 

a 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 エ 就職支援 

 ６）上田地域定住自立圏域をはじめと
する県内の企業・組織を招聘した合
同企業説明会（業界・仕事研究セミ

ナー）及び個別企業説明会の実施、 

 

48【企業説明会等の開催】   

①業界・仕事研究セミナー、個別企

業説明会を実施する。業界・仕事

研究セミナーの実施にあたって

は、学生が広く業界・企業・事業・

仕事などを理解することや、各学

部の学びを重視した内容や構成

に努める。県外出身の学生が増加

したことを受けて、業界・仕事研

究セミナーの開催方法や内容は

必要に応じて見直す。個別企業説

明会においては、県内及び上田地

域定住自立圏域内企業、組織に参

加いただき、学生に魅力を伝える

とともに、上田地域定住自立圏域

内の商工・経済団体等との連携に

より、学生の地元企業見学会等を

推進し、学生の地元企業への認知

度向上を図る。 

②上田信用金庫と連携し、地元企業

の説明会等を開催し、学生が地元

企業を知る機会を増やす。 

 

【取組内容】  

・3年生を対象に、学生が広く業界、企業、事業、

仕事などを理解することに重きを置いた業界・仕

事研究セミナーを開催した。新型コロナウイルス

感染症の影響により、対面からオンラインでの開

催となり、上田地域定住自立圏内の企業の割合は

30.6％(令和元年度 43.3％）とこれまでの割合を

下回ったが、参加企業はすべて、意識的に県内に

関係のある企業とした。 

・長野県中小企業団体中央会と連携し、「地元企業

の会社説明会」を開催し、約 30 名の 4 年生が参

加した。 

・4 年生を対象とした学内単独企業説明会を企画

し、55社の企業から参加の申出があり、学生が希

望する企業（26社）について、説明会を実施した。

その他に学生が希望する 14 社については、直接

企業に連絡を取るなど、個別に対応して、就職支

援を行った。 

・地元企業の見学会、上田信用金庫との連携事業

は中止した。 

 

【資料番号】 

  48-1「オンライン業界・仕事研究セミナー」の

開催について 

48-2 長野県中小企業団体中央会「地元企業の 

会社説明会」参加企業一覧 

48-3 学内単独企業説明会開催予定一覧 

 

【今後の課題・方向性】 

 県内出身者が減少する中、工夫を凝らしながら、

引き続き、地域企業の説明会や見学会等を実施

し、学生の地域内企業の認知度向上を図る。 

b 

(1)(2) 

・業界・仕事研究セミナー、地元企業の会社説明
会をオンラインで開催するなど、出来る限り就
職支援を行っている。 

・セミナーには県内にある企業に参加してもらう
など、学生に県内企業の魅力を伝えようと努め
ている。 

(3) 

・県外出身の学生に対しても、上田地域に就職し
てもらえるよう、地域内企業を知ってもらう機
会を持つなど、様々な取組が必要である。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 エ 就職支援 

 ７）学生の大学院（修士課程）進学に
向けたアドバイザー教員による研究
計画策定支援、口頭試問対策支援及

び専門試験対策支援の実施、 

 

49【大学院進学支援】  

①学生の大学院進学に向けたアド

バイザー教員による研究計画策定

支援、口頭試問対策支援及び専門

試験対策支援を行う。 

②大学院合格者報告会を開催し、進

学を目指す学生へ低学年から情報

を提供する。 

 

【取組内容】  

・計画通り各種支援を実施し、6名が大学院に進学

した。 

・大学院合格者による報告会を開催し、13 名の参

加があった。大学院進学決定者から進学を目指す

学生へアドバイスを行った。 

  

【資料番号】 

  49-1  進学者一覧 

49-2  大学院合格者報告会開催のお知らせ 

49-3 大学院合格報告会資料(抜粋) 

 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き、教員による支援と、進学決定者報告会

等により進学に向けた支援を行う。 

a 

(1)(2) 

・大学院進学希望者に対して、進学支援を行って
いる。 

・大学院合格者報告会を開催し、低学年に対して、
進学に関する情報を提供している。 

(3) 

・学外の大学院だけでなく、令和３年４月から開

設された長野大学大学院への進学を希望する

学生を増やすような進学支援も検討すべきで

ある。 

b 

 ８）アドバイザー教員及びキャリアカ
ウンセラーによる学生の就職・進路

にかかる状況把握と相談支援体制の
強化、などを図る。 

 

※特別コース：資格の取得（TOEIC、
中国語検定等）や採用試験合格（公
務員等）に向けて、低学年から取り

組む学部横断型のコース 

50【相談支援の充実】 

①就職活動を行う学生の状況把握

とそれらを踏まえた動機形成、各

種案内、面談支援などのキャリア

支援を行う職員を適切に配置す

る。 

②アドバイザー教員と連携し、就職

が決定するまで、キャリアサポー

トでは定期的に学生の状況を把

握する。なお、学生の質の変化に

対応するため、学生が求める支援

となっているか、学生アンケート

から検証する。 

 

【取組内容】  

・学部教授会で学生の就職状況の共有を行うとと

もに、キャリアサポート担当で定期的に状況把握

を行い、就職未決定の学生には、キャリアカウン

セラーを中心に継続的な相談支援や企業紹介等

の就職支援を行った。 

・学外機関（上田公共職業安定所、上小圏域障害

者就業・生活支援センター、長野障害者職業セン

ター等）と連携しながら、多様な学生に対する就

職相談支援体制を強化した。 

・就職活動を終えた学生アンケートを実施した。

おおむね(8割)の学生は、自身の就職について満

足しており、キャリアサポートの事業では「マナ

ー講座」が役に立ったとの回答を得られた。また、

マナーや自己分析など基本的な事項に関する講

座の開催に関する要望が多かった。 

 

【資料番号】 

  50-1 2020就職を終えた学生アンケート集計 

 

【今後の課題・方向性】 

アンケートの検証結果を、来年度の就職相談支

援に活かしていく。 

キャリアサポートの教職員が充分に状況を把握

できない学生や、就職活動が充分に展開できてい

ない学生への対応（状況確認、動機形成、企業・

組織紹介、面談指導等）が、今後の課題として挙

げられる。 

b 

(1)(2) 

・就職活動を行う学生の状況を把握し、キャリア
カウンセラーを中心に、継続的に相談支援を行
うなど、就職支援活動を行っている。 

・学外の関係機関と連携しながら、多様な学生に
対して、就職支援体制を強化している。 

・就職支援を終えた学生からアンケートをとり、
次の就職支援の課題を把握し、改善に取り組ん
でいる。 

(3) 

・フォローしきれていない学生への対応が課題で

あり、そもそも相談してこない学生や積極的で

ない学生へのフォロー体制が必要である。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 エ 就職支援 

 （イ）企業・組織との連携強化による

地域人材の育成と輩出 
【地域が求める人材の育成に向けた取組】 

就職支援については、社会に有用な

事業を展開する地域内・地域外の優良

企業・組織を特定し、学生に対して適

宜紹介するとともに、学生がそれら企

業や事業・仕事の特徴などを理解し、

効果的な就職活動が展開できるように

支援する。 

特に、地元企業・組織（国際的な事

業を展開する企業・組織を含めて）に

ついては、ヒアリング調査や卒業生と

の繋がりを強化するなど、地元企業・

組織が求める人材像（能力・資質）を

定期的に確認して可能な限り教育内容

や、ディプロマポリシー、カリキュラ

ムポリシー、アドミッションポリシー

等に反映する。 

51【企業情報の収集と学生への提

供】  

①地域社会の人材ニーズを教育活

動に反映するため、大学入試説明

会や高校訪問における情報交換、

業界・仕事研究セミナー、個別企

業説明会、インターンシップ報告

会等で情報交換を行う。これらの

情報交換を通して、地域社会や企

業・組織で必要とされる知識・能

力・姿勢を把握する。 

②収集した情報は関係機関で情報

共有し、必要に応じて教育内容等

に反映させる。 

③学生が地域の企業・組織の事業や

仕事を理解できる機会を設定す

る。 

【取組内容】  

・学生が地域の企業・組織の事業や仕事を理解で

きる機会として以下のイベント等を開催した。 

 ①長野県中小企業団体中央会と連携した「長野

大学合同就職面接会」を開催し、長野県内の

14社が参加した。（項目 48再掲） 

 ②上田職業安定所等の就職イベントへの学生参

加の促進（合同企業説明会）については、コ

ロナ禍でオンライン開催の説明会が多い中、

対面で話が聞けるチャンスだということを伝

え参加を促した。 

 ③業界仕事研究セミナー、学内個別企業説明会

を開催した。（項目 48再掲） 

【資料番号】 なし 

【今後の課題・方向性】 

  学生における業界・企業・事業・仕事の理解及

び地域企業・組織の認識向上の視点から、ガイダ

ンスやセミナー、報告会の内容を点検し、必要に

応じて見直しを行う。 

a 

(1) 

・学生が仕事等を理解できる機会として各イベン
トを開催されているが、そのなかで得られた情
報を教育内容等に反映させたのか、具体的な成
果が資料からは確認できない。 

(3) 

・各イベントの内容の点検、見直しも重要だが、
そこで得られる地元企業等が求める人材像に
ついても情報収集し、教育内容に反映する必要
がある。 

b 

 また、地元企業・組織でのインター
ンシップや実習等の就業体験の機会・
内容を拡充し、学生の業界や企業、事
業及び仕事などへの理解を深めるとと
もに、学生が地元で生きることの意味
を実感できるように支援する。 

 
【地元企業・組織との連携による教育
の充実】 
現在試行的に進めている地元企業・

組織との産学協同プロジェクトをさら
に拡充し、学生が企業や組織とともに
事業開発や商品開発等に取組むことに
より、職業観や勤労観、さらには職業
人として必要な知識・能力・姿勢を習
得できるように支援する。また、上記
のインターンシップ（海外インターン
シップを含む）や実習等の受入先を新
規に開拓するなど、地元企業・組織と
の連携による教育を充実させ、共に学
生を育成するシステムを構築する。そ
して、このような地域協働型教育によ
り、地元で生きることを重視する学生
が、実際に進路選択ができるように、
県内及び上田地域定住自立圏域内の企
業・組織を招聘した「合同企業説明会
（業界仕事・研究セミナー）」や、「個
別企業説明会」を実施する。 

52【地域と連携した学生育成】   

①産学連携プロジェクトについて

は、件数の視点のみならず、関係

性の強化や継続的な事業展開を

考えるといった関係深耕や継続

性の視点も重視していく。 

②福祉実習報告会、インターンシッ

プ報告会、業界・仕事研究セミナ

ー、福祉の仕事説明会、企業説明

会、企業見学会（職場見学会）を

開催し、これらイベントを学生が

地元企業・組織を知るための重要

な機会として位置づけるととも

に、学生が将来の生き方を考え、

業界・企業・事業・仕事を具体的

にイメージできるような内容に

設計する。 

③企業等の関係者と学生育成のた

めの意見交換の場を設ける。 

【取組内容】  

各学部のゼミナールやプロジェクト研究を中心

として、地域連携プロジェクトを計 67件推進した。

協働する企業・団体等との関係深耕や継続性の視

点も重視しながら推進した。 

・学生が地元企業や団体を知る機会として以下の

イベント等を実施した。 

 ①長野県中小企業団体中央会と連携した「長野

大学合同就職面接会」開催し 24名が参加した。

（項目 48再掲） 

 ②上田職業安定所等の就職イベントへの学生参

加の促進（合同企業説明会）（項目 51再掲） 

 ③業界仕事研究セミナー、学内個別企業説明会

の開催（項目 48再掲） 

・学生が福祉実習の目的や計画、それぞれの成長

について報告する場として、福祉実習報告会を開

催した。 

①福祉実習報告会（オンライン） 

【資料番号】 

  52-1実習報告会プログラム(5-2再掲) 

【今後の課題・方向性】 

  学生における業界・企業・事業・仕事の理解及

び地域企業・組織の認識向上の視点から、ガイダ

ンスやセミナー、報告会の内容を点検し、必要に

応じて見直しを行う。 

b 

(1)(2) 

・地域連携プロジェクトを推進し、地域協働型教
育を推進している。 

・学生に対して地元企業や団体を知る機会を提供
し、将来のイメージができるよう支援してい
る。 

(3) 

・企業等の関係者と学生育成のための意見交換を

して、どのような成果があったのか、資料から

は確認できない。 

・企業団体との連携はまだまだ不十分と感じる。

上田地域、上小地域の各商工会議所、商工会等

との本質的なつながりを高めるべきである。 

・人事部門のない小企業でも、学生が人生をかけ

る意味のある会社はたくさんあり、その内容や

ニーズの把握は、地元地域団体と連携すること

で行われるはずである。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価

区分 

 エ 就職支援 

 【地元企業・組織の魅力を伝える】 
地元の企業・組織訪問を実施し、求

人や求める人材像（知識・能力・姿勢・

態度等）にかかる情報収集をするとと
もに、学生にそれらの情報を適時提供
する。 

また、本学教職員とともに、旧学校
法人の同窓会、卒業生などの協力を得
て、積極的に企業・組織開拓をする。 

関連して、就職情報に精通したカウ
ンセラーを配置し、きめ細かな就職支
援を行う。 

大学独自の「合同企業説明会（業界・
仕事研究セミナー）」、「福祉の職場説明
会」や懇談会を開催し、地元企業や組

織（社会福祉法人等）の魅力を学生に
伝え、県内及び上田地域定住自立圏域
内（上田市、東御市、青木村、長和町、

坂城町、立科町、嬬恋村）への高い就
職率を目指す。 

53【学生への地元企業の魅力伝達】 

①企業訪問及び企業等が来訪した

際に、求める人材像等を確認し、

キャリアガイダンス、個人面談、

就活ゼミナール等で学生に情報

を提供する。  

②同窓会などの協力を得て、卒業生

の就職状況を整理する。 

③就職活動を行う学生の状況把握

とそれらを踏まえた動機形成、各

種案内、面談支援などのキャリア

支援の際に、積極的に地元企業の

魅力を伝える。 

④県内及び上田地域定住自立圏域

内企業、組織に参加いただき、学

生に魅力を伝えるとともに、上田

地域定住自立圏域内の商工・経済

団体等との連携により、学生の地

元企業見学会等を推進し、学生の

地元企業への認知度向上を図る。 

【取組内容】  
3年生の初回面談で、上田地域の企業ガイドを配

付し、積極的に地元企業の魅力を伝えた。また、
企業訪問及び企業等が来訪した際に、求める人材
像等を確認し、個人面談や就活ゼミナール等で学
生に情報を提供した。 
下記事業を通じて地元企業の認知度向上を図っ

た。 
①長野県中小企業団体中央会と連携した合同就職
面接会（項目 48再掲） 

②ハローワーク主催の合同企業説明会（項目 51再
掲） 

③地元企業とのインターンシップ協定の締結（項
目 45再掲） 

④業界・仕事研究セミナー（項目 48再掲） 
⑤学内個別企業説明会（項目 48再掲） 
 
【資料番号】 
  53-1 地域が求める人材のアンケート結果 
 
【今後の課題・方向性】 
 引き続き、学生における業界・企業・事業・仕事
の理解及び地域企業・組織の認識向上の視点から、
ガイダンスやセミナー、報告会の内容を点検し、
必要な場合は見直しを行う。 

b 

(1)(2) 

・地元企業等の情報を学生に提供し、地元企業の
認知度向上を図っている。 

(3) 

・県外出身の学生が増加しているなか、県内及び

上田地域定住自立圏域内への就職率を高める

だけでなく、県外に戻りたい学生への就職支援

の方法も検討すべきではないか。 

b 

 （ウ）企業・組織等アンケートの実施  

採用いただいた企業・組織等に対し、

本学卒業生の印象、本学に求めるもの

などについてアンケート調査を行い、

教育内容の改善に役立てる。 

また、公務員試験合格や教員免許取

得、国際的職業人の育成等に向けたキ

ャリアディベロップメントプログラム

を計画・策定し、各種試験・資格対策

講座を企画・運営する。 

54 

①教育内容の改善や就職支援等に

役立てるため、企業・組織等に対

し、本学に求めるものなどについ

ての聞き取りや、アンケート調査

を引き続き実施する。 

②企業等から聴取した内容につい

ては関係部署で共有し、学部教育

への反映について検討する。 

③卒業生の評価についても、本学に

求めるものなどについて追跡調

査を実施し、教育内容の改善に役

立てる。 

【取組内容】 
業界・仕事研究セミナー等でアンケートを実施

し、企業の求める専門分野や、人材像を確認し、
関係部署と情報を共有した。 
 アンケートでは、企業・福祉団体がともに「論理
的思考ができ課題発見能力を備えた人材を希望す
る」と回答しており、大学教育センターでは、こ
の結果を教養教育カリキュラム改革の検討に活か
した。 
卒業後、3年を経過した卒業生の在籍状況と、評

価について追跡調査を行い現状把握に取り組ん
だ。追跡調査では、3 年経過した時点で離職率 3
割程度であったが、企業(32.1％)より福祉分野の
離職率(35.4％)が若干高い結果となった。 
 
【資料番号】 
  54-1 業界・仕事研究セミナーアンケート結果

（26-2再掲） 
 54-2 3 年を経過した卒業生の在職確認及びア

ンケート調査 
【今後の課題・方向性】 

企業から聴取した内容については関係部署で共
有した。卒業生の評価について、企業へのアンケ
ート調査を継続して実施し、教育内容の改善を図
る。 

b 

(1)(2) 

・企業等に対するアンケート調査を実施し、学内

で共有している。 

・アンケート調査結果を教養教育カリキュラム改

革の検討に活かしている。 

・卒業生の在籍状況について追跡調査している。 

(3) 

・企業へのアンケート調査や卒業生の在籍状況の

調査結果を共有することも重要だが、その情報

を分析し、どう教育内容の改善に役立てるかが

重要となる。 

・就職後の定着率 3 年で 3 割程度というのが、全

国平均だから良いとは言えない。 

・事前の企業の理解度の向上やインターンシップ

充実などにより離職率を下げることは、企業側

や学生、親への大学の良好な評価指標となり得

る。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 エ 就職支援 

 学生支援に関する指標 

◇就職決定率（就職者数÷就職希望者

数×１００）：９５％以上 

 

◇卒業生に対する就職者・進学者の割

合（（就職者数＋進学者数）÷卒業生

数×１００）:創設後、３年後の令和

元年度までに公立大学同系統の数値

（８８.８％）以上をめざす。 

＜参考＞ 

公立大学同系統の「卒業生に対する

就職者の割合」は、８８.８％（出典：

大学の真の実力情報公開 BOOK ２０

１６） 

 

◇その他、学生支援に関しては、以下

の指標等も設定し、学生支援の方策

の有効性を評価する。毎年度、各指

標の結果を分析し、翌年度の年次計

画に改善策を盛り込む。 

 

◇退学率（年間退学者数÷在学者数×

１００） 

 

◇地域内就職率（地域内就職者数÷就

職数×１００） 

【1】  

ア 就職決定率（就職者数÷就職希

望者数×１００）：９５％以上 

 

イ 卒業生に対する就職者・進学者

の割合（（就職者数＋進学者数）

÷卒業生数×１００）:創設後、

３年後までに公立大学同系統の

数値（８８.８％）以上をめざす。 

＜参考＞公立大学同系統の「卒業生

に対する就職者の割合」は、８８.

８％（出典：大学の真の実力情報

公開 BOOK ２０１６） 

 

ウ その他、学生支援に関しては、

以下の指標等も設定し、学生支援

の方策の有効性を評価する。毎年

度、各指標の結果を分析し、翌年

度の年次計画に改善策を盛り込

む。 

 

（ア）退学率(令和元(2019)年度よ

り低下させることを目標に) 

 

（イ）地域内就職率 

①長野県内(長野県内出身者の割合

を上回ることを目標に) 

②上田市内(上田市内出身者の割合

を上回ることを目標に) 

③定住自立圏域内(定住自立圏内出

身者の割合を上回ることを目標

に) 

 

【取組内容】 
◇就職決定率 99.0％（令和 3年 5月 1日現在）                                                                                                                                   
◇卒業者に対する就職者・進学者の割合 90.2％ 
（令和 3年 5月 1日現在） 
◇その他、学生支援に関する指標として、以下
の 2つを設定した。 

（ア）退学率 1.99％（令和元年度：2.54％） 
（イ）地域内就職率 
①就職者のうち長野県内に就職した者 56.9％ 
（就職希望者のうち県内出身者の割合 53.9％） 
②就職者のうち上田市内に就職した者 14.8％ 
（就職希望者のうち上田市内出身者の割合 10.8%） 
③就職者のうち定住自立圏域内に就職した者
17.8％ 
（就職希望者のうち定住自立県内出身者の割合
13.7%） 
（参考：令和元年度実績） 
 ・就職決定率 99.0％ 
 ・卒業者に対する就職者・進学者の割合 93.7％ 
【資料番号】 
【1】-1 令和 2年度就職決定状況 
【1】-2 2020年度退学・除籍者の退学理由 
 
【今後の課題・方向性】 
コロナ禍で就職を取り巻く環境が厳しい中、「就
職」に関する目標値を上回ることができた。また、
「退学率」についても目標を達成することができ
た。 
「その他の指標」として設定している「地域内就
職率」については、県内出身者の割合 53.9%に対
し、県内への就職者が 57.1％、定住自立県内出身
者の割合 13.7%に対し、定住自立圏内への就職者
が 17.8％、上田市内出身者の割合 10.8%に対し、
市内就職者が 14.9％と、いずれも出身者の割合を
上回る結果となった。しかし、全体としては県内
への就職者は 60％に満たず、昨年の 73%を下回る
厳しい結果となった。 
 県外学生が、県内企業・地域企業での就職も含
めて想定できるように、「業界・仕事研究セミナ
ー」や「企業説明会」等の企画・運営についてさ
らに検討していく。また、上田市内・定住自立圏
内出身学生の就職動向を確認しながら、学生が将
来に向けて目標をもち、計画的に単位を修得し、
適切なタイミングで就職活動をし、就職が決定で
きるような支援体制をさらに整備することによ
り、学生支援にかかる指標の目標を達成していく。 

b 

(1)(2) 

・就職決定率 99％など、目標を達成している。 

(3) 

・地域内就職率の向上に向けて、学生に対して、
県内企業を紹介するなど、様々な就職支援に努
めている。県外出身の学生が増加しているなか
で、どのように上田地域に就職してもらうか、
難しい課題ではあるが、対策を検討されたい。 

 

b 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

（４）学生の受け入れと入学者選抜に関する目標を達成するための措置 

中期目標 入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）を示し、知識偏重でなく、様々な能力や意欲・適性を多面的・総合的に評価する入試を実施する。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（４）学生の受け入れと入学者選抜に関する目標を達成するための措置 

 ア 学生の受け入れ 

 （ア）学部の入学者受け入れ方針（ア

ドミッション・ポリシー）を明確

に位置づけ、受験生が理解し、目

的意識をもって志願できるように

努める。 

 

 

55  令和 3(2021)年度入試は大きく

変化するため、本学の総合型選抜・

学校推薦型選抜の志願者数への影

響を最小限とするために、学生募集

活動を見直す。 

学力の3要素を可能な限り測定で

きるように入試を改善し、本学の入

学者受け入れ方針（アドミッショ

ン・ポリシー）に合致する高い目標

をもって、勉学に取り組む意欲ある

学生を獲得する。 

【取組内容】 

 令和 3 年度入試における文部科学省の入試改革

の一部（英語の外部試験、記述試験の導入）は見

送られたが、高大接続改革に基づく「学力の 3 要

素」を踏まえた評価については、一般選抜（前期）

では「業績書」、一般選抜(中期)では「調査書」を

利用し加点する形で実施し、アドミッションポリ

シーに合致する多様な学生を受け入れた。 

  入試の実施にあたっては、新型コロナウイルス

感染症の影響を踏まえ、文部科学省が示すガイド

ラインに沿って感染防止を徹底した。 

 

【資料番号】 

  55-1 2021(令和 3)年度 入学者選抜要項 

55-2 2021(令和 3)年度 入学試験実施結果 

55-3 「努力のプロセス等の活動報告書」様式 

55-4 文部科学省通知「令和 3年度大学入学者 

選抜実施要綱の見直しに係る予告」 

 

【今後の課題・方向性】 

 令和 3年度入試を踏まえ、入試区分ごとの募集

定員及び入試内容の検証を行い、今後の入試実施

に関して検討を進める。 

a 

(1)(2) 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、活動
実績がない学生に対して、努力のプロセス等の
活動報告書を活用するなど、多様な学生を受け
入れるよう努めている。 

(3) 

・入学者全体としては、定員を満足しているが、

一部の学部においては、定員が欠けている学部

もある。その要因を検証し、改善が必要である。 

 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（４）学生の受け入れと入学者選抜に関する目標を達成するための措置 

 ア 学生の受け入れ 

 （イ）高い目標をもって、勉学に取り

組む意欲があり、本学で培った知

識や技術を活かし、地域社会に貢

献しようという志のある者を積極

的に受け入れる。 

56 上田周辺地域また長野県内の生

徒を積極的に受け入れるため、大学

入試説明会の開催や個別の面接ガ

イダンスの機会を多く設け、実施す

る。 

 上田市周辺地域の生徒を積極的

に受け入れるため、高校訪問時や生

徒自身の来学時に、本学の特徴を説

明するなど、入試説明の充実を図

る。 

 

【取組内容】 

 令和 3年度入試から総合型選抜で特別枠（定住）

を新設し、従来の学校推薦型選抜の特別枠（県内）

とあわせ地域枠の拡大を図り、上田市周辺地域を

含めた長野県内の志願者を積極的に受け入れた。 

 上田市周辺地域の生徒を積極的に受け入れるた

め、地域の高校生向けに「大学説明・面接ガイダ

ンス」を開催し、入試説明の充実を図った。（上田

染谷：8/6,9/3,延べ人数 42人、上田東：6/22,7/14,

延べ人数 38人、丸子修学館、長野南、上田千曲、

上田西:延べ人数 35人） 

 

【資料番号】 

56-1 2021(令和 3)年度入学者選抜要項（再掲 55-1） 

56-2 2021(令和3)年度入学試験実施結果（再掲55-2） 

56-3 進学相談会実績表 

56-4 面接ガイダンスの感想 

 

【今後の課題・方向性】 

 次年度の入試に関しても、今年度の実績を踏ま

え受験生に対し入試情報を早期に提供するなど、

地域内学生の確保に向けた活動を継続する。 

a 

(1) 

・地域の高校生向けに行っている「大学説明・面
接ガイダンス」は、学生からの反応は良い。 

・地元生徒の受け入れのために、「大学説明・面

接ガイダンス」など地道な活動を行い、面接の

感想などからも生徒の関心が高まっているこ

とが窺える。 

 

 

a 

                                            



48 

 

 

 

 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（４）学生の受け入れと入学者選抜に関する目標を達成するための措置 

 イ 入学者選抜 

 （ア）一定の基礎学力を備え、かつ学

ぶ意欲の高い学生を確保するた

め、主体性・協働性・思考力・判

断力など多面的、総合的に評価し、

選抜できる入試制度（調査書の活

用、資格・検定試験の活用など）

を実施する。 

 

57【令和 3年度入試の実施】 

①令和 3(2021)年度入学者選抜は、

教育改革の中の学力の 3 要素を

踏まえつつ、総合型選抜（AO 入

試）・学校推薦型選抜（推薦入

試）・一般選抜（前期日程・公立

大学中期日程）・帰国子女・社会

人・編入・留学生の各種入試を実

施する。 

英語の外部試験の導入や記述

式問題の利用等の動向も見定め

つつ次の入試制度(調査書の電

子化、ポートフォリオの活用、

外部試験の活用等)を検討し、実

施する。 

②総合型選抜（AO入試）と一般選抜

（公立大学中期日程)において、

地方試験会場を設定しているが、

令和 3(2021)年度入試も志願者の

確保と利便性を図るため費用対

効果を念頭に置きながら実施す

る。但し、出願状況を確認しなが

ら今後も適切な試験会場を検討

する。 

③全ての入試区分において Web出願

で受付を行う。 

【取組内容】 

①令和 3 年度入学者選抜は、新型コロナウイルス

感染症の状況を踏まえ、感染防止のため文部科

学省が示すガイドラインに沿って実施した。 

 入試の実施にあたっては、教育改革の中の学力

の 3 要素を踏まえつつ、これまでの成績のみで

は測れない能力を評価した。総合型選抜では「業

績書」、学校推薦型選抜では「調査書」を活用し、

またコロナ禍の影響で中止となった各種大会や

資格試験等に対応するため、受験生の「努力の

プロセス」を評価した。また、一般選抜（前期）

では「業績書」で加点、一般選抜(公立大学中期)

では「調査書」を利用し加点する形で合否判定

を行った。 

②志願者の利便性を図るため地方会場を設定し

た。コロナ禍の状況に配慮し、令和元年度から 2

会場減の 6 会場で実施した。次年度以降は費用

対効果を念頭に置き、適切な試験会場を検討す

る。 

③全ての入試区分において、事務の効率化を図る

ため Web出願で受付を行った。 

 

【資料番号】 

57-1 2021(令和 3)年度入学者選抜要項（再掲 55-1） 

57-2 2021(令和3)年度入学試験実施結果（再掲55-2） 

57-3入試制度見直しの経過 

 

【今後の課題・方向性】 

 新型コロナウイルス感染症の状況を注視しなが

ら、今後の入試が実施できるよう準備する。 

a 

(1) 

・コロナ禍のなか、感染対策を取りながら、令和
3 年度の入試を実施した。 

・年度計画にある調査書の電子化、ポートフォリ
オの活用について検討されたのか、資料からは
確認できない。 

・a 評価となり得る取組か、資料からは確認でき
ない。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（４）学生の受け入れと入学者選抜に関する目標を達成するための措置 

 イ 入学者選抜 

 （イ）学ぶ意欲の高い受験生を安定的

に確保するため、入試の動向や入

学後の学生の状況を確認しなが

ら、ＡＯ入試、推薦入試、一般入

試の募集人員の配分や試験内容を

適宜見直す。 

 

58【入試定員・内容の検討】 

令和 3（2021）年度入試は内容が

変化するため、各大学の取組に着目

しながら本学の入試区分の募集人

員や試験内容について検討する。 

【取組内容 

 令和 3 年度入試は文部科学省の一部の入試改革

(英語の外部試験や記述式問題の導入)の中止や新

型コロナウイルス感染症の拡大など、例年にない

対応を求められたが、全ての入試を実施できた。 

 そのうえで、各大学の取り組み等も参考にしな

がら本学の入試区分ごとの募集人員の比率や、試

験科目の変更について検討した。 

 

【資料番号】 

58-1 2021(令和 3)年度入学者選抜要項（55-1再掲） 

58-2 2021(令和 3)年度入学試験実施結果（55-2 再掲） 

58-3 理事会報告資料 

 

【今後の課題・方向性】 

 国の求める入試改革は、コロナ禍の終息後に再

度推進されると考えられるので、それらに順応し

た入試が実施できるように準備する。 

 提案した試験内容の見直し（募集人員の配分等）

については、継続して協議する。 

a 

(1) 

・社会福祉学部の総合型選抜や一般選抜前期日程
の入学定員の内容を見直し、また、試験内容の
見直しも検討しているが、a 評価となり得る取
組か、資料からは確認できない。 

(2) 

・資料により、「各大学の取り組み等も参考にし

ながら、長野大学の入試区分ごとの募集人員の

比率や、試験科目の変更について検討」が実施

され、理事長への報告書という形で示されてい

る。 b 

 （ウ）入試の実施にあたっては、受験

生のニーズに対応し、適切な地方

入学試験会場を設定する。 

59 (項目57と同じ内容のため記載

なし) － ‐ 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 ２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準の向上及び研究成果に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 
独創的な研究や新たな産業を生み出す芽となるような研究活動を尊重しつつ、積極的に地域住民や企業、行政、ＮＰＯ等と連携した地域協働による共同研究を推進し、その研究活動や研

究成果を積極的に発信する。併せて、上田市が抱える政策課題に即した研究に積極的に取り組み、具体的な提言を行う。 
また、学術研究の質を高め、高いレベルでの知的貢献が可能となるよう教員が研鑚を重ねるとともに、教員の研究業績を評価する体制を構築し、研究水準の向上を図る。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準の向上及び研究成果に関する目標を達成するための措置 

 ア 研究水準の向上 

 地域を研究の主題とする大学を目指
し、学術研究はもとより、新たな産業
の芽を生み出すなど、地域に貢献する

研究活動や研究成果を社会に発信しつ
つ、積極的に地域住民や企業、行政、
ＮＰＯ等と連携し、本学教員を中核と

した地域協働による共同研究を推進す
る。 

60 長野大学研究助成を学長裁量

で配分できる競争的研究費に位置

付けて、さらに拡大を目指すととも

に、研究成果発信の取組を強化す

る。また、地域協働による共同又は

受託研究を推進する。 

 さらに、将来の理工系学部の中核

となる淡水生物学研究所（仮称）の

立ち上げを目指し、引き続き中央水

産研究所上田庁舎を借り受け、設置

準備を進めるとともに、他大学・他

機関との共同研究ほか、研究実績を

積重ねる。 

 

【取組内容】 

 長野大学研究助成金を学長裁量経費に位置付

け、学長のイニシアティブのもとで研究助成を推

進した。令和 2 年度からは、申請内容の評価基準

を設定し、研究推進室委員による評価の実施、採

択可否の原案作成を行い、学長が決定するよう審

査プロセスを明確化した。 

 令和 2年度は 14件採択された。 

【準備研究部門：単独研究（7 件）、共同研究者あ

り（5件）】 

【地域・社会貢献研究部門：単独研究（0 件）、共

同研究者あり（2件）】 

  

 また、令和 3 年度に採択された科研費（令和 2

年度申請）6件中 3件が研究助成金（準備研究部門）

を活用しており、競争的外部資金への申請件数、

採択数の増加に一定の効果が出始めている。 

 

【令和 2年度採択：14件】 

  〇準備研究部門：12件:3,600,000円 

   （令和元年度 10件 2,968,680円） 

   （平成 30年度 6件 1,800,000円 

    （平成 29年度 5件 1,486,180円） 

  〇地域・社会貢献研究部門：2件：1,000,000円 

   （令和元年度：4件 1,982,000円） 

   （平成 30年度：6件 2,556,500円） 

   （平成 29年度 4件 1,856,500円) 

 

        計 14件：4,600,000円 

 （令和元年度：計 14件：4,950,680円） 

 （平成 30年度：計 12件：4,356,500円） 

 （平成 29年度 計 9件：3,342,680円） 

a 

(1) 

・長野大学研究助成金を活用した研究活動の推進
をしているが、各研究活動の成果が資料からは
見えない。 

(3) 

・地域協働による共同研究を推進し、その研究成

果が地域貢献となるよう期待したい。 

・競争的外部資金や共同研究への申請率は高いと

は言えない。各教員の自主的・自発的な申請を
助長するような仕組み作り、雰囲気作りも必要
である。 

・ここに上げられた研究助成金に採択された研究

が、地域協働による共同研究であるかが分から

ない。 

・中央水産研究所旧上田庁舎の土地・建物等につ
いては、淡水生物学研究所の活動のみに限定す

ることなく、既存学部での教育・研究での活用
可能性も広く模索する必要がある。 

・淡水生物学研究所や千曲川再生を目指した生息

地の連続性保全や治水に関する生態学的研究
が、今後将来の理工系学部の中核となるものに
なることを、明確に指し示す必要がある。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準の向上及び研究成果に関する目標を達成するための措置 

 ア 研究水準の向上 

   【淡水生物学研究所】 

 中央水産研究所旧上田庁舎（土地・建物等）を国

から早期取得に向け、事務手続を進めた結果、同庁

舎の売払い相手先が本学に決定した。このことによ

り引き続き研究活動を行うため、10 月 1 日付、財

務省と管理委託契約を締結した。 

11月理事会において、「淡水生物学研究所開設準

備報告書（2020年 10月 28日付）」により基本構想

や今後の方針を報告した。 

淡水生物学研究所では引き続き開設準備委員会

において研究所設立に関する議論を行うとともに、

外部資金である水産庁ウナギ国際資源事業（5,367

万 8,364円）の推進し成果を挙げた。また、チョウ

ザメの共同研究・アユの種苗研究を進めている。 

さらには、地域の研究者を組織し令和 3年度の国

交省河川生態 FS(500万円)を獲得し、千曲川再生を

目指した生息地の連続性保全や治水に関する生態

学的研究を開始することとなった。 

 

【資料番号】 

 60-1 令和 2年度長野大学研究助成金審査結果 

 60-2 国有財産管理委託契約書 

 60-3 淡水生物学研究所開設準備報告書 

 60-4 令和 3 年度 河川砂防技術研究開発公募 

地域課題分野（河川生態）研究開発テーマ 

 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き、長野大学研究助成金を活用した研究活

動の推進に取り組み、予算の見直し地域協働によ

る共同研究の推進、研究成果の地域への還元を図

る。 

 

＜淡水生物学研究所＞ 

・基本構想の実現に向けた事業の開始と共同利用施

設としての環境整備 

・国からの庁舎等の取得にむけた鑑定評価、入札 

・研究所開設にむけた組織体制、規程等の整備 

 

 

 

 

 

 



52 

 

 

 

 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準の向上及び研究成果に関する目標を達成するための措置 

 イ 研究活動の活性化と研究成果の普及 

 （ア）研究における自己点検と教員同
志の相互研鑽の場として「研究交
流広場」を実施する。 

（イ）「科学研究費補助金」等競争的外
部資金の申請数を増加させる。 

（ウ）教員の研究活動や研究成果、論

文等の実績について、研究分野の
特性を踏まえながら教員の業績を
管理する体制（教員の研究成果を

電子データとしてデータベース化
し、保存、公開する）を構築し、
ホームページ等を通じて公表す

る。 

（エ）教員の研究活動の奨励と、研究
水準の向上を図るため、教員表彰

制度に加えて、国内・国外研修・
留学などサバティカル制度（教員
が一定期間研究に専念する研修制

度）の利用を活性化させるととも
に、研究費等の充実などインセン
ティブが働く評価制度を構築す

る。（令和元年度～） 

61 

①「科学研究費補助金」等競争的外

部資金の申請数を増加させる。科

学研究費補助金にかかる専門家

による勉強会を開催し、希望する

教員に対して個別面談、申請書添

削の支援を実施する。 

②教員の研究活動や研究成果、論文

等の実績把握のため、紀要を発行

する。 

③教員業績の管理、発信にかかる課

題を整理し教員業績の把握に努

める。 

【取組内容】 

①「科学研究費補助金」等競争的外部資金の申請

数は 34 件（前年度 26 件）で 8 件増加した。そ

のうち、科学研究費補助金の新規申請件数（代

表者）は 21 件（前年度で 18 件）で 3 件増加し

た。 

 また、科学研究費補助金にかかる外部の専門家

による支援をオンラインで開催し、希望する 13

名の教員に対し、個別面談や個別添削指導を実

施するなど支援を行った。 

②長野大学紀要第 42巻第 2号にて、長野大学研究

助成金による研究報告(14件）を掲載し、研究成

果を発信した。 

③学術論文数、所属学会数のアンケート調査を実

施し、教員の研究活動の状況把握に努めた。 

 

【資料番号】 

 61-1 研究交流広場開催実績 (21-1再掲) 

61-2 学内研究会の実施報告（21-2再掲） 

61-3 令和 3年度科研費申請者一覧 

61-4 科研費専門家による面談、添削指導実施状

況 

61-5 長野大学研究紀要 42巻第 2号(149号）2020 

11月発行（抜粋） 

61-6 論文数および所属学会数 

 

【今後の課題・方向性】 

 教員が自己の研究上の問題点を認識し、今後ど

のような研究が必要かを不断に見つめ直す機会を

設定し、研究水準の向上を図る。 

b 

(1)(2) 

・「科学研究費補助金」等競争的外部資金の申請
数が増加している。 

・希望教員に個別面談や個別添削指導を実施して
いる。 

・研究成果を長野大学紀要で発信している。 

(3) 

・年々、競争的外部資金の申請数が増加し、研究

活動が活性化していることがわかる。申請だけ

でなく、採択までいけるよう、更なる研究水準

の向上を図ってもらいたい。 

 

b 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 ２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（２）研究の実施体制に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 
教員が社会の研究に対する要求をくみ取り、地域と関わりながら研究を進め、より積極的・主体的に研究に向き合えるような研究環境を整備するとともに、組織的に競争的外部資金の獲得

に向けた取組を推進する。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

 

区分 

（２）研究の実施体制に関する目標を達成するための措置 

 ア 研究支援体制の強化 

 「科学研究費補助金」等競争的外部資

金の新規申請率を向上させるため、外

部研究資金の募集情報を積極的に収

集、教員に迅速に提供し、申請に当た

っての内容説明や申請書類作成支援を

行うなど、応募に当たっての関連情報

の提供やアドバイス等研究支援の体制

を強化する。 

また、研究資金の獲得者や応募者に対

して、インセンティブ(学長裁量経費等
の配分など)を与える制度を創設する。 

これらによって、外部資金の新規申請

件数・獲得件数増を働きかけ、公立大
学の新規申請率平均（４３．５％）以
上を目指す。（令和３年度） 

62 科学研究費補助金にかかる専

門家による、希望する教員に対して

の個別面談、申請書添削の支援を実

施する。 

【取組内容】 

希望する教員 13名に対して、専門家による申請

書に基づく個別面談を実施した。さらに、申請書

の添削支援を 11名(件)に実施した。 

 競争的外部資金の新規申請率は、57.6％となり

目標数値 43.5％を上回った[新規 34件（科研費 21

件 + 科研費以外 13件）]/ 59名＝ 57.6％ 

 

【資料番号】 

  62-1 科研費申請者一覧（61-3再掲） 

 62-2 科研費専門家による面談、添削指導実施状

況（61-4再掲） 

 62-3 競争的外部資金申請状況(科研以外） 

 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き、専門家による支援を継続し、競争的

外部資金の申請率の向上を図る。 

a 

(1)(2) 

・希望教員に個別面談や個別添削指導を実施して
いる。 

・「科学研究費補助金」等競争的外部資金の新規
申請率が目標とした 43.5％以上の 57.6％とな
っている。 

 

 

a 

 イ 公的研究費の管理・監査のガイドラインに係るコンプライアンスの徹底 

 文部科学省が示す「研究機関におけ
る公的研究費の管理・監査のガイドラ

イン」を遵守し、学内の公的研究費の
管理・監査のガイドラインに係るコン
プライアンスの徹底を図る。 

63 専門家によるコンプライアン

ス・研究倫理研修会を開催し理解の

徹底を図る。 

【取組内容】 

 専門家によるコンプライアンス・研究倫理研修

会を動画配信形式で開催し、コンプライアンス理

解の徹底を図った。研修会は、関係教職員全員が

受講し、さらに希望者には℮LCoRE（℮ラーニング）

による追加研修を実施した。 

 

【資料番号】 

 63-1 コンプライアンス研修会資料 

 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き研修会を開催しコンプライアンスの徹

底に取り組む。 

a 

(1) 

・コンプライアンス研究倫理研修会を開催し、コ
ンプライアンスの理解の徹底を図っているが、
a 評価となり得る取組か、資料からは確認でき
ない。 

 

 
b 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 ３ 地域貢献、地域の人材育成等に関する目標を達成するための措置 

（１）地域貢献に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 

地域活性化につながる連携活動を行うほか、大学の有する専門知識や技能を活かしたシンクタンク機能を発揮して、市や地域の課題解決に取り組み、もって、地域産業の振興や創業支援
による雇用創出と若者の定着を推進する。 
また、社会人を積極的に受け入れ、社会人が体系的に学べる機会を提供するほか、公開講座を開催するなど、市民サービスの充実を図る。 

さらに、上田市が設置した「まちなかキャンパスうえだ」を活用し、他大学や商店街等と連携した事業を実施することで、地域活性化と新たな事業展開につなげるほか、市が推進する「学園
都市づくり」のため、市内の高等教育機関等と連携を図り、その中核的な役割を担う。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

３ 地域貢献、地域の人材育成等に関する目標を達成するための措置 

（１）地域貢献に関する目標を達成するための措置 

 ア「地域づくり総合センター」の創設と「地域課題の解決システム」の構築 

 （ア）平成２９年度に「地域づくり総

合センター」を創設し、理事長及

び学長のリーダーシップのもと、

地域の課題解決に取組む体制をつ

くる。 

 

64 地域づくり総合センターの意

義や役割を伝える案内書や年報に

加え、具体的な取組を紹介する広報

紙（センターニュース）を発行する。 

【取組内容】 

 地域づくり総合センターの意義や役割を伝える

案内書（改訂版）や年報を作成するとともに、具

体的な取組を紹介する広報紙（センターニュース）

を新たに発行した。 

 本学で取り組む地域協働活動の可視化対策の一

環として、それらの活動情報を集約するしくみを

改めて整えた（活動集約件数：47件） 

 

【資料番号】 

  64-1 地域づくり総合センター年報 

64-2 地域づくり総合センター案内書 

64-3 地域づくり総合センターニュースレター 

64-4 地域協働活動取組状況(9-2再掲) 

  

【今後の課題・方向性】 

各媒体の更新をとおして、引き続きセンターの

活動情報を発信する。 

 本学で取り組む地域協働活動に関する情報を、

ホームページ等により発信する。 

b 

(1)(2) 

・地域づくり総合センターの取組を紹介する広報
誌を発行している。 

・地域協働活動を集約する仕組みを整えた。 

(3) 

・地域づくり総合センターの広報誌は、誰に対し

て発行したのか。役割を伝えたいターゲットに

的を絞って作成しているか。 

 

b 

                        



 

55 

 

 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

３ 地域貢献、地域の人材育成等に関する目標を達成するための措置 

（１）地域貢献に関する目標を達成するための措置 

 ア「地域づくり総合センター」の創設と「地域課題の解決システム」の構築 

 また、大学の地域貢献活動の総合窓

口としての機能を果たすとともに、市

への政策提言を行うなど政策課題の解

決に協力する。 

65 （項目 66と同じ内容のため記載

なし） 

 
‐ ‐ 

 

 

 （イ）「地域づくり総合センター」に地

域の課題の特定や、解決の方向性

を検討するために「産学官地域連

携会議」を設置し、以下の事業項

目を推進する。 

【地域の総合的課題にかかるプロジェ

クトの推進】 

福祉、教育、心理、環境、観光、企

業経営、起業、情報、デザインなどの

地域の総合的課題にかかるプロジェク

トを推進する。 

 

【地域活動等の支援】 

学生の主体的な地域活動やボランテ

ィア活動を支援する。 

 

【地域人材育成プログラム】 

本学学生のみならず、社会人や高校

生等を念頭におきながら、地域人材を

育成するプログラムの運営を進め、地

域産業の振興や創業支援による雇用創

出と若者の定着を推進する。 

 

【政策や課題の提言】 

自治体等への政策や課題の提言、各

計画の策定に対する参画や推進のため

の助言を展開する。 

66【地域協働プロジェクトの推進】 

①地域協働プロジェクトの推進を

通して、産学官金連携推進体制を

整える。 

②地域の総合的課題にかかるプロ

ジェクトとして、「知財活用プロ

ジェクト」、「信州上田学」事業等、

現在取り組んでいる事業を拡充

する。 

③学生の主体的活動を支援するた

め、学生の想いを後押しする仕組

みを整える。また、地域づくり総

合センターの媒体等を利用して、

学生の地域活動を広く発信する

とともに、情報集約する仕組みを

整える。 

④地域人材育成プログラムとして、

COC プラス事業の後継事業の導入

に努める。また、引き続き、上田

市地域づくり人材育成講座を開

講する。 

⑤地方自治体からの委員委嘱を通

じて、政策提言や計画策定支援を

行う。 

【取組内容】  

①新型コロナウイルス感染症の影響により、地域

の総合的課題にかかる地域協働プロジェクトに

ついて、当初計画に対する規模縮小や一部見送

りもあったが、長野県中小企業団体連合会と取

り組む「知財活用プロジェクト」は、これまで

出された企画アイデアをブラッシュアップし

た。「信州上田学事業」については、市民報告会

をオンラインで開催するなど工夫して実施し

た。可能な限り実施し、産学官金連携推進体制

の推進を図った。 

②地域協働プロジェクトとして、学内プロジェク

トチームを設置し、上田市・日本遺産事業への

申請を行ったほか、次年度より取り組む第 2 段

階の信州上田学事業や地域協働活動の基盤とな

る地域情報プラットフォーム（デジタル・コモ

ンズ）事業の企画内容の検討を行った。 

③コロナ禍においても学生が積極的におこなった

地域活動を共有・発信するために、学生企画に

よる「学生サミット」の実施を支援した。また、

地域活動をおこなう学生向けのチラシを作成

し、学生に対して地域活動への注意喚起をおこ

なった。 

④COCプラス事業の後継事業「大学による地方創生

人材育成プログラム」への申請を学内会議や信

州大学との協議により進めた（結果的には、文

科省の事業意図を踏まえ、本学が参加すること

は見送った）。 

⑤地方自治体審議会等の委員委嘱、講師の派遣（計

360 件）を通じて、政策提言や計画策定支援を

行った。坂城町第 6 次総合計画の委員委嘱によ

り策定に協力した。 

b 

(1)(2) 

・地域協働プロジェクト事業に取り組んでいる。 

・地方自治体の審議会委員の委嘱や講師派遣など
を通じて、各計画策定などに協力している。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

３ 地域貢献、地域の人材育成等に関する目標を達成するための措置 

（１）地域貢献に関する目標を達成するための措置 

 ア「地域づくり総合センター」の創設と「地域課題の解決システム」の構築 

    

【資料番号】 

  66-1 「知財活用プロジェクト」活動報告「Japan

ビジネスデザイン発見&発表会」の表彰関係

資料 

66-2 2020年度信州上田学事業報告 

66-3 デジタル・コモンズ資料「デジタル社会に

対応した長野県内の MALUI連携提案」 

66-4 長大サミット実施企画書 

66-5 学生のフィールドワーク等課外活動の注意 

事項 

66-6 令和 2年度の委員委嘱 

66-7 令和 2年度の講師派遣実績 

66-8 坂城町総合計画策定プロジェクト委員名簿 

 

【今後の課題・方向性】 

・地域協働プロジェクトの推進や協定締結団体等と

の意見交換の場の設置を通して、産学官地域連携

推進体制を整備する。 

・地域の総合的課題にかかるプロジェクトの拡充を

図る。また、当該プロジェクトの基盤となる地域

の知の情報を集約・活用するプラットフォームの

整備を推進する。 

・学生の主体的活動を支援するための仕組みを整え

る。 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

３ 地域貢献、地域の人材育成等に関する目標を達成するための措置 

（１）地域貢献に関する目標を達成するための措置 

 イ 連続講座・公開講座の充実と「まちなかキャンパスうえだ」の活用 

 連続講座及び公開講座を、大学や「ま
ちなかキャンパスうえだ」で開催し、
市民サービスの充実を図るとともに、

他大学や商店街等と連携した事業を実
施する。また、授業の一般開放等を充
実させる。 

67 市民サービスの充実を図るた

め、以下の事業を推進する。 

 ①市民開放授業の積極的開放 

 ②長野大学連続講座：5講座開講 

 ③坂城町講座：10講座開講 

 ④市民向け講座（まちなかキャン

パスうえだ）:25講座開講 

 ⑤5大学リレー講座 

 

【取組内容】 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、市民

開放授業をはじめ各種市民講座は、中止あるいは

縮小して開催した。 

 一方、コロナ禍でも対応できる新たな開講手法

や講座内容を模索し、「市民キュレーション講座

（市民向け講座）」などオンラインによる新しい内

容の市民講座を開講した。 

 

 ①市民開放授業 

 ②長野大学連続講座 ⑤5大学リレー講座：中止 

 ③坂城町講座（会場：さかき BＩプラザ）：5 講

座 85名受講 

 ④市民向け講座（会場：まちなかキャンパスう

えだ）：5大学で 10講座 90名受講 

 

【資料番号】 

67-1 2020年度信州上田学事業報告(66-2再掲） 

67-2 連続講座・市民開放授業・坂城町講座 

67-3 市民向け講座（まちなかキャンパスうえ

だ）（11-1再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

 従来の講座内容を見直し、地域のニーズや課題

に対応し地域人材育成につながる市民講座につい

て検討する。 

b 

(1)(2) 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、講座
を縮小または中止となったが、オンラインによ
る講座など、柔軟に対応している。 

(3) 

・コロナ禍のなか、市民向け講座を開催できるよ

う、オンラインをはじめ、様々な手法の検討が

必要である。 

b 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 ３ 地域貢献、地域の人材育成等に関する目標を達成するための措置 

（２）地域で活躍する人材育成に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 
地域の産業や福祉分野など地域活動を担う人材を育成し、輩出することによって、地域内の出身者を地域内の企業・組織に送り出す地域人材の循環の流れを形成する。もって、大学進学

時と卒業後の就職時に地方から大都市圏へ人材が流出している状況を食い止め、上田市の「地方創生」を推進する。 

募集人員の設定においては、上田地域定住自立圏域内出身者の進学機会の確保を図るための措置を講ずる。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（２）地域で活躍する人材育成に関する目標を達成するための措置 

 ア「地域を担う若者」の受け入れ 

 上田地域定住自立圏域内出身者の進

学機会の確保を図るため、推薦入試の
募集人員の設定において、長野県及び
上田地域定住自立圏域内出身者の優先

枠を設定する。 

68 学校推薦型選抜(推薦入試)に

ついては、長野県内高校在籍者特別

枠と定住自立圏域内特別枠を設け

ている。地域の大学として、特別枠

の充足のため地域内から生徒を受

け入れられるよう大学見学会、入試

説明会、面接ガイダンス等直接生徒

と出会う機会を通じて定住自立圏

域内の志願者を増やす努力をする。

また、併せて募集定員の見直しにつ

いても引き続き検討する。 

 総合型選抜（AO入試）及び学校推

薦型選抜（推薦入試）について、公

正性の観点から定住自立圏域の志

願者確保について検討・実施する。 

【取組内容】 

 令和 3 年度入試では、総合型選抜に地域特別枠

(定住出身者）を設定したことにより（学校推薦型

選抜は地域特別枠（県内）に変更）、上田地域定住

自立圏域の受験生が複数の入試区分で特別枠を利

用できる制度に改善した。結果として定住自立圏

域の受験生が増加し、例年以上に上田周辺地域の

学生を確保することできた。 

各学部の地域特別枠(定住)の募集定員と志願者

数、入学者数は以下のとおり（【 】は志願者数、

［ ］は入学者数）。 

〇総合型選抜 

・社会福祉学部 10名【16名】［10名］ 

・環境ツーリズム学部 5名【14名】［5名］ 

・企業情報学部 5名【16名】［5名］ 

〇学校推薦型選抜 地域特別枠(県内) 

・社会福祉学部 30名【38名】［27名］ 

・環境ツーリズム学部 15名【26名】［16名］ 

・企業情報学部 15名【34名】［15名］ 

地域特別枠での志願者が増えたものの、総合型、

学校推薦型とも前年度比で志願者数が減少してい

ることから、これまで推薦の実績があった高校へ

の働き掛けを強める。 

【資料番号】 

68-1 2021(令和 3)年度入学者選抜要項（再掲 55-1） 

68-2 2021(令和 3)年度入学試験実施結果（再掲

55-2） 

【今後の課題・方向性】 

 今後も積極的に上田地域定住自立圏域内の受験

生の確保に取り組む。 

上田地域定住自立圏域内出身者の確保について

は、コロナ禍での地元志向の強化等、令和 3年度

入試の特殊な状況もあったことから、今後の動向

を見ながら入学者選抜における特別枠を見直す。 

a 

(1)(2) 

・総合型選抜に地域特別枠を設定するなど、制度
を改善し、上田地域定住自立圏域や県内の学生
の確保ができている。 

(3) 

・前年度との比較が資料からは確認することがで

きないが、総合型及び学校推薦型選抜の志願者
数が減少していることは、十分要因を検証し、
対策が必要である。 

 

a 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（２）地域で活躍する人材育成に関する目標を達成するための措置 

 イ「地域で活躍する人材育成」の仕組み 

 （ア）教養教育において、対話的討論

や課題発見・問題解決型学修によ

り、自身で考え、判断し、明晰に

言語表現できる能力を養成する。 

（イ）専門教育において、企業・組織

での仕事や、地域社会での役割を

想定しながら、職業人として必要

な知識・能力・姿勢を養成すると

ともに、基盤的専門知識の修得と、

実践的応用力を養成する。 

（ウ）地域協働型教育において、地域
住民、企業・組織と協働しながら、

地域課題を発見し解決する教育を
展開することによって、課題発
見・問題解決能力を養成する。 

69 

①対話的討論を基本とした初年次

ゼミナールを展開することによ

り、学生自身が直面している課題

を自らの力で考え、判断し、明晰

に言語表現できる能力を養成す

る。また、地域や組織のなかで、

リーダーシップを発揮しながら

高い専門性と問題解決能力を持

った人材を育成するため、学部の

ディプロマポリシー、カリキュラ

ムポリシーに基づいた専門教育

を展開する。 

②ゼミナール費を活用し、地域協働

型教育をはじめ、フィールドワー

クやプロジェクト型学習など各

ゼミナールで展開している活動

の推進を図る。 

 

【取組内容】 

①初年次ゼミナールにおける、学生同士のグルー

プワークや教員との対話型学習やフィールドワ

ーク等の取組をとおして、学生の関心・意欲を

喚起するとともに、知識、理解力、思考及び判

断力を養成した。また、各教員には、担当科目

のシラバスに各ポリシーとの関係性を明記し、

学部の各ポリシーに基づいた専門教育を展開し

た。 

②フィールドワークは、新型コロナウイルス感染

症に配慮し、4月から 6月上旬まで実施を見合わ

せたが、6月末以降、活動エリアを主に県内に限

定し実施した。後学期は「新型コロナウイルス

感染拡大防止のための教育活動基準」を設け、

基準に基づく感染予防措置が講じられた場合の

み、県外実施を認めるなど、学生の健康と安全

を前提に実施した。また、オンラインによる地

域協働活動（インタビューの実施など）を展開

し、活動の推進を図った。 

 

【資料番号】 

  69-1  ゼミナール活動（具体例）  

  69-2  新型コロナウイルス感染拡大防止のため

の教育活動基準（2020.10.01版）（9-1再

掲）  

  69-3 地域協働活動取組状況(9-2再掲) 

 

【今後の課題・方向性】 

   新型コロナウイルス感染症対策を講じ、学生

の健康と安全を前提とし、フィールドワークや

プロジェクト型学習など各ゼミナールで展開し

ている活動の推進を図る。 

b 

(1) 

・教養教育、専門教育、地域協働型教育の実践が
確認でき、相応の進捗と判断する。 

(2) 

・このコロナ禍でも地域協働活動は大変多くの活

動が行われ、フィールドワークやプロジェクト

型学習など各ゼミナールで展開されているこ

とが確認できる。 

(3) 

・地域協働活動は教員個人のみの関わりとならな

いよう、産学官連携を図る中で、課題発見・問

題解決につながる事業展開に期待する。 

 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 ウ「地域の企業・組織に送り出す」仕組み 

 （ア）地域社会や企業・組織で必要と

される知識・能力・姿勢を把握で

きる仕組みを構築する。 

70 大学・入試説明会、業界仕事研

究セミナー及びインターンシップ

報告会等において地域社会の人材

ニーズについての情報を取集し、そ

れを関係部署、関係学部で共有す

る。 

項目 54再掲 

 

 

b 

項目 54再掲 
(1)(2) 

・企業等に対し、アンケート調査を実施し、学内

で共有している。 

・アンケート調査結果を教養教育カリキュラム改

革の検討に活かしている。 

・卒業生の在籍状況について追跡調査している。 

(3) 

・企業へのアンケート調査や卒業生の在籍状況の

調査結果を共有することも重要だが、その情報

を分析し、どう教育内容の改善に役立てるかが

重要となる。 

b 

 （イ）地域社会の人材ニーズを教育活

動に反映するとともに、学生が地

域に生きることを想定し、地域課

題の解決を意図するゼミナール、

実習、プロジェクトを推進する。 

 

71（項目 43 と同じ内容のため記載

なし） 

－ ‐ 

 

 

 （ウ）地域の企業・組織の魅力や理解

を深める機会として、企業・組織

と学生が交流する合同企業説明会

を開催する。 

72（項目 48 と同じ内容のため記載

なし） 

－ ‐ 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 ３ 地域貢献、地域の人材育成等に関する目標を達成するための措置 

（３）教育機関との連携に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 
市内の小学校、中学校、高等学校等の教育機関と連携した教育に取り組む。特に、高校と大学がそれぞれの教育資源を活用した教育に取り組むことで地域に定着し地域を支える若者の

育成につなげるため、高大連携による英語教育や公開講義、協働学修等を展開する。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（３）教育機関との連携に関する目標を達成するための措置 

 ア 教育機関と大学教育との連携強化 

 （ア）小学校・中学校・高等学校との

連携 

地域に定着し地域を支える若者を育
成するため、高校と大学がそれぞれの
教育資源を活用した教育に取り組む。 

73 信州上田学事業など、地域づく

り総合センターが取り組む地域協

働プロジェクトと連携しながら、小

中高大連携事業を推進する。 

【取組内容】 
 協定校 9 校（丸子修学館高校、佐久平総合技術
高校、蓼科高校、軽井沢高校、東御清翔高校、坂
城高校、中野立志館高校、エクセラン高校、高遠
高校）と、協定に基づき意見交換等を実施し、協
定校における高大連携事業のニーズ等の把握に努
め、協力支援を展開した。 
 上田千曲高校と連携協定を締結し、協定に基づ
き、具体的な高大連携事業を実施することとした。 
 高校との個別の連携事業として、蓼科高校（「蓼
科学」授業支援）、坂城高校（総合学習への学生派
遣）、長野高校（フィールドワーク協力）等、総合
学習の授業支援を行った。 
 小中学校との連携事業については、塩田西小、
上田第一中などに対して講師派遣を実施した(52
件)。今後の小中学校との連携事業プログラムとし
て、デジタル教材を活用した取組について、関係
者との意見交換を踏まえて企画検討した（上田西
小、塩尻小：ギガスクール構想）。 
 また、長野県総合教育センターと連携し、総合
学習に関する県内教員研修会を実施した。 
 
【資料番号】 
  73-1 協定高校との連携状況 

73-2 上田千曲高校生活福祉科と社会福祉学部 
との協定締結書 

73-3 蓼科高校との連携（蓼科学プレス発表資料） 
73-4 長野高校フィールドワーク授業資料（抜粋） 
73-5 上田市内小中学校への講師派遣実績 
73-6 デジタル教材を活用した地元小学校との 

打ち合わせ資料 
73-7 長野県内小中高教員研修会資料（抜粋） 

 
【今後の課題・方向性】 
  引き続き、信州上田学事業など、地域づくり
総合センターが取り組む地域協働プロジェクト
と連携しながら、小中高大連携事業を推進する。 

a 

(1) (2) 

・協定校との意見交換、ニーズ把握等により、高
大連携事業を実施している。 

・協定校との高大連携に加え、小中学校への講師
派遣、ＧＩＧＡスクール構想に関連した企画立
案を行っている。 

・小中高との連携を目指し、大変多くの事業が行

われており、各学校においても本大学の存在が

利となることと予想でき、評価できる。 

(3) 
・協定校 9 校以外の上田地域内の高校との協定締

結や、地域づくり総合センターで取り組む「地
域協働プロジェクト」の具体化により、さらに
小中高大連携を進めていく必要がある。 

 

a 

 併せて、専門領域の一部においては、

中学校・小学校の総合学習等を協働で

実施する。 

74（項目 73 と同じ内容のため記載

なし） － ‐ 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 ３ 地域貢献、地域の人材育成等に関する目標を達成するための措置 

（４）産学官連携に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 地域に根づいた教育研究活動を拡充し、もって地域に貢献するため、産業界、地域団体、自治体等と深い連携を図る。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（４）産学官連携に関する目標を達成するための措置 

 ア 産業界・地域団体との連携 

 （ア）「地域づくり総合センター」を窓

口として、産業界・地域団体との

連携を積極的に進め、受託研究に

取り組む連携協定の締結を促進す

る。（令和元年を目途に約１０件） 

（イ）教員業績データベースによる教

育・研究活動等状況に関する情報

の発信と受託研究等の促進を図

る。 

（ウ）大学のシーズ（教員の教育・研

究活動などの取組）を積極的に発

信し、地元企業や組織（社会福祉

法人等）のニーズとのマッチング

を図り、受託研究等や人材育成（職

員研修）、新規事業の展開・商品開

発等に結びつける。 

（エ）教育研究活動等の報告会を定期
的に開催し、大学の教育研究を促
進するとともに、研究成果を地域

社会へ還元する 

75 産業界・地域団体との連携協定

の締結を進めるとともに、連携協定

に基づいた事業推進を図る。 

researchmap（科学技術振興機構）

の利用情報の更新を徹底し、常に最

新の研究者の情報発信を進め、ネッ

トワーク構築に努める。 

 受託研究推進のために、ホームペ

ージ等を活用した情報発信や地域

協働プロジェクト等の連携活動を

通じて、地域ニーズと大学シーズの

マッチングを行う。 

【取組内容】 

 産学官連携を推進する基盤づくりとして、「長野

大学産学官連携ポリシー」、「知的財産ポリシー」

及び「知的財産取扱規規程」を定めた。 

 連携協定に基づきメルシャン（株）との椀子ワ

イナリー・セミナーを実施したほか、（株）コーセ

ーとのメイク・レンダリングシステムに関する受

託研究、（株）信栄食品とのイノベーション・プロ

ジェクト、（株）ながのｱﾄﾞﾋﾞｭｰﾛとの別所線復興デ

ザイン・プロジェクト等個別企業との連携事業を

推進した。 

 researchmap（科学技術振興機構）の利用情報の

更新を徹底し 最新の研究者情報を発信した。 

 間伐材利用による「丸太七輪」の特許申請が認

定された。（本学特許取得第 1号）。 

 信州 TLO からの協力要請により「経産省産学融

合拠点創出事業」の申請に参画した。 

【資料番号】 

  75-1 長野大学産学官連携ポリシー 

75-2 長野大学知的財産ポリシー 

75-3 公立大学法人長野大学知的財産取扱規程 

75-4 メルシャン㈱椀子ワイナリーのセミナー 

75-5 委託研究完了報告書（コーセー） 

75-6 信栄食品との企業イノベーションプロジ

ェクト（新聞掲載記事） 

75-7 ㈱ながのアド・ビューロとの別所線復興

デザインプロジェクト 

75-8 長野大学（初）特許証（丸太七輪） 

75-9 産学融合拠点創出事業申請書（信州 TLO) 

 

【今後の課題・方向性】 

 協定団体等との意見交換の場を設け、地域ニー

ズを把握する。 

 産学官連携ポリシー等の学内外周知をとおし

て、産学官連携事業の推進を図る。 

a 

(1) 

・産学官連携を推進するための整備が進められて
おり、相応の進捗と判断する。 

(3) 

・産業界や地域団体との連携を進めるとともに、

受託研究等の促進、研究成果の地域社会への還

元などにつながっていくことを期待する。 

・各企業や団体との連携協定に基づいた事業が推

進されていることは確認できるが、更にそれを

発展されたい。受託研究推進のために、ホーム

ページ等を活用した情報発信や地域共同プロ

ジェクトなどのマッチングを図られたい。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（４）産学官連携に関する目標を達成するための措置 

 イ 地方自治体等との連携 

 （ア）審議会等の委員の委嘱、講師の

派遣、行政課題の解決や人材育成

等のための共同事業の実施等によ

り、地方自治体、特に上田市との

連携強化に取り組む。 

（イ）上田市職員等の研修機関として
の役割を果たす。 

76 上田市との地域連携分野に広げ

た定期的協議の場の設定について、

引き続き協議する。 

 上田市地域づくり人材育成講座

やうえだ環境フェアなど ついて、

上田市と連携する。 

【取組内容】 

 審議会等の委員委嘱、講師の派遣（計 360件）、

協働事業の実施等をとおして、地方自治体との連

携を推進した。 

 上田市とは、協働事業（信州上田学事業、まち

なかキャンパスうえだ事業、ホストタウン事業）

の実施をとおして連携強化を図ったほか、地域政

策（スマートシティ推進課計画等）に関する意見

交換の場を設けた。また、上田市上野が丘公民館

と連携して市民向講座を開催した。 

 坂城町と「坂城町との実践モデル都市に関する

協定」に基づき定期的協議を実施し、坂城町総合

計画の策定には全学部の教員が関わり支援した。 

長野県地方振興局との意見交換や県からの要請

による事業協力（ゼロ・カーボンミーティングな

ど）をおこなった。 

連携協定を結ぶ塩田まちづくり協議会と意見交

換の場を設置し、上田市・日本遺産事業に協働体

制で申請するなど、連携強化を図った。 

 

【資料番号】 

76-1 令和 2年度の委員委嘱（66-6再掲） 

76-2 令和 2年度の講師派遣実績（66-7再掲） 

76-3 2020年度信州上田学事業報告（66-2再掲） 

76-4 まちなかｷｬﾝﾊﾟｽうえだ利用実績（11-2再掲） 

76-5 ホストタウン事業 

76-6 上田市上野が丘公民館との連携市民講座 

資料 

76-7 坂城町総合計画策定プロジェクト委員名簿 

（66-8再掲） 

76-8 長野県 ゼロカーボンミーテイング 

76-9 日本遺産事業申請書（抜粋）  

 

【今後の課題・方向性】 

 上田市との地域連携分野に広げた定期的協議の

場の設定について、引き続き協議する。協定団体

との意見交換の場を設け、地域ニーズを把握する。 

b 

(1) 

・審議会等の委員委嘱、上田市や坂城町と連携し
た協働事業等が行われており、相応の進捗と判
断する。 

(3) 

・地域ニーズの把握は協定団体のみにとどまら

ず、定住自立圏内の市町村や地域企業との連携

なども視野に、体制の強化を図りながら情報を

収集し、事業展開に努められたい。 

b 
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第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 ４ 国際交流に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 海外の大学との連携、留学生の受け入れ及び留学生と地域との交流を推進し、国際化社会に求められる人材を育成するとともに、地域産業の国際化に寄与する。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

４ 国際交流に関する目標を達成するための措置 

（１）海外学術交流協定大学との人材交流 

 ア 留学生の受け入れ 

地域企業・組織における海外の人材
ニーズを把握するとともに、地域企
業・組織に送り出す仕組みを構築する

など留学生にとって魅力ある取組を進
め、地域産業の国際化に寄与する。 

77 

①本学に留学生を送りだしている

日本語学校等を訪問し、各学部の

特徴や入試情報を積極的に広報

する。 

②留学生に対しては面談支援・個別

相談支援を行うとともに、地元企

業の説明会等の案内を行い、留学

生の採用に意欲的な企業・組織に

ついて理解が深められるように

支援する。 

③留学生を地元企業・組織に送り出

す仕組みの構築に向け、企業との

連携を図る。 

 

【取組内容】 

 就職活動前の 3年次秋に面談を実施し本人の希

望や不安について確認するとともに、それ以降も

継続的に個別の相談支援を行った。   

また、留学生向け就職セミナーや企業説明会の

案内を提供し、就職に繋がる支援を行った。予定

していた日本語学校訪問は、コロナ禍に配慮して

中止とした。 

   業界・仕事研究セミナーにおいて、引き続き、

採用担当者に対して、「グローバル人材について

どのような能力、姿勢が必要か」「これまでの外

国人留学生の採用実績」「今後の外国人留学生の

採用方針」「外国人留学生の採用の際に考慮する

こと」等について、アンケートを実施した。アン

ケート結果は、関係する 4センター学生支援対策

室で確認・共有し、今後の就職支援やカリキュラ

ム内容の検討に活かすことにした。 

 

【資料番号】 

77-1 業界・仕事研究セミナーアンケート結果 

（26-2再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

 地域企業・組織に対して、グローバル人材の育成

や留学生の就職支援にかかるアンケートを継続し

実施する。 

c 

(1) 

・留学生への案内の提供や、企業へのアンケート
は実施されているが、留学生本人への就職支援
に結びついた成果が確認できない。 

(3) 

・留学生が安心して将来を考えられるような包括

的な支援が、コロナ禍でも必要ではないか。 

・意欲的な地域企業・組織とのマッチングやカリ

キュラム内容の検討など、収集したアンケート

結果を分析・活用しながら留学生支援の充実を

図られたい。 

・留学生を地域企業・組織に送り出す仕組みの構

築については、業界・仕事研究セミナーでのア

ンケート実施止まりで、送り出す仕組みにまで

至っておらず、仕組みづくりの検討が必要であ

る。 

・企業における海外の人材ニーズを把握するため

に、企業の採用担当者に対する留学生に特定し

たアンケート方法の改善が必要である。 

 

c 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

４ 国際交流に関する目標を達成するための措置 

（１）海外学術交流協定大学との人材交流 

 イ 新たな学術交流協定の締結と国際社会で活躍できる人材育成（海外研修・留学の推進） 

 地域産業の国際化に寄与できる人材

を育成するため、「語学学習」の充実を

図る。    

78（項目 4と同じ内容のため記載な

し） 

 
－ ‐ 

 

 
 また、学生の海外研修・留学や教員

の共同研究を推進するため、海外の大

学との新たな学術交流協定の締結に取

り組む。 

 

79 クライストチャーチ工科大学と

醒吾科技大学との協定を目指す。 

【取組内容】 

 新型コロナウイルス感染症のため、両校への訪問

が実現できず、具体的な進展が得られなかった。

メールでの連絡やリモートによる対話を行い、コ

ミュニケーションの継続を図りながら、関係構築

に取り組んだ。 

 

【資料番号】 

79-1 クライストチャート工科大学とのオンライ

ンミーティングについて 

 

【今後の課題・方向性】 

引き続き、コロナ禍を考慮した協議を継続し、

英語圏の協定校を開拓する。 

c 

(1) 

・クライストチャーチ工科大学（ニュージーラン
ド）との協定に向けたオンラインミーティング
は実施されているが、具体的な締結の計画には
至っていない。 

・醍吾科技大学（台湾）との進捗は確認できない。 

(3) 

・英語圏のほか、学生の交換留学や学術交流に結

び付く海外の協定校の開拓について、受入れ体

制の整備も含めた検討が必要と考える。 

 

・英語圏大学との連携・協定の進捗が進んでいな

い。台湾・ニュージーランド以外も視野に入れ

るべきである。 

c 

（２）留学生への支援体制の充実 

 ア 留学生支援体制の整備 

国際交流に関する専任スタッフの配
置等により、留学生の学修環境、就職、

進学、在留資格認定証明書交付申請等
の支援体制の充実を図る。 

80 留学生が不安なく学生生活を

送れるよう、学修環境や就職、進学、

在留資格認定証明書交付申請等の

支援を行う。 

 

【取組内容】 

 継続して、専任スタッフによる留学生支援を実施

した。 

 

【資料番号】 

  80-1 2020年度専門スタッフ支援内容記録 

 

【今後の課題・方向性】 

 次年度以降も継続して留学生支援を実施する。 

a 

(1) 

・専任スタッフの支援内容の資料からは、進学や
就職に関する支援などの状況が確認できない。 

(3) 

・支援内容の充実とともに、地域や学生間での交

流を図るなどの対応も検討されたい。 

・専門スタッフによる留学生の支援内容の充実・

交流の活性化が必要である。 

 

b 
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第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

 １ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 
経営の責任者である理事長と教学の責任者である学長の主導の下に、法人及び大学の各組織の権限と責任を明確にし、迅速な意思決定と実行力のある組織体制を構築するとともに、教

職員全員が大学のビジョンを共有し、目標に向かって取り組む。 

また、外部有識者等の参画を得て、理事会、経営審議会、教育研究審議会等の組織の機能を強化し、戦略的な組織運営を行う。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

（１）迅速かつ適切な運営体制の構築 

 ア 理事長と学長（副理事長）の主導の

もとに、法人及び大学の各組織の権

限と責任を明確にし、迅速な意思決

定と実行力のある組織体制を構築す

るとともに、大学のビジョン、目標

に向かって教職員全員が一丸となっ

て、取り組む。 

 

81 教職員や審議会委員等におい

て、ジェンダーバランス（多様性）

の確保に努める。 

【取組内容】 

 ジェンダーバランスを確保するため、教育研究

審議会委員に女性 1名を、理事会においては、令

和 3年度から外部理事３名（３名のうち女性２名）

を増やすように調整し、大学運営の多様性の確保

に努めた。 

 

【資料番号】 

 81-1 役員、専任教員の状況（女性の割合） 

 

【今後の課題・方向性】 

 理事の女性登用を進める。教員公募にあたり、

積極的に国際公募を進め、多様性の確保に努める。 

b 

(1)(2) 

・理事の増員、ジェンダーバランスの確保が図ら
れるなど、相応の進捗と判断する。 

・令和２年度においては、教育研究審議会委員に
1 人、専任教員に 2 人女性が増え、ジェンダー
バランスの改善をしようしていることは理解
でき、動きがあったことは評価できる。 

(3) 

・令和２年度においては、教育研究審議会委員に
1 人、専任教員に 2 人女性が増え、ジェンダー

バランスの改善をしようしていることは理解
でき、動きがあったことは評価できる。一方で、
役員・専任教員全体での女性の割合は 13.4%で

あり、バランスが確保できているとは言い難い
ため、多様な方達から意見を聞く体制の構築に
努められたい。 

b 

 イ 小規模組織の利点を活かし、教育

改革など具体的な政策形成の過程に

おいて、経営と教学とが日常的にす

りあわせが行える運営体制、形態の

仕組みを構築する。 

 

82 経営目標（入学定員充足率、ST

比、担当コマ数、人件費比率、授業

数）を設定し、大学運営に反映する

仕組みを設ける。 

【取組内容】  

人件費の現状分析と抑制等の経営課題を確認し

た。入学定員充足率については、財務的に有利な

文部科学省通知による上限数とし、今後の大学改

革に支障がないよう定員管理を行うよう各学部に

依頼した。毎月の理事会議題調整会議（学内理事

会）において、理事会の議題とともに経営と教学

の課題のすり合わせを行うよう運営した。 

 

【資料番号】 

82-1 人件費の分析と人件費抑制のための協議事

項（令和 2年 12月 23日理事会説明資料） 

 

【今後の課題・方向性】 

学長主導による、理事長、学長、副学長、常任

理事、事務局長等による打ち合わせの頻度を増や
し、具体的な政策形成を図る。 

c 

(1) 

・学内理事会において、経営と教学の議題の擦り
合わせが行われたが、年度計画に掲げた経営目
標の設定、大学運営に反映する仕組みの構築は
達成されていない。 

(3) 

・打合せの頻度を増やすことで、経営分析の結果
を共有し、大学運営に反映させる仕組みづくり

につながることを期待する。 

・経営目標を設定するにあたり、現在の教学状況
や大学規模に見合う理想の姿は、他大学との比

較や各指針などで大方の算出ができないのか。 
・現行の積算方法による分析をいくら行っても、
問題の本質は見えてこないと考える。 

c 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

（１）迅速かつ適切な運営体制の構築 

 ウ 不断の改革を実行するため、教職

員がその責務を自覚し、当事者意識

をもって大学運営に参画する仕組み

を構築する。 

83 学内理事等（理事長、学長、常

任理事、副学長等）による学内理事

会を開催し、経営側と教学側との考

えのすりあわせを行う。 

【取組内容】 

 理事会議題調整会議（学内理事会）で確認した

教学と法人双方の考えをくみ取り、事務レベルで

議題を提示する動きが必要であると考え、年度途

中から月に 1 度の課長会議の場で理事会に提示す

る議題と議案の確認・調整を行う事とし、全学的

な視点でより精査された内容の議案を理事会で審

議できるようにした。 

 

【資料番号】なし 

 

【今後の課題・方向性】 

理事会等の議題については、あらかじめ全部局

長により内容等を確認する場（課長会議）で協議

することにより、議題の精査を徹底する。 

b 

(1) 

・理事会での審議内容について、全学的な視点で
議案提出できるよう、月に 1 回の課長会議の場
を設けた。 

(3) 

・課長会議の場での協議を通じて、教職員が当事

者意識を持ち、共通認識のもと大学改革が実行
されていくことに期待する。 

・理事会に提示する議題と議案の確認・調整を月

に 1 度の課長会議の場で行うとあることから、
この課長会議の質が問われると判断される。そ
の質をどう維持していくかが重要である。 

b 

（２）自主的・自立的かつ効率的な運営体制の構築 

 ア 理事や経営審議会委員に学外有識

者を登用して、大学改革に必要な学

内外の情報収集・分析に取り組む「総

合戦略室」を設置するなど、組織の

機能を強化し、戦略的な組織運営を

行う。 

 

84 

ア 組織改編し、大学改革を設置者

とともに推進する。 

【取組内容】 

学部学科再編室を設け、上田市からの出向職員

を専任で配置するなどして、室の機能を高め、学

部学科再編や理工系学部の検討等を進めた。法人

が進めてきた大学改革(改組、学部新設等)を具体

化させ、教学側の検討を促し、ワーキングチーム

等による具体的な検討が開始された。 

 

【資料番号】 

84-1 公立大学法人長野大学組織体制 

 

【今後の課題・方向性】 

 学長サイドに学部学科再編室を移し、引き続き

に学長の強力なリーダーシップにより検討のスピ

ードを加速させる。 

b 

(1)(2) 

・学部学科再編室を設置し、上田市からの出向職

員を専任で配置して検討を進めるなど、相応の

進捗と判断する。 

(3) 

・戦略的な組織運営となるよう、更なる組織の機

能強化を図られたい。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

（２）自主的・自立的かつ効率的な運営体制の構築 

 イ 監査制度の活用による法人業務の

適正処理を確保する。 

（ア）監事を中心とした実効性のある

監査体制を整備する。 

（イ）監査結果を大学運営の改善に反

映させる仕組みを構築する。 

85 

イ 法人の組織体制を強化し、業務

方法書において規定されている

内部統制、コンプライアンスの強

化に向けた各規程・仕組みの検証

やチェック体制の見直しなど、適

正な法人運営を行う。 

 

ウ 内部監査規程に基づき監査を

行い、その結果を監事、理事長に

報告し、大学運営に反映させる。 

【取組内容】 

 適正な法人運営を行うために、内部監査の指摘

事項について改善に取り組んだ。人事（超勤管理）

に関しては、システムの導入による労務管理の徹

底し、また、教員の兼業に関しては、兼業規程を

制定し、兼業の在り方を見直すとともに、兼業許

可者を規定どおり理事長とすることを学内に周知

した。 

内部監査については、監査計画に基づき監査を

実施した。 

令和元年度 

 監査事項    ４件 

    指摘事項    ２件 

    改善指示事項  ２件 

    令和３年度フォローアップ監査事項 ２件 

令和２年度 

 監査事項    ６件 

    指摘事項    ６件 

    改善指示事項  ２件 

    令和３年度フォローアップ監査事項 ６件 

令和３年度 

 監査事項    ３件 

 

【資料番号】 

 85-1 内部監査計画書 

85-2 内部監査報告書（抜粋） 

 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き、計画のとおり内部監査を実施すると

ともに、令和元年度及び令和２年度監査において

指摘された事項の改善状況を検証する。 

a 

(1)(2) 

・内部監査の計画が策定され、計画に基づく監査
を実施している。 

(3) 

・監査結果の指摘事項の改善状況についても確実

に検証を行い、法人業務の適正処理の確保につ

なげたい。 

・内部監査は、その監査の見方によって様々な指

摘事項が出され、そのサイクルを毎年確実に回

すことで少しずつ改善がなされていく。内部監

査自体が慣れや形式的にならないことを望む。 

a 
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第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

 ２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 
地域社会から評価される大学となるべく、地域の特性や受験生のニーズ及び地域からの意見・要望を踏まえ、時代や社会に求められる学問領域、学部・学科編成を検討する。 

併せて、研究教育体制を強化・高度化するために、大学院の設置について検討する。 
 

 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

（１）学部・学科編成の見直し 

 開学後、速やかに学内委員に学外有
識者委員を加えた検討組織を置き、地
域社会から評価される大学となるべ

く、受験生のニーズ及び地域企業など
からの意見・要望などを踏まえ、時代
や社会に求められる学部・学科・コー

ス編成の改編を検討する。なお、改編
にあたっては、文理融合の視点から、
現行の「社会科学系」領域に加え、「理

工系領域」など新たな学問領域の設置
を検討する。 

86 

ア 大学改革室を学部学科再編室

に再編し、学部学科再編に向けた

体制の強化を図る。 

イ 学部学科再編室に準備委員会

を設け、外部識者による意見を参

考に再編内容の具体化を図る。 

ウ 再編に伴う施設・人員・運営・

工程等について、設置者と具体的

協議を行う。 

エ 関係する機関、団体とも協議を

行い、地域ニーズとの整合を図

る。  

 

【取組内容】 

ア 理工系領域の学部学科を設置検討するため、4

月に法人組織に学部学科再編室を設置し、上田

市からの派遣職員を中心に室長以下 6 名を配置

した。また、既存学部の再編検討を継続するた

め、大学改革室を廃止する代わりに、大学改革

担当を 2名配置した。10月に大学全体の学部学

科再編の調整役として事務局次長 2 名を「学部

学科再編参与」に位置付けた。 

イ 理工系領域の学部学科設置について、主に外

部有識者 13 名で構成する学部学科再編準備委

員会を設置した。同委員会を計７回実施（うち

ウェブ会議 4回。個別又は一部複数名による。）

し、趣旨説明及び意見交換を行った。 

ウ キャンパスマスタープランに基づく施設整備

計画及び学部再編に係る検討状況について上田

市に説明し、学部学科再編の方向性を確認した。 

  既存学部の改革再編について、大学院学部設

置検討委員会で既存学部改革の検討を開始し、

既存 3学部の再編構想案を作成した。 

エ 学部学科再編（特に理工系学部設置）に係る

地域産業界等のニーズ調査を実施し、地域産業

界等が求める人材像の把握・分析を行った。 

 

【資料番号】 

 86-1 公立大学法人長野大学組織体制（84-1 再掲） 

 86-2 大学院・学部学科再編構想案 

 86-3 理工系学部の設置検討に関する答申書 

（抜粋） 

 86-4 学部学科再編の推進について 

 86-5 キャンパスマスタープラン（ダイジェス

ト版） 

 86-6、98-1 既存 3学部の再編について 

 86-7 学部学科再編に係る地域産業界等のニー

ズ調査・分析業務プロジェクト 最終報

告資料 

b 

(1) 

・理工系領域の学部学科の設置検討に関する協
議、キャンパスマスタープランの策定や地域産
業界のニーズ調査などを進めており、相応の進
捗と判断する。 

(3) 

・組織体制の強化を図るとともに、構想案を具体
化するために核となる教員の採用などの人事

計画、施設整備や財務に関する検討も並行して
実施する必要がある。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

（１）学部・学科編成の見直し 

   【今後の課題・方向性】 

 理工系学部設置と既存学部再編を推進するた

め、令和 3 年 4 月より学部学科再編室と教学組織

に配置していた大学改革担当を統合し、学長直下

に配置する。 

 理工系領域の学部学科設置について、地域ニー

ズや国等の動向を 踏まえ、「大学院・学部学科再

編構想」等に基づき、計画の具体化を図る。その

ために核となる教員を採用する。 

 既存 3学部の改革について、令和 2年度に大学

院学部設置検討委員会がまとめ、理事会で報告し

た検討報告書の内容を精査し、大学院・学部学科

再編構想案に基づく計画を立案する。 

 

 

 

（２）大学院設置の検討 

 地域づくりを担い、地元企業や組織

で必要とされる高度な人材を育成する

とともに、専門的な資格の取得を促進

し、地域課題の解決に寄与する「大学

院」の設置を開学後、速やかに学内委

員に学外有識者委員を加えた検討組織

を置き、検討する。 

 

87 認可申請した福祉系大学院につ

いては、文部科学省と協議を進め

るとともに、施設の整備を行う。 

【取組内容】 

 令和 2 年 3 月に文部科学省に認可申請した福祉

系大学院の設置については、設置計画に対する審

査意見等への対応を図り、10 月に「総合福祉学研

究科」の設置が認可された。併せて、設置計画に

基づき、教員採用や 7 号館の大学院棟への改修工

事など、令和 3 年度の開設に向けた準備を計画的

に進めた。 

 

【資料番号】 

 87-1 総合福祉学研究科パンフレット 

 

【今後の課題・方向性】 

令和 3 年 4 月 1 日に開設した総合福祉研究科に

ついては、設置計画に基づき、教育研究、学生支

援等を確実に履行する必要がある。 

a 

(1) 

・文部科学省との協議を進め、長野大学大学院が
設置され、施設整備もなされたことから目標は
達成されている。 

(3) 

・設置された大学院の確実な履行とともに、学部

学科再編の検討に併せ、他学部での大学院設置

についても定員充足できるよう、引き続きの検

討が必要である。 

 

 

a 

                          



 

71 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

 ３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 
人事政策を立案する組織を設置するとともに、教職員に対して公立大学の職員としての自覚を喚起する。 

また、能力、意欲及び業績が適切に評価され、処遇に反映されるなど、教職員にインセンティブが働く制度を構築し、資質の向上と人事の適正化を図る。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

（１）柔軟な人事制度の構築 

 ア 特任教員等の任用制度を導入する。 88 中期計画達成済 
－ ‐ 

 

 
 イ 裁量労働制を導入する。（平成３０

年度～） 

89 教員の裁量労働制に関しては、

監督官庁から全教員への導入は困

難との見解があることから、さらに

導入可能な部局があるかどうか、他

大学の実施状況や事例を確認し、適

正な対応を探る。 

【取組内容】 

 公立大学法人等事務研究会を通じて他の公立大

学との「在宅勤務」や「裁量労働制」の取組に関

する情報交換を行った。 

これらを通じて、本学の教員の裁量労働制導入

にむけて、上田労働基準監督署の見解（全業務の 5

割以上が研究でなければならない）を詳細に聞き

取りしたうえで、改めて、来年度、労働組合との

協議を行う。 

 

【資料番号】 

89-1 令和 2 年度公立大学法人等運営事務研究会資

料 

 

【今後の課題・方向性】 

教員の働き方として、組織の簡素化等により管

理運営業務に従事する時間を減少させ、教育・研

究業務への従事時間を増加させるなどの課題に取

り組み、裁量労働制の導入に向けての協議を進め

る。 

b 

(1) 

・裁量労働制の導入に向けた情報交換を行ってお
り、相応の進捗と判断する。 

(3) 

・他大学の事例などを参考に検討のうえ、計画に

掲げた項目が達成されるよう取り組まれたい。 

b 

（２）教員業績評価制度の構築 

 開学後、速やかに教育・研究の促進

を目的とした、多面的な視点による新
たな教員業績評価制度を検討するとと
もに、評価結果を研究費の増額やサバ

ティカル制度の活用等に反映させるな
どインセンティブが働く仕組みを構築
する。（令和元年度～） 

90（項目 18 と同じ内容のため記載

なし） 

 
- - 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

（３）職員の資質向上に関する取組  

 公立大学法人職員に必要な教育研究

活動支援等の知識及び技能習得や、職

員の能力及び資質を向上させるための

SD 活動（Ｓｔａｆｆ Ｄｅｖｅｌｏｐ

ｍｅｎｔ：大学等の管理運営組織が、

目的・目標の達成に向けて十分機能す

るよう、管理運営や教育・研究支援に

関わる事務職員・技術職員又はその支

援組織の資質向上のために実施される

研修）などの研修を行う。 

 

91 

ア スタッフディベロップメント

（SD）のための研修会に職員を派

遣する。 

イ 上田市の職員に対し開催される

研修会についても、関係職員を派

遣して必要な知識の習得、情報収

集を行う。 

【取組内容】 

 新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、

職員は、オンラインによる研修の受講を中心に、

ＳＤを推進した。 

特に、公立大学協会、公立大学法人等運営事務

研究会、福祉系大学経営者協会等における他大学

との交流事業の中で、コロナ禍での各大学の取組

についての情報交換等を行い、学内業務の改善に

役立てた。 

 

【資料番号】 

91-1 研修・セミナー派遣一覧 

 91-2  信州大学視察（財務等）出張報告書 

 

【今後の課題・方向性】 

引き続き、職員研修に関する年度計画を策定し、

計画的なＳＤを推進する。 

b 

(1) 

・オンライン研修によるＳＤ活動が推進され、他
大学との情報交換が行われており、相応の進捗
と判断する。 

(3) 

・年度計画にもあるように、上田市で開催される

研修会への参加も含め、職員研修に関する年間

の計画を策定し、職員の資質向上に努められた

い。 b 

 また、関連団体が実施する研修に参

加する機会を設け、公立大学法人の職

員としての自覚を喚起する。 

92 

ウ 外部団体が主催する専門性の高

い研修会に、担当職員を派遣す

る。 

【取組内容】 

 部局ごとの専門的な知識や情報収集のため、各

種研修を受講し、職員の能力開発を効果的に推進

した。 

 

【資料番号】 

92-1 研修・セミナー派遣一覧（91-1再掲） 

 92-2  信州大学視察（財務等）出張報告書（91-2

再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

 新型コロナウイルス感染症に配慮しながら、研

修会への派遣（オンラインによる受講）等を行う。 

b 

(1) 

・関係団体が主催する研修会にオンライン参加す
るなど、相応の進捗と判断する。 

 

b 
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第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

 ４ 事務の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 事務処理の簡素化、外部委託の活用、情報化の推進等によって効率化・合理化を図るとともに、事務組織の見直しを随時行う。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

４ 事務の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

 （１）事務処理の内容及び方法につい

て、定期的な点検を実施し、必要

に応じて改善を行う。 

 

93（１）見直した業務方法書に基づ

き、規程の見直しを行う。マニ

ュアルの再点検を実施する。 

【取組内容】  

公立大学 1 年目に入学した学生たちが令和 2 年

度に卒業するのを機に、学生の質の変化を踏まえ

た事務業務の点検を行い、学生団体（サークル）

や学生の懲戒の規程がないという課題があったた

め、規程やマニュアル作成等を行い、業務改善を

行った。 

 

【資料番号】 

 93-1 令和 2年度新規制定・改正規程等一覧 

 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き、業務効率化に向けて、業務改善を行

う。 

b 

(1) 

・課題に応じた規程やマニュアルの作成を行って
おり、相応の進捗と判断する。 

(3) 

・業務の効率化・合理化に向けた業務改善につな

がるよう、定期的な点検をお願いしたい。 

b 

 （２）業務内容の変化に柔軟に対応し、

効果的かつ効率的な事務処理がで

きるよう、事務組織の定期的な見

直しを行う。 

 

94（２）部局間の連携強化に向けた

組織の見直しを行う。若手職員

による「業務改善ワーキングチ

ーム」を設置し、各種業務改善

に取り組む。 

【取組内容】 

 若手職員からの業務課題等について意見を求め

集約し、課長会議で共有した。今後は「業務改善

ワーキングチーム」を設置し、業務改善方策につ

いて、検討を行うこととした。 

 

【資料番号】 

 94-1 若手職員による業務改善提案書 

 

【今後の課題・方向性】 

 業務改善の実行と人件費削減を念頭に、事務業

務の機械化（ＡＩ化）、外部委託化についての検

討を進める。 

b 

(1) 

・業務課題等の意見を集約し、情報共有が図られ
た。 

(3) 

・「業務改善ワーキングチーム」で検討された改

善方策は、ＡＩ化や外部委託化などを含め、学

内での実現に向けた協議につながるよう進め

たい。 
・若手職員からの意見を集め、そこからワーキン

グチームが設置されたことによる効果に期待
したい。 

・大学の業務についても、デジタルトランスフォ

ーメーション（DX）は必要だと思うが、何か進

められていることはあるか。技術の導入だけで

なく、ユーザーを中心としたトランスフォーメ

ーションが必要であり、時間のかかることなの

で、早めに取り組んでいただきたい。 

b 

 （３）全学的な課題（退学者減少等）

に迅速に対応できるよう、組織横

断的に取り組むプロジェクトチー

ムを柔軟に発足させる体制を整備

する。 

95（３）大学関係部門とともに課題

を掘り起こし、発見された課題

に対して改善する。 

（４）広報活動に関する教職協 

働、各課横断プロジェクトを発

足させる。 

項目 94再掲 

 

b 

項目 94再掲 
 

b 
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第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

 １ 安定的な経営確保に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 
安定的な経営を維持するため、経営責任の明確化による戦略的な大学運営を実現し、志願者の増加と入学定員の確保、並びに自己収入の増加と経費削減に取り組み、収支構造の改善

を図る。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

１ 安定的な経営確保に関する目標を達成するための措置 

（１）組織の見直し 

 ア 学部・学科再編の検討 

 平成２９年度から、志願状況や入学者
の成績の追跡調査を実施し、 

96  志願状況、入学者の成績の追跡

調査を実施し、分析した結果を学部

学科再編に反映させる。学部・学科

の学生募集・入学者選抜について具

体的な計画を検討する。 

【取組内容】  

 公立大学法人化後に入学した 4 年生までの学習

修得状況を確認した。結果は、入試区分ごとで GPA

の数値に大きな差がでておらず、アドミッション

ポリシーを踏まえた入学者選抜が実施されている

ことが確認された。これを踏まえて、GPAと入試区

分（入試科目）の相関関係に関する資料をまとめ

理事会において報告・提案を行った。 

 

【資料番号】 

  96-1 理事会報告資料（58-3再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き、学生募集・入学者選抜の強化に取り

組み、学部学科再編時の入学者選抜の計画策定に

活かす。 

b 

(1) 

・入学者の学習修得状況の分析結果について理事
会に報告し、志願者確保対策の提案を行った。 

(3) 

・中期目標にある「学部・学科再編の検討」につ

ながる分析結果の反映が求められる。 

・入学者成績の追跡調査とその考察が提出されて

いることを確認したが、それが学部学科再編に

つながる検討に役立っているか分からない。 b 

 地元の高校及び地域経済界等の要望

提言を参考に、学部・学科再編に向け
て現行の学部・学科のカリキュラム編
成の見直しに着手する。 

97 （項目 96と同じ内容のため記載

なし）  
－ ‐ 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

１ 安定的な経営確保に関する目標を達成するための措置 

（１）組織の見直し 

 イ 適正な入学定員の見直し 

 平成３０年度募集入試から新たなコ

ースを設定するなどして、環境ツーリ

ズム学部及び企業情報学部の入学定員

を見直す。 

98 学部学科再編構想案に基づき、

全学部の定員を見直すとともにロ

ードマップを策定する。 

 

【取組内容】 

 大学院・学部学科再編構想案の入学定員（社会

福祉学部は現行 150名を 95名に、環境ツーリズム

学部及び企業情報学部は現行各 95名、計 190名を

再編統合を行った上で計 150 名とする）を踏まえ

た既存学部再編について、大学院学部設置検討委

員会で検討し 11月理事会において、同委員会委員

長が既存 3 学部の再編構想案を報告した（報告内

容のうち、入学定員については次のとおり。） 

 社会福祉学部は「当面は 150 名の入学定員の維

持が適切」とし、環境ツーリズム学部・企業情報

学部の統合学部は開設当初は現行と変わらず各学

科 95名（計 190名）とし理工系学部開設年度以降

に各学科 75名（計 150名）としている。 

 

【資料番号】 

 98-1 既存 3学部の再編について（86-6再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

 既存３学部の改革について、大学院・学部学科

再編構想案に基づく再編計画を早期に策定し、改

革を実行する。 

b 

(1) 

・年度計画に掲げたロードマップの策定に至って
いない。 

(3) 

・既存 3学部の再編検討結果の提出が、学部の定

員見直しとそのロードマップとは判断し難い。 

・学部学科再編構想案に基づく形で、建設的かつ

具体的な検討を重ね、ロードマップの策定を早

急に進めていただきたい。 

 

c 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（２）志願者増加と入学定員の確保 

 ア 学生募集活動 

 学ぶ意欲の高い志願者を安定的に確

保し、増加させるため、ホームページ

や大学案内、進学業者の媒体などで、

大学の特徴や学びの内容の周知を図る

など「間接広報」を展開するとともに、 

 

 

99 学生募集活動の中でも面接ガイ

ダンスの取組で「直接広報」は有効

であることからその効果を測定で

きるような工夫を行うとともに、

「大学・入試説明会」の時期・場所

等について、効果的な方法を戦略的

に検討し、実施する。 

 「間接広報」として、本学の特徴

や学びの内容、教員の研究内容等を

映像化し、効果が得られるコンテン

ツを増やしていく。 

 

【取組内容】 

 新型コロナウイルス感染症の影響で志願者と対

面による募集活動ができない状況の中で、オンラ

イン等を活用した広報に切り替え「オープンキャ

ンパス」をはじめ「入試相談」や「大学・入試説

明会」を実施した。画面を通じて受験生の状況の

確認や、進学に関する生の声を聴くことができた

ため、コロナ禍における学生募集活動の手段とし

て、その有効性を確認できた。 

 一般選抜の受験生にアピールするための「間接広

報」として、本学の特徴や学びの内容、教員の研

究内容等を映像化し、学生募集における効果が期

待できるコンテンツを増やした。 

 

【資料番号】 

  99-1 大学案内パンフレット 

99-2 キャンパスニュース 2020年度(12月) 

99-3 長野大学 HP 動画サイトの紹介 

99-4 共通テスト直後の大学紹介 DM用チラシ 

 

【今後の課題・方向性】 

 今後作成する大学案内パンフレットからも配信

動画にアクセスできるよう工夫する。オンライン

等を利用した広報の効果も利用しながら、安定的

に志願者を確保していく。 

b 

(1) 

・学生募集に関して「直接広報」と「間接広報」
を展開しており、相応の進捗と判断する。 

(2)  

・コロナ禍でもオンラインでの対応、コンテンツ

の増加などで、再生回数の結果を見ると一定の

効果があったと評価できる 

(3) 

・ホームページのリニューアルも併せ、効果的な

学生募集活動の展開に期待する。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（２）志願者増加と入学定員の確保 

 ア 学生募集活動 

 オープンキャンパス、進学相談会の

参加ほか、志願者分析による対象地域

高校等への高校訪問や教員対象説明会

を開催するなど「直接広報」を戦略的

に展開する。 

 

100 

①オープンキャンパスは、年 2回実

施する。内容は、入試説明に関し

ては在学生を起用し、本学での学

びを紹介する等、各学部の特徴を

生かした企画とする。 

②志願者分析による対象地域高校

等への高校訪問や教員対象説明

会を開催する。また、進学情報業

者の分析結果を参考に効果的な

学生募集広報を実施し、進学相談

会に積極的に参加する。 

③県内外の高校進路指導担当者へ

の大学・入試説明会を実施するこ

とで、本学に受験を希望する生徒

の進路決定時期前に情報提供が

できるようにする。開催する地域

についても令和元(2019)年度の

参加状況を踏まえて検討する。 

④ 学校推薦型選抜（推薦入試）の

受験希望者に対しての入試説明

会を実施する。 

【取組内容】 

 ①オープンキャンパスは、従来の対面実施形式を

オンライン開催に切り替え、2回実施した。模擬

授業（録画動画配信）や学生たちによる本学で

の学びを紹介する等、各学部の特徴を生かした

企画とした。 

 ②新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、県

外の高校訪問や進学業者による進学相談会は実

施することができなかったが、進学情報業者の

分析結果を参考に、一般選抜に向けて学生募集

広報は実施することができた。 

 ③コロナ禍ではあったが、県内外の高校進路指導

担当者への大学・入試説明会はオンラインで実

施することができた。 

 ④コロナ禍において、移動の制限がある中、総合

型選抜、学校推薦型選抜の受験希望者に対して、

近隣の高校については入試説明・面接ガイダン

スを積極的に実施した。 

 

【資料番号】 

  100-1  オープンキャンパスチラシ(8月) 

100-2 オープンキャンパス実施結果 

100-3 大学・入試説明会実施要領（一部） 

100-4 大学・入試説明会 PPT資料 

100-5 大学・入試説明会実施結果 

100-6 面接ガイダンスの感想（再掲 56-4） 

 

【今後の課題・方向性】 

「直接広報」の有効性は理解しており、対面で

の広報活動を実施したいが、今後のコロナの状況

を注視しながら「間接広報」を効果的に使い広報

活動を実施したい。 

b 

(1) 

・コロナ禍の状況にある中、対面実施をオンライ
ンに切り替えるなど工夫し、オープンキャンパ
ス、学生募集広報などを実施している。 

(3) 

・「間接広報」の効果的な活用方法について、こ

れまでの経験や今後の動向等を踏まえながら、

更に研究を進めていただきたい。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（２）志願者増加と入学定員の確保 

 ア 学生募集活動 

 高校訪問は、県内及び近隣県を中心

にした対象地域で行い、 

１）研究・教育の内容、学びの特徴、

本学の取り組みや成果について理

解を図る。 

２）高校側が求める「就職に関する情

報（就職実績、サポート体制）」、「卒

業生（在学生）の現況」、また入試

制度に関する情報を伝える。 

３）本学への要望（入試制度、高大連

携、大学との協働学修のニーズな

ど）を聴き取る「広聴活動」を強

化する。 

 

101 【学生募集に係るｱﾝｹｰﾄ実施】 

アンケートについては、入学者が

どのように本学を知り(案内パンフ

レットかホームページ等の広報手

段)、入学に至ったかの内容で新入

生に対して実施する。その結果を学

生募集広報の戦略立案に役立てる。 

【取組内容】 

 学生募集の参考に資するための新入生アンケー

トを実施した。アンケート結果において、入学者

が大学選択の際に重視した事項として挙げていた

「学びの内容と将来の仕事への結びつき」「教育内

容の充実」「興味がある学部」を高校生への情報提

供の際に特に意識した。 

 

【資料番号】 

  101-1 入学者アンケート結果 

 

【今後の課題・方向性】 

  今後も引き続き可能な限り直接高校を訪問し、

本学の研究・教育の内容、学びの特徴、取組や成

果について直接情報提供する。更に本学への要望

等、聞き取りができるようにする。 

b 

(1) 

・アンケート結果を踏まえ、高校生への情報提供
を行っており、相応の進捗と判断する。 

(3) 

・高校訪問を行う中で、大学の情報を提供するこ

と以外に、高校側の求め、大学への要望を聴き

取るなど、情報収集や分析が必要である。 

b 

 また、志願者データや新入生アンケ

ートの分析を基に、志願者増を図る地

方試験会場を適切に設定するなど入学

定員の確保に向けた対応を強化し、公

立大学の平均志願倍率（一般入試５倍

程度）を目指す。 

102 【一般選抜志願者の目標】 

①令和 3(2021)年度入試の志願者に

ついては、公立大学の平均志願倍

率（一般選抜 5 倍程度）の確保を

目指す。 

 

②入学者については、各学部で確実

に入学定員を充足させる。 

 

③学生募集を推進するため、学生募

集推進室での検討を踏まえ、オー

プンキャンパス、高校説明会、大

学見学会の企画をより一層充実

させる。特に、上田周辺地域の学

生募集推進のため、希望があれば

可能な限り大学見学会を開催す

る。 

【取組内容】 

①一般選抜(前期・中期)の令和 3 年度入試志願者

については、志願倍率 7.3 倍となり、公立大学

の平均志願倍率（一般選抜５倍程度）を達成し

た。 

  ※令和3年度入試実績：募集定員 189名(前期109

名、中期 80名)に対し 1,384名(前期 541名、中

期 843名)の志願者 

②入学者については、4月以降に入学辞退があり、

企業情報学部が 1名定員を欠くに至った。 

③コロナ禍において、可能な範囲でオープンキャ

ンパス、高校説明会、大学見学会を実施した。

また、上田周辺地域の高校に対しては、高校か

らの要望に対し、可能な限り大学説明・面接ガ

イダンス等開催した。 

 

【資料番号】 

  102-1 2021(令和 3)年度 入学試験実施結果 

（再掲 55-2） 

 

【今後の課題・方向性】 

 今後も中期計画に掲げた数値（次年度以降も目

標：一般選抜 5倍程度、入学定員確保等)が達成で

きるよう学生募集活動を推進する。 

b 

(1)(2) 

・平均志願倍率は目標値を上回った。 

・コロナ禍でも可能な限りオープンキャンパスや
高校説明会、大学見学会を実施している。 

(3) 

・志願者を増やして入学者を確保するため、これ

までの一般入試倍率実績や新入生アンケート

などを分析し、対応を検討したい。 

・志願倍率は目標値を達成しているが、志願者総

数を見ると、環境ツーリズム、企業情報で過去

2019 年から少しずつ下がっている傾向がみら

れるため、対応が必要である。 

 b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

 イ 大学広報 

 【大学広報】 

地域における教育研究活動の浸透と

大学のブランドイメージの向上を図る
ため、ホームページ（公式ページ）の
内容の充実を図るとともに、各種メデ

ィアで発信できるよう報道機関への情
報提供（プレスリリース）を積極的に
行う。 

103 

 大学の多様なステークホルダー

（学生、保護者、受験生、上田市民、

企業、自治体、地域社会）の要請に

応えるホームページにリニューア

ルする。スマートフォン対応につい

ても検討する。 

【取組内容】 

新型コロナウイルス感染症の影響により、ホー

ムページを担当する広報入試担当の入試関係業務

が想定以上に増加したため、ホームページをリニ

ューアルすることができなかったが、大学院設置

認可、学長選考結果などを中心にプレスリリース

を積極的に行い、情報発信を図った。 

ホームページのリニューアルにあたって、関連

業務に従事できる職員の採用は行っており、令和

３年度は具体的な推進を図る。 

 

【資料番号】 

 103-1 プレスリリース実績一覧 

【今後の課題・方向性】 

 ホームページのリニューアルを推進する。 

c 

(1) 

・年度計画に掲げたホームページのリニューアル
に着手できていない。 

(3) 

・プレスリリースの件数が減少傾向にあるため、

ホームページをリニューアルするとともに、各

種メディアでのＰＲを更に推進していく必要

がある。 

・学生アンケートではホームページからの情報入

手が一番多いため、ホームページリニューアル

やスマホ最適化などを最優先で取り組む必要

がある。 

c 

 【地域への情報発信】 

大学の運営状況や教育研究活動の状

況など、ホームページ等で積極的に公
開するとともに、設置者である上田市
及び市議会に随時運営状況を報告す

る。 

104 

 大学改革（大学院設置、新学部設

置、キャンパスマスタープランな

ど）について、大学の方向性を積極

的にホームページ等で広く発信す

る。 

 上田地域産業展において、本学の

取組について周知し、寄附金、未来

創造基金募集活動を行う。 

 

【取組内容】 

 令和 3 年 4 月開設の大学院に関する情報を、ホ

ームページやパンフレット等で広く発信し、大学

院の理念、教育内容等について周知した。 

 上田地域産業展（オンライン展示会）において

も、大学院について PRしたほか、長野大学未来創

造基金の紹介を掲載し、募集活動を行った。 

 

【資料番号】 

 104-1 大学院総合福祉学研究科パンフレット

（87-1再掲） 

104-2 長野大学ホームページ（大学院） 

104-3 上田地域産業展オンライン（長野大学） 

 

【今後の課題・方向性】 

大学院設置など、本学の新事業についての情報

を積極的に発信する。 

b 

(1) 

・大学院や寄附金の募集に関する情報等を随時発
信しており、相応の進捗と判断する。 

(3) 

・地域協働型教育に関する情報などについても適

宜発信できるよう、教職員間で情報を共有し、

整理しながら発信に努められたい。 

 

b 

 【シンボルマーク等の策定】 

市民の期待に応える新大学として、

対外的なアピールを強化するため、新
たに大学の理念、ビジョン、校歌、校
章、シンボルマークなどを、学内選定

委員会を設置し、新規制定を検討する。 

105 

キャンパスサインの課題を整理

し、「キャンパスマスタープラン」

を踏まえた、将来のキャンパスサイ

ンがどうあるべきかについて基本

的な考え方をまとめる。 

【取組内容】 

コロナ禍の影響による学内の入構制限もあり、

学生を交えた意見交換は出来なかったが、将来的

なキャンパスサインの在り方については、キャン

パスマスタープランに基づき建設する新棟の基本

設計（令和 3 年度実施予定）を踏まえて検討する

こととした。 

【資料番号】 なし 

【今後の課題・方向性】 

 シンボルマークの使用ルールを定め、適切な運

用を図るほか、本学のブランド力向上に効果的な

施策について検討する。 

b 

(1) 

・キャンパスサイン（構内案内）の在り方に関す
る方針検討を行った。 

(3) 

・令和元年度に設置されている学生を含むワーキ

ンググループを有効に活用するなど、出された

意見等を踏まえて協議を進めたい。 b 
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第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

 ２ 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 
学生納付金は、入学定員の確保や社会情勢、法人の収支状況等を勘案した適切な金額を設定し、安定した収入の確保に努める。 

 また、科学研究費助成事業のほか、各種補助金、共同研究・受託研究収入、寄附金など、外部資金獲得のための組織体制を構築し、積極的に外部資金の獲得を図る。 
 

 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

２ 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

 学生納付金は、公立大学として、全国
の国公立大学との志願者獲得競争に対
抗しうる、また高等教育の機会均等に

果たす役割を踏まえ、自己収入が増加
（経営努力認定：入学定員超過など）
した場合は、他の国公立大学との均衡

を踏まえた適切な額となるよう見直
し、上田市議会の議決、上田市の認可
を得るよう取り組む。 

106【学生納付金見直し】 

将来計画に基づく財政シミュレ

ーションを基に、学納金の見直しに

向けた検討を行う。 

【取組内容】 

大学改革に向け、人件費が増大する中、学納金

を下げずに他大学との志願者獲得競争に対抗でき

るよう、引き続き、教育力の向上に主眼を置いた

取組を進める。なお、令和 3 年度の予算編成にお

いて学部ごとのセグメント管理を意識し、教育や

研究の基盤的経費は学生数・教員数に基づく配分

基準を定めるとともに、配分の不均衡要因である

資格取得に係る実習費等については、受益者負担

の原則に基づき実費徴収の検討に着手した。 

 

【資料番号】 

 106-1 R3 予算編成の検討課題資料(社会福祉学

部部分のみ) 

 

【今後の課題・方向性】 

受益者負担の原則に基づき、実習費等の実費徴

収を検討するとともに、自己収入の増加に向けた

取組を行う。 

b 

(1) 

・予算編成に際し、学部ごとのセグメント管理や
基盤的経費の配分基準を定めるなどの見直し
を行った。 

(3) 

・学生納付金の適切な額の設定について検討され

た経過等の確認ができない。セグメントごとに

予算管理するとともに、実費徴収の検討などに

より、自己収入の増加を見据えた学生納付金の

見直し検討が必要である。 

・学部再編や設備の更新など様々な要因を踏まえ

た形での財政シミュレーションを行わない限

り、いたずらに学納金の見直しを検討すること

はできないと思われる。まずは、幾つかの状況

を想定した財政シミュレーションが必要であ

る。 

 

b 

 （１）地元企業や団体、個人への寄付
金募集等により、自己収入の確保

を図る。 

107（１）寄附を募る事業を明確に

定めて以下の募集活動を行う。 

  

ア 上田地域産業展等の活動におけ

る募集活動 

イ 寄附実績者への継続的な寄附の

依頼 

ウ 同窓生、後援会会員への募集活  

 動 

エ ホームページを活用した募集広 

 報 

【取組内容】 

ア 上田地域産業展（オンライン展示会）で、長

野大学未来創造基金を紹介し、募集活動を行

ったほか、長野大学生活協同組合の協力によ

り、卒業が決定した 4 年生を対象に基金につ

いて周知を図った。 

イ 基金への寄附 6 件のうち、3 件が前年度から

の継続寄附であった。 

ウ 後援会から授業運営に必要なコロナ対策設備

品（パーテーション等）の寄附受領した。同

窓会からは強化指定部に向けてボールの寄附

を受けた。 

エ 継続してホームページを活用した募集活動を

行った。 

  （長野大学未来創造基金 寄附金受入実績） 

   平成 30年度実績  31件 1,668千円 

   令和元年度実績    12件   623千円 

   令和 2年度実績   6件 1,083千円  

b 

(1) 

・寄附金の募集活動を行っている。 

(3) 

・継続寄附を除くと新規は 3件だけとなるため、

自己収入の確保に向け、今後は寄附者を募る活

動の更なる強化が重要である。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

２ 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

   【資料番号】 なし 

 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き、寄附金の募集活動を実施するほか、

クレジットカード決済による寄附金受入れを導入

するなど、寄附手続きの簡略化を図り、寄附の拡

大に取り組む。 

 

 
 

 

 （２）外部資金等の募集情報を積極的
に収集、教員に迅速に提供し、申
請に当たっての内容説明や申請書

類作成支援を行うなど、研究支援
の体制を強化し、科学研究費助成
事業のほか各種補助金、各種寄付

金、共同研究・受託研究収入など
競争的外部資金獲得を図る。 

108（２）外部資金等の募集情報を

積極的に収集、教員に迅速に提

供し、申請に当たっての内容説

明や申請書類作成支援を行う

など、研究支援の体制を強化

し、科学研究費助成事業のほか

各種補助金、各種寄付金、共同

研究・受託研究収入など競争的

外部資金獲得を図る。 

【取組内容】 

 地域づくり総合センターにおいて、学外の団体

等が公募する競争的外部資金の募集情報を収集

し、その都度、研究者に電子メールで発信した（年

間 47 件）。その結果、11 件の応募申請があり、3

件が採択された。 

 また、専門家による相談を実施し 11件の相談を

実施した。 

 

【資料番号】 

 108-1 科研費専門家による面談、添削指導実施状

況（61-4再掲） 

108-2 競争的外部資金申請状況(科研以外）（62-3 

再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

 今後も同様に専門家による指導を継続し、支援体

制を強化する。 

a 

(1)(2) 

・情報の共有が図られ、競争的外部資金の応募申
請 11 件に対し、3 件が採択された。 

(3) 

・一定の成果は認められるが、この時点で充分な

外部資金が得られているとは判断できない。今

後は採択件数を増やし、競争的外部資金の獲得

につなげるため、支援体制の強化が必要であ

る。 

 b 

 （３）学生募集状況を踏まえ、適正な
入学定員の見直しを行う。 

109 （３）大学改革を踏まえた将来

計画に基づく財政シミュレー

ションの条件を確定し、シミュ

レーションの精度を高める。こ

れを基に設置者の方針を定め、

理事会において、適正な入学定

員を確定する。 

 

 

【取組内容】 

 18歳人口の減少等を踏まえて、中期計画に定め

る平成 31 年入学定員 380 名を修正し、現行の 340

名での財務シミュレーションを策定した。 

 

【資料番号】 

  109-1 財務の推移に関する資料（第１期中期目

標期間） 

 

【今後の課題・方向性】 

学部学科再編等、大学改革の取組と連動しなが

ら財務シミュレーションを更新し、健全経営を図

る。 

b 

(1) 

・入学定員を 340 名とした財政シミュレーション
を策定しており、相応の進捗と判断する。 

(3) 

・今後の大学全体の規模、学部学科再編等の進捗

に応じた財政シミュレーションを更新しなが

ら、適正な入学定員の見直しを進める必要があ

る。 

・財政シミュレーションは幾通りかのシミュレー

ションがあっても良い。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

２ 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

 （４）業務に関する料金や受益者負担
金について、他大学の動向や法人

の収支状況等を考慮した料金設定
を行う。 

110（４）教職課程、社会福祉士、

精神保健福祉士課程、保育士受

験支援科目、公認心理師課程な

どの資格課程カリキュラムと

学部カリキュラムを明確にし、

授業料、教育充実費とこれ以外

の納付金の料金設定の在り方

について方針を定める。 

施設等使用料については、 

光熱水料等の付帯経費について 

徴収するよう見直しを図る。 

 

【取組内容】 

正課の授業における、教職課程、社会福祉士課

程等の資格養成課程については、実習費等を原則

受益者負担とする方向で、料金設定等必要な改正

を行うこととした。併せて、正課外の特別コース

などの受益者負担業務については、一部の業務を

外部へ委託するなどの見直しを行った。 

 

【資料番号】 

110-1 R3 予算編成の検討課題資料(社会福祉学

部部分のみ) （106-1再掲） 

110-2 キャリア資格講座と特別コース・プログ

ラムの対応について（42-4再掲） 

110-3 授業料及びその他の料金に関する規程の

一部改正（新旧対照表） 

 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き、検討を継続する。学生募集への影響

を踏まえ、学生から徴収する料金の変更時期は慎

重に検討する。 

b 

(1) 

・正課の授業における料金設定等の改正や、正課
外の一部業務の見直しを行っており、相応の進
捗と判断する。 

(3) 

・年度計画に掲げた見直しについては、学生納付

金の料金変更の検討に併せ、一部業務の外部委

託など継続した検討を要する。 

b 

 財務内容の改善に関する指標 

◇入学志願者の確保や外部研究資金等
の獲得に努め、自己収入の６年間総
額が、第１期中期計画の総額（６，

３１１百万円）を上回るようにする。 
- 

第 1期中自己収入額の推移 

平成 29年度 1,075,784千円 

平成 30年度 1,105,989千円 

令和元年度  1,076,881千円 

令和２年度   981,823千円 

 ※高等教育の修学支援新制度による授業料等減

免と、令和 2 年度に実施した学生納付金減免事業

により学生納付金収入が減少した。 

‐ 
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第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

 ３ 経費削減に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 
大学運営に要する経費として運営費交付金が上田市から交付されていることを十分認識し、大学運営全般について支出内容の精査に努め、組織運営及び人員配置の改善、事務事業の

簡素化、外部委託化、情報化などにより、人件費を含む経費の抑制を図る。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

３ 経費削減に関する目標を達成するための措置 

 （１）契約方法について入札制度の活
用など競争原理を働かせるととも
に、物品購入の集約化一元化・複

数年契約の導入、外部委託など、
経営上の課題を洗い出し対策を進
める。 

 

111（１）競争入札制度の活用等で

経費削減に努めるとともに、各

種配布資料の削減を図り、ペー

パーレス化の検討を行う。 

【取組内容】 

コロナ禍によりオンライン会議が主流となり、

ペーパーレス化が促進された。 

 

【資料番号】 

111-1 光熱水費等の推移 

 

【今後の課題・方向性】 

 対面による会議においても、可能な限りペーパ

ーレス化を図るほか、経営上の課題解決に取り組

み、業務の効率化を促進する。 

b 

(1) 

・オンライン会議により配布資料を削減すること
ができ、ペーパーレス化が図られた。 

(3) 

・外部委託などによる業務の効率化についても検

討が求められる。 

・ペーパーレス化はコロナ禍による強制的なもの

であり、今後の運営方法で継続的削減の努力が

必要である。 

b 

 また、ＩＣＴ（事務系システム）の

活用による業務改善及び事務業務の効
率化、ＬＥＤなどの環境負荷低減と節
減効果が見込める機器の導入のほか、

節電節水など光熱水費等の節減等によ
り管理経費の健全化を図る。 

112 また、事務業務の見直しや業

務改善の検討を若手職員中心に実

施するとともに、引き続き経営上の

課題の洗い出しとその対応を進め

る。 

項目 94再掲 

b 

(1) 

・業務課題等の意見を集約し、情報共有が図られ
た。 

(3) 
・「業務改善ワーキングチーム」で検討された改

善方策は、ＡＩ化や外部委託化などを含め、学
内での実現に向けた協議につながるよう進め
られたい。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

３ 経費削減に関する目標を達成するための措置 

（２）定員管理と人件費の抑制 

 ア 定員管理 

 入学定員の見直し（定員増）、学部・

学科再編、大学院設置など、この中期

計画実現のために必要な教員確保にむ

けて、人事委員会を設けて人事計画策

定のうえ、円滑かつ公正な審査を経て、

採用する。 

このほか非常勤教員や任期付教員を

含めた教員配置を行う。（定員増に伴う

専任教員の増員数：平成３０年度１名、

令和元年度２名、令和２年度１名、令

和３年度１名 計６１名） 

 

113 大学院の設置、学部再編及び

人口減少に伴う学生数の今後想定

される減少を踏まえ、学生定員の見

直しを実施し、必要基準教員限度数

を算出する。ディプロマポリシー等

を考慮した学部教員数との比較を

行い、所要教員数を算出する。 

【取組内容】 

 中期計画に基づき、将来構想（学部学科再編）

を見据えた補充を行った。中期計画では令和 3年

度教員数を 61名としていたが、12月理事会決議に

より、理工系学部準備のための淡水研教員採用枠

については別枠となったことから、淡水研に助教

を 1名採用した。 

 

【資料番号】 

 113-1 令和３年度教員一覧（16-1再掲） 

 113-2 人事選考結果報告書（16-2再掲） 

113-3 教員人事の基本方針（令和 2年度） 

（16-3再掲） 

113-4 12月理事会資料 

 

【今後の課題・方向性】 

 大学改革を踏まえた教員採用人事計画を策定

し、これを踏まえた中長期の教員採用計画を策定

する。 

b 

(1) 

・将来構想を見据えた教員採用を行った。 

(3) 

・年度計画に掲げている学生定員の見直しや、所

要教員数の算出に関する進捗状況について、資

料等からは確認できない。 

・学部学科再編などの状況を踏まえた中長期の人

事計画の検討を要する。 

・学部学科再編の計画、大学院設置における所用

教員数の算出が年度計画であり、中期計画では

R3 年度は 61 名が定員とあるが、上記の計画の

進み具合などで定員の考え方は変わってしか

るべきである。 

 

b 

 事務職員は効率的な業務運営を前提

とした正規職員、定年後の再任用職員、

嘱託職員及び臨時パート職員の配置を

行うとともに、総合戦略室には外部人

材を登用するなど大学目的を達成する

ために人員体制を整備する。 

114 効率的な業務を考えながら組

織改革を実施するとともに、適正と

なるよう職員の配置を実施する。 

【取組内容】 

 事務職員の年齢構成に偏りがあるため、今年度、

新卒１名を採用した。 

また、退職職員を補充するとともに、育児休業

者の代替者を採用するなど、効率的な業務運営を

考慮しながら、職員を適正に配置した。 

 

【資料番号】 

 114-1 事務局職員一覧(2020年 11月 1日) 

 

【今後の課題・方向性】 

事務職員の適正な配置を行うため、各部署の長

期在籍者の把握し、定期的な人事ローテーション、

人事計画を検討する。 

b 

(1) 

・事務職員の適正配置のため採用を行うなど、相
応の進捗と判断する。 

(3) 

・年齢構成や外部人材登用なども考慮した人事計

画の検討を要する。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（２）定員管理と人件費の抑制 

 イ 人件費の抑制 

 教育研究水準の維持向上に配慮しな
がら、組織運営の効率化、非常勤教員
も含めた人員配置等について、定期的

に見直し、人件費の抑制を行う。 

115 人件費の抑制について、全学

で分析、検討し、可能なものから実

施する。 

【取組内容】 

教員の増担手当等の見直しや職員の時間外勤務

時間の削減等の人件費を抑制する施策を理事会で

整理した。令和３年度から学内で協議し、可能な

施策から実施していく。 

 

【資料番号】 

  115-1 人件費の分析と人件費抑制のための協

議事項（令和 2年 12月 23日理事会資料）

（82-1再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

令和 3年度から対応可能な人件費抑制策を具体

化し実施していく。 

b 

(1) 

・人件費の抑制に向けて理事会で協議するなど、
相応の進捗と判断する。 

(3) 

・人件費の抑制に向けて整理された施策について

は、学内での協議により実現できないとの判断

に覆らないよう、具体化に向けた検討を進めた

い。 b 

 経費削減に関する指標 
◇自己収入の増加とともに人件費の抑
制に努め、総支出額に占める人件費
の割合※を６０％以下とすることを
めざす。 

※人件費の割合＝人件費（退職金除く）
÷総支出額（運営調整積立金含む） ‐ 

各年度の人件費の割合＝人件費の割合＝人件費

（退職金除く）÷総支出額（運営調整積立金） 

 平成 29年度 62.13% 

 平成 30年度 59.37% 

 令和元年度  60.55% 

 令和２年度  59.14% 

 

【今後の課題・方向性】 

大学改革のために必要な人材確保が要因となっ

て人件費の率が一時的に高くなるが、中長期で見

たときに人件費が適正な水準となるよう、検討を

行う。 

‐ 
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第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

 ４ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 
資産の実態を常に把握・分析し、安全かつ効果的な運用管理を行う。 

また、地域貢献活動の一環として、教育研究に支障のない範囲で、大学施設の地域開放を行う。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

４ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

 (1) 安全かつ効果的な資産の運用 

資産の状態を常に把握・分析し、安

全かつ効果的な運用管理を行う。 

 

116 資産の実態を常に把握・分析

し、安全かつ効果的な運用管理を行

う。 

【取組内容】 

・安全性が高い金融商品に限定して運用した。 

・預貯金に関しては、利率の高い金融機関を選定

して資産運用した. 

 

【資料番号】 

  116-1 令和２年度資産運用益資料 

 

【今後の課題・方向性】 

引き続き安全を最優先とした運用管理を行う。 

b 

(1) 

・安全性を考慮して資産運用するなど、相応の進
捗と判断する。 

 

b 

 (2) 地域への施設開放 

 教育研究に支障のない範囲で、大学

施設の地域開放を行う。その際は、受
益者負担の観点から、学外者の施設利
用料金等を適切に設定する。 

117 大学施設の地域開放（貸出）を

継続して行う。 

【取組内容】 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と大

学の安全第一の観点から、学外者に対して、原則、

施設貸出の受付を中止した。 

  

【資料番号】  なし 

 

【今後の課題・方向性】 

コロナ禍において、大学及び学生の安全安心を

第一として、学外者への貸出については、慎重に

対応していく。 

b 

(1) 

・コロナ禍の状況下にあり、大学施設の開放、貸
出の受付は安全の観点から中止となっている。 

 

b 
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第５ 自己点検・評価及び情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

 １ 自己点検・評価に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 
教育研究活動及び業務運営について、大学の自己点検・評価体制を整備し、定期的に自己点検・評価を実施する。 

また、第三者機関による評価も活用し、教育研究活動や業務運営の見直しと改善に取り組む。これら自己点検・評価及び外部評価の結果は、速やかに公表する。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

１ 自己点検・評価に関する目標を達成するための措置 

（１）学内における自己点検・評価体制の整備 

 教育研究活動及び業務運営につい
て、教育研究審議会を中心に大学の自

己点検・評価体制(学長主導による自己
点検評価委員会)を整備し、実行計画を
策定し、改善を図るなど、定期的に自

己点検・評価を実施する。 

118 自己点検評価委員会を開催し、

令和 4(2022)年度の認証評価に向け

た準備を行う。 

なお、教育研究活動と業務運営に

関する評価結果を教育研究審議会

に示して意見を聴くとともに改善

結果を報告する仕組みを作るなど、

学長主導による自己点検評価体制

の見直しを行う。 

【取組内容】 

令和 4年の認証評価受審に向け自己点検評価委

員会を開催し、一般財団法人大学教育質保証・評

価センターからの研修を受け、受審機関を決定す

るとともに、準備のために必要な情報を学内で共

有するなど、認証評価受審の準備を進めた。 

上田市公立大学法人評価委員会からの業務実績

に関する評価結果については、指摘事項への対応

を検討し、理事会・審議会で確認した。 

 

【資料番号】 

118-1 一般財団法人大学教育質保証・評価センタ

ー入会承諾書 

 

【今後の課題・方向性】 

自己点検評価体制を整備し、令和３年度中に学

内業務の自己点検を行い、認証評価を受審に必要

な書類の作成を行う。 

b 

(1) 

・認証評価の受審に向け、一般財団法人大学教育
質保証・評価センターに入会して研修を受け、
学内で情報共有するなどの準備が進められた。 

 

b 

（２）外部評価の活用 

 大学機関別認証評価等の第三者評価

を活用し、教育研究活動や業務運営の

見直し及び改善に取り組む。 

119 （項目 118と同じ内容のため記

載なし） － ‐ 
 

 
 また、上田市の評価委員会の評価結

果を、上記自己点検に反映し、教育研

究活動及び大学運営に生かしていく。 

120 上田市公立大学法人評価委員

会による評価結果（指摘）を踏まえ、

改善に向けた取組を行う。 

【取組内容】 

 上田市公立大学法人評価委員会の指摘事項に対

して、対応を検討し、教員業績評価の数値化や新

型コロナウイルス感染症の対応などについて改善

し、大学運営に活かした。 

 

【資料番号】 

120-1 令和元年度業務実績および実績評価を 

受けての対応 

【今後の課題・方向性】 

 上田市公立大学法人評価委員会による業務実績

評価結果の指摘を踏まえ、教育研究活動や業務運

営活動の見直しに取り組むとともに、次期中期計

画策定にあたっては評価結果を活用する。 

b 

(1) 

・評価結果を受け対応を検討・改善しており、相
応の進捗と判断する。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

（３）自己点検・評価の公表 

 自己点検・評価及び外部評価の結果

は速やかに公表する。 

なお、令和２年度に、志願者状況、人
事計画、学部改編ほか中間評価を実施

し、評価結果を基に中期計画の進捗状
況を検証するとともに、上田市、評価
委員会、市議会に報告し、意見を聞き、

さらなる課題解決や改革へのアクショ
ンプログラムに着手する。 

121 上田市、評価委員会、市議会

に報告し、意見を聞き、さらなる課

題解決や改革へのアクションプロ

グラムに着手する。 

【取組内容】 

上田市議会に設置された長野大学改革推進研究

委員会に対し、公立化後の事業の進捗状況、特に

学部学科再編、教員の業績評価等について報告し

た。同研究委員会からの指摘を全学で共有し、指

摘事項や課題に対して、危機感を持って、改善す

るよう取り組んだ。 

 

【資料番号】 

 121-1 長野大学改革推進研究委員会設置後の

大学改革の取組 

 

【今後の課題・方向性】 

 第三者から指摘された事項や現状の課題につい

て、解決できるよう、対応に努める。 

b 

(1) 

・評価委員会からの指摘事項に加え、市議会から
の意見を踏まえて、課題解決に向けた取組を進
めた。 

(3) 

・中期計画の進捗状況の検証を行い、指摘事項や

課題の解決について、早急に対応していく必要

がある。 b 
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第５ 自己点検・評価及び情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

 ２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 教育研究活動や法人経営の透明性を確保するとともに、公立大学法人として社会への説明責任を果たすため、情報公開の促進を図る。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

 公立大学法人として社会への説明責
任を果たすため、法人組織のもとに「総
合戦略室」を置いて情報公開の促進を

図り、法令上公表が定められている事
項はもとより教育研究活動や地域貢献
活動等について、ホームページ等を通

じて積極的に公表する。 

122 公立大学法人として社会への

説明責任を果たすため、情報公開の

促進を図り、法令上公表が定められ

ている事項はもとより教育研究活

動や地域貢献活動等について、ホー

ムページ等を通じて積極的に公表

する。財務諸表をより分かりやすい

形で公開する。 

 

【取組内容】 

・法令上、大学が公表すべき事項と定められてい

る教育研究上の目的等について、随時、内容を

更新してホームページにて公表した。 

・ホームページに教育研究活動や地域貢献活動等

の大学情報を適宜発信した。（掲載件数 120件） 

・上田市の広報紙である「広報うえだ」に長野大

学に関する情報を適宜掲載した。（掲載件数 3件）  

・大学の情報を適宜、プレスリリースした。 

・財務面からの情報をできる限りわかりやすく市

民等に伝えるため、平成 29年度から令和元年度

までの財務諸表の情報をまとめた財務レポート

を公表した。 

 

【資料番号】 

 122-1 長野大学ホームページ（2020年度ニュー

ス&トピックス） 

 122-2 令和 2年度ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ一覧（103-1再掲） 

122-3 「広報うえだ」掲載紙面（抜粋） 

122-4 財務レポート 

 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き、大学情報（教育研究活動や地域貢献

活動等）の情報公開に努め、社会への説明責任を

果たしていく。 

a 

(1) 

・法令上の公表すべき事項に加え、教育研究活動
や地域貢献活動等の情報を発信している。 

(2) 

・財務諸表をまとめた財務レポートを公表してい
る。 

・特にニュース&トピックスでは細かく情報発信
していることを評価。また、財務レポートはよ
くまとまっており評価できる。 

(3) 

・ホームページのリニューアルにより、これまで
以上に分かりやすい情報公開につながること

を期待する。 

 

 
a 
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第６ その他業務運営に関する目標を達成するための措置 

 １ 社会的責任に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 人権の尊重や法令遵守に対する学生や職員の意識の向上に努め、環境に配慮した活動を実践するなど、公立大学法人としての社会的責任を果たす。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

１ 社会的責任に関する目標を達成するための措置 

 （１）人権侵害の防止や法令遵守（コ
ンプライアンス）に対する学生や
職員の意識向上を目的とした研修
を実施する。 

 
（２）文部科学省が示す「研究機関に

おける公的研究費の管理・監査の
ガイドライン」を遵守し、学内の
公的研究費のコンプライアンスを
徹底する。 

 
（３）教職員一人ひとりが誠実かつ  

公正に諸活動を展開するため、教
職員行動規範（仮称）を策定する。 

123 コンプライアンス啓発に向け

た取組（役員及び教職員等への啓

発）を実施する。 

【取組内容】 

 理事会を通して学内に研究倫理の啓発に関する

情報提供を行うとともに、法令遵守やＵＳＲ（大

学の社会的責任）に関する内部監査を行い、コン

プライアンスに対する教職員の意識向上を図っ

た。 

 

【資料番号】 

 123-1 内部監査報告書（抜粋）（85-2再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

 コンプライアンス啓発に関する情報の学内共有

手段を明確にして徹底する。 

b 

(1) 

・学内への情報提供、内部監査によるコンプライ
アンス啓発を行っており、相応の進捗といえ
る。 

(3) 

・内部監査の実施結果を学内の教職員で共有する
手段を徹底する必要がある。 

・併せて、学生の意識向上についての取組を促進
されたい。 

b 
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第６ その他業務運営に関する目標を達成するための措置 

 ２ 施設設備の整備に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 良好な教育研究環境が保持されるよう既存施設の適切な維持・管理を行うとともに、施設設備の整備・更新は、組織改編などを考慮した長期的かつ総合的な整備計画に基づいて行う。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

２ 施設設備の整備に関する目標を達成するための措置 

 （１）施設設備の効率的な維持管理を

行うとともに、全ての学生が学び
やすい良好な教育研究環境の整備
に努める。 

124 （１）学生の声も参考に教育研

究環境の整備に努める。 

【取組内容】 

・大学院設置のための７号館改修工事を行った。 

・キャンパスミーティングで要望のあった９号館

２階AVホールを音楽関連のサークルに対し利用

を許可した。また、７号館の改修に伴い、グラ

ウンドにサークル団体用の仮設プレハブを建設

した。 

・本学の大学施設に求められる機能・性能を確保

しつつ、中長期的な維持管理に係るトータルコ

ストの縮減を図るとともに経費の平準化を図る

ことを目的とした「施設長寿命化計画（個別施

設計画）」を策定した。 

・建築基準法第 12条第 1項の規程による「特定建

築物定期調査（検査）」を実施した。 

・理工系学部の設置に向けた建物新設を考慮しな

がら、既存の建物等のインフラ整備を予算の範

囲内で進めていく。 

 

【資料番号】 

 124-1 しゅん工届・完成写真（7号館改修） 

 

【今後の課題・方向性】 

 キャンパスマスタープランを踏まえ策定した施

設長寿命化計画に基づき、老朽化の進んだ施設の

改築を主体としつつ、その他の施設については長

寿命化対策を見据えた施設整備を並行して進め

る。 

b 

(1) 

・効率的な維持管理を行うための「施設長寿命化
計画」を策定した。 

(3) 

・キャンパスミーティングで出された学生からの
要望はサークルに関するものに限定されるの
か、教育研究環境の整備につながった成果は確
認できない。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

２ 施設設備の整備に関する目標を達成するための措置 

 
（２）施設設備の整備・更新にあたっ

ては、学部・学科の改編や大学院

の設置などを考慮した中長期的な

整備計画を策定する。（令和２年度

まで） 

 

※入学定員の見直しに伴う施設設
備は既存のもので対応。 

125（２）中長期的な整備計画（キ

ャンパスマスタープラン）を策

定する。 

【取組内容】 

・施設整備を進めるための目指すべき方向性を示

す令和２年度から令和 13年度までの 12年間の

「キャンパスマスタープラン」を策定した。 

・大学院担当教員、大学院生のための研究室等を

備える大学院研究科棟の改修を行い、設備備品

等を整備した。 

【資料番号】 

  125-1 キャンパスマスタープラン（ダイジェス

ト版）（86-5再掲） 

【今後の課題・方向性】 

・理工系学部の設置に向けた建物新設を考慮しな

がら、既存の建物等のインフラ整備を予算の範

囲内で進めていく。 

・予算の範囲で劣化した建物、設備等の修理修繕

を行う計画を立て、次年度に実施する。 

b 

(1) 

・年度計画に掲げた「キャンパスマスタープラン」
を策定しており、相応の進捗と判断する。 

 

b 

 （３）学内ネットワークシステムや事

務系システム等については、セキ
ュリティ上の観点から適切に保守
および更新を行う。 

126（３）新たに構築する ICT 演習

室について適正な運用を行う。

Society 5.0や次世代移動体通

信規格 5G 時代においても教育

研究、地域貢献の支援が可能と

なるように教育研究に関連す

る学内システムのクラウドへ

の移行、ネットワーク環境の強

化を中心に学内の情報システ

ムの強化を目指す。 

【取組内容】 

授業及び授業以外で使用する際のルールを定

め、ICT演習室の適正な運用に努めた。 

学内の情報ｼｽﾃﾑにあたっては、平成 30年度に 

導入した GoogleWorkspaceforEducation  

Fundamentalsの各種機能を活用したオンライン授

業や学内外会議等の実施をとおして、業務の効率

化を飛躍的に向上させることができた。 

【資料番号】 

  126-1 ICT演習室の運用 

  126-2 GoogleMeetの使い方(抜粋) 

【今後の課題・方向性】 

安全かつ安定したシステムのもと教育研究活動

が展開できるよう、学内ネットワークシステムを

はじめとしたシステムの維持管理に努める。 

b 

(1)(2) 

・ネットワーク環境の整備により、業務の効率化
など成果が現れている。 

(3) 

・学内システムのクラウドへの移行を計画に掲げ

ているが、進捗状況が把握できない。 

b 

 
（４）学校法人からの寄付金を活用し、

教育・研究の向上等を目的とした
施設設備の整備・更新（ネットワ

ーク更新含む）を行う際は、使途
を特定したうえで実施する。 

127（４）大学院設置のため、剰余

金、未来創造基金を活用し、7

号館の改修を行う。 

【取組内容】 

7 号館改修工事は、当初剰余金、未来創造基金

を活用して実施する予定であったが、補正予算編

成時に財源の見直しを行い、基金を活用せずに実

施することができた。 

【資料番号】 

127-1 7号館改修工事及び渡り廊下増築工事概要  

【今後の課題・方向性】 

寄付金等を活用し、教育・研究の向上等を目的

とした施設設備の整備・更新を行う際は、使途を

特定して行う。 

a 

(1)(2) 

・基金や剰余金の活用について、財源の見直しを
行い、7 号館の改修工事は剰余金の使途を特定
し実施することができた。 

 

 a 
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第６ その他業務運営に関する目標を達成するための措置 

 ３ 安全管理に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 学内の安全衛生管理、事故防止、災害発生時など緊急時の適切なリスク管理を行うとともに、個人情報の保護など情報に関するセキュリティを確保する。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

３  安全管理に関する目標を達成するための措置 

 （１）災害等不測の事態に適切に対応
できるよう、防災訓練を実施する
とともに、危機管理マニュアルを

随時更新し、適切なリスク管理を
行う。 

128（１）危機管理マニュアルを更

新する。 

【取組内容】  

 危機管理マニュアルを更新し、課題となっていた

「避難所の開設」と災害発生時における「教職員

の行動基準」に関する事項を追加した。 

コロナ禍において密集を避けるため、防災避難

訓練に代えて、消防署職員による講習会を開催し

た。 

 

【資料番号】 

 128-1 危機管理マニュアル（更新分） 

 128-2 令和 2年度長野大学防災避難訓練実施 

要項 

 128-3 防災講習会資料 

 

【今後の課題・方向性】 

危機管理マニュアルの更新を行う。 

BCP（災害時に備えた業務継続計画）の策定に着

手する。 

a 

(1) (2) 

・年度計画に掲げた内容に加え、防災講習会を開
催した。 

(3) 

・ＢＣＰの策定など、さらに適切なリスク管理を

行うための整備が必要である。 

a 

 （２）安全衛生管理に関する研修等を
定期的に実施する。 

129 （２）安全衛生管理者による職

場環境視察を実施し、指摘事項

に対する改善状況を確認する。 

安全衛生管理に関する研修 

会を実施する。 

【取組内容】 

・安全衛生管理者による学内の職場環境視察を実

施し、廊下の物品放置、非常照明の不点灯など

問題点を把握し、改善に取り組んだ。 

・公立大学法人長野大学職員健康情報取扱規程を

改正し、制度の見直しを図った。 

・教職員対象の研修会は実施できなかったが、衛

生管理者が、健康管理に関する研修に参加し、

資質の向上に努めた。 

 

【資料番号】 

129-1 職場環境チェック実施状況報告 

129-2 公立大学法人長野大学職員健康情報等 

取扱規程 

129-3 研修・セミナー派遣一覧（91-1再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

安全衛生管理に関する教職員対象の研修会を開

催するなどし、教職員の意識向上を図り、教職員

の健康や労働災害を防止に努める。 

b 

(1) 

・安全衛生管理者による職場環境視察を実施し、
職員の健康情報取扱規定を改正して制度を見
直すなど、相応の進捗と判断する。 

(3) 

・安全衛生管理者が参加した研修内容をもとに、

教職員向けの研修会を開催するなど、広く情報

共有し意識向上につなげるべきである。 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

３  安全管理に関する目標を達成するための措置 

 （３）個人情報保護法を遵守し、個人
情報を安全かつ適正に管理・運用
する。 

130（３）個人情報管理について理

解を深めるために、上田市の文

書管理担当者向けの研修会に

関係職員を出席させる。 

【取組内容】 

新型コロナウイルス感染症の影響により、文書

管理担当者向けの研修会に出席することができな

かったが、引き続き個人情報の適正な管理・運用

に努めた。 

 

【資料番号】  なし 

 

【今後の課題・方向性】 

個人情報を適切に管理するため、機会を捉えて

市の研修に参加するなどして、意識向上に努める。 

b 

(1) 

・法令に基づき、個人情報の扱いについて相応の
管理・運用はできているものと判断する。 

(3) 

・参加できなかった研修会の資料を取り寄せて周

知を図るなど、臨機応変な対応により、意識向

上につなげたい。 b 

 （４）セクシュアル・ハラスメント、
アカデミック・ハラスメント等を
防止するための研修等を実施す

る。 

131（４）ハラスメント防止に関す

る研修会を開催する。 

【取組内容】 

ハラスメント研修会をオンラインで開催した。

研修内容は録画し、全教職員が視聴できるように

した。 

「女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律」の一部改正により、ハラスメントに対する

厳正対処の規定化が義務化されたことを受け、就

業規則等に必要な改正を行った。 

 

【資料番号】 

  131-1 ハラスメント研修会資料 

  131-2 ハラスメント研修会アンケートフォーム 

  131-3 ハラスメント研修会アンケート（回答） 

  131-4 公立大学法人長野大学就業規則等の 

一部改正 

 

【今後の課題・方向性】 

 ハラスメント防止に向けた研修会の開催ととも

に、苦情などの相談体制について強化する。 

b 

(1) 

・ハラスメント研修会をオンライン開催してお
り、相応の進捗と判断する。 

(2) 

・オンラインでの開催により、研修内容を録画し
て全教職員への情報共有が図られた。 

 

b 
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中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価 

区分 

３  安全管理に関する目標を達成するための措置 

 （５）定期健康診断、ストレスチェッ
ク等のシステム化を図り、教職員
の健康管理を適切に行う。 

132（５）教職員に対して、ストレ

スチェックを行うとともに、結

果を踏まえて産業医との面談

を実施する。 

【取組内容】 

ストレスチェック結果を踏まえ、面談の対象と

なる教職員については産業医との面談を行い、産

業医と大学側との意見交換を実施した。 

休職中の職員の復職に向け、産業医が職員の主

治医と情報交換を行うなど、復職支援に取り組ん

だ。 

教職員の健康管理を強化するために、産業医の

かかわりを見直し、令和 3 年度に向けて、健康相

談の内容に応じた対応（産業医による面談の実施

等）を明確化するなど、健康相談体制の整備を行

った。 

 

【資料番号】 

  132-1 ストレスチェック実施状況報告 

  132-2 公立大学法人長野大学健康相談体制 

 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き教職員の健康管理のための相談体制強

化を図る。 

b 

(1) 

・産業医との面談実施などの対応を明確化し、職
員相談体制の整備を図っており、相応の進捗と
判断する。 

(3)  

・大学全体を通して、コロナ禍によって例年にな
い対応が継続的に必要となり、実施されてい
る。 

・学生を支援する側の負担もかなり大きく。教職
員の心身の健康も重視して、ケアできる体制を
つくられたい。 b 

 

 

第６ その他業務運営に関する目標を達成するための措置 

 ４ 環境への配慮に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 ＬＥＤなどの環境負荷低減と節減効果が見込める機器の導入のほか、節電節水など光熱水費等の節減等により省エネルギー、省資源化に取り組む。 

 
 

中期計画 年度計画 

法人による自己点検 評価委員会による評価結果 

計画の実施状況 
評価 

区分 

計画の実施状況 

（(1)評価理由、(2))評価できる点、(3)課題、指摘事項） 

評価
区分 

４  環境への配慮に関する目標を達成するための措置 

 ＬＥＤなどの環境負荷低減と節減効
果が見込める機器の導入のほか、節電

節水など光熱水費等の節減等により省
エネルギー、省資源化に取り組む。 

133 省エネルギー、省資源化に取り

組む。 

【取組内容】 

改修した 7 号館には、環境に配慮したガス空調

を採用したほか、LED化を推進し、省エネルギー化

に取り組んだ。 

また、タイマー機能により学内空調の消し忘れ

を防止するなど、光熱費の節減に努めた。 

【資料番号】 

133-1 光熱費等の推移（111-1再掲） 

【今後の課題・方向性】 

引き続き、高熱水費等の節減により、省エネル

ギー、省資源化に取り組む。 

b 

(1) 

・LED 化、省エネルギー化を推進し、空調の消
し忘れ防止など光熱費の節減に努めており、相
応の進捗と判断する。 

 
 b 

 


